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４．教育内容・方法・成果 
 
４－１．教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

 
中期目標 
【目標１】教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、定期的に検証し適切に維持する。 
【目標２】教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、大学構成員(教職員および学生等)に 

周知し、社会に公表する。また、認知度を向上させる。 
 
 
 
（１）全学教務委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、両者

の間の整合性を検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を作成

し、両者の間の整合性を検証する。 
[1-3] 教育課程の編成について、入試・就職等多様な観点からの設計を行う。 

[1-1,1-2,1-3 共通] 
①連関性対照表を作成し対照表に
基づいて一致度を検証する。ある
いは連関性の低い項目を抽出す
る。 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標の到達度を
定量的、定性的に示す指標
を引き続き検討する。 

今年度は着手できなかった。今後、評価指標（ア
セスメントポリシー）の策定について検討したい。 
教養英語 B で実施されているチームティーチン

グの枠組みの中で到達度を定量的、定性的に示す指
標を整備した。 
学位授与方針について学外機関（札幌中央信用組

合、江別市）の意見を聴取した。 

達成度２０％ 
【指標 1】については検討できなか
った。今後、指標の見直しも含めて
検討したい。 

[1-2]  学科間のカリキュラ
ムの通用性を見出すため
に、カリキュラムマップの
フォーマットの共通化を
引き続いて検討していく。 

今年度は着手できなかった。 
グローバル科目群、地域貢献活動といった一部の

教養科目で科目を階層化し（導入科目、展開科目）、
将来のカリキュラムマップフォーマット共通化の
下地とした。 
ナンバリング導入について全学教務委員会で検

討した。 

達成度２０％ 
【指標 1】については検討できなか
った。今後、指標の見直しも含めて
検討したい。 
 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 教育目標の到達度を定量的、定性的に示す指標を引き続き検討する。 
[1-2] 学科間のカリキュラムの通用性を見出すために、カリキュラムマップのフォーマットの共通化を引き続いて検討
していく。 

 

 

（２）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成
し、両者の間の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を
作成し、両者の間の整合性を検証する。 

[1-1] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し
対照表に基づいて一致度を検証する。
あるいは連関のない（弱い）項目を抽
出する。 

[1-2] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し
対照表に基づいて一致度を検証する。
あるいは連関のない（弱い）項目を抽
出する。 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連
関性および一致度を測るための指標
の作成を行う。 

具体的な指標の作成は行われな
かった。 

2016 年度中の作成には至らなかった
が、2017 年度中の作成に向けた検討を
進めていく。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針
との連関性および一致度を測るため
の指標の作成を行う。 

具体的な資料の作成は行われな
かった。 

2016 年度中の作成には至らなかった
が、2017 年度中の作成に向けた検討を
進めていく。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 他学部・他分野とのより緊密・高度な連携・協力関係構築を視野に入れて、受け入れる学生の変化に適合した教
育目標、学位授与方針を新たに構築する。 

[1-2] これまで指標の作成が行われなかった原因を分析し、新たな教育目標と教育課程の編成方針との連関について検
討を進める。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認
知度の向上を図る 

①刊行、掲載実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] ホームページでの公表を引き続
き行う。 

ホームページでの公表を継続し
ている。 

認知度調査を行うには至らなかったた
め、具体的な調査方法を検討する必要があ
る。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 社会に向けてホームページでの公表を引き続き行う。また情報ポータル等を利用し個々の学生への周知を図る。 
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（３）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性を確定し検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成・実施方針との整合性を検証する。 

[1-1]①教育目標とディプロマポリシー 
[1-2]①カリキュラムマップ 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標と学位授与方針に沿っ
た教育ができているかを引き続き検
証する。 

教育目標に連関できるディプロマ
ポリシーに改訂した。 

連関性を確認しながらディプロマポ
リシーを改訂した。今後、継続して検
証していく。 

[1-2] 教育課程の編成・実施方針に基
づいてカリキュラム運営できている
かを引き続き検証する。 

コースの魅力が伝わる履修をする
ためにコースごとに推奨する科目を
選定し、シラバスに掲載した。 

整合性を整えるため、履修すべき科
目をシラバスに記載した。今後、学生
に周知し、カリキュラム運営に支障が
ないようにしたい。 

2017
年度 

年次計画内容 

[1-1] 教育目標と学位授与方針に沿った教育ができているかを引き続き検証する。 

[1-2] 
1)教育課程の編成・実施方針に基づいてカリキュラム運営できているかを引き続き検証する。 
2)現カリキュラムの完成年度にあたり、カリキュラムの点検を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。 
[2-2] オープンキャンパスやガイダンス等で周知し、認知度の向上を図る。 

①刊行、掲載、説明実績 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 
1)学科パンフレットにおいて教育目標、
学位授与方針および教育課程の編
成・実施方針を掲載し、周知を図る。 

2)ホームページを有効に活用し、ゼミナ
ール活動や授業内容などを広報する。 

3)予算がかかる事業についてはホーム
ページ等で外部への公開を義務付け
ることを検討する。 

1)年度初めに学部広報委員会を 2 回実
施し、広報戦略や広報の方法を確認
した。また、ニュースレターを作成
した。 

2)ホームページへの記事掲載を各教員
に依頼し、さまざまな行事の記事を
掲載することができた。 

3)公開を呼びかけたが、すべての事業
を公開することはできなかった。 

就職実績をまとめたパンフレット
を作成するとともに、14 件の記事を
大学ホームページで公開した。ただ
し、予算がかかる事業についての外
部への公開を呼びかけたが、すべて
の事業を公開することができなかっ
たため、来年度以降改善したい。 

[2-2] 教育目標、学位授与方針および教
育課程の編成・実施方針等について、
学部ガイダンスやオープンキャンパ
ス、父母懇談会にて説明を行い、周知
を図る。 

各学年の学部ガイダンスおよび 4 回
のオープンキャンパスにおいて、教育
目標、学位授与方針および教育課程に
ついて説明を行い、周知を図った。 

すべてのイベントにおいて説明
し、周知を図った。来年度以降は伝
え方に工夫をしていきたい。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 
1)学科パンフレットにおいて教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を掲載し、周知を図る。 
2)ホームページを有効に活用し、ゼミナール活動や授業内容などを広報する。 
3)予算がかかる事業についてはホームページ等で外部への公開を義務付けることを検討する。 
[2-2] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針等について、学部ガイダンスやオープンキャンパス、
父母懇談会にて説明を行い、周知を図る。 

 

 

（４）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、
両者の間の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を作
成し、両者の間の整合性を検証する。 

[1-1] 
連関性対照表を作成し対照表に基づ

いて一致度を検証する。あるいは連関
のない（弱い）項目を抽出する。 
[1-2] 
連関性対照表を作成し対照表に基づ

いて一致度を検証する。あるいは連関
のない（弱い）項目を抽出する。 

2016
年度 
 
 
 
 
 
 
 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標と学位授与方針
の適切な維持を継続するため
の方法について、具体的な検討
を行う。 

 

思想領域の専任教員の欠員が非常勤によ
り補われ、教育目標と学位授与方針とに大き
な問題が生じているとまではいえないので
具体的な検討には至らなかったが、適切な維
持のための方法としては欠員補充を考える
必要があると認識した。 

状況は前年度と同じなので、引き続
き、教育目標と学位授与方針との連関
性および一致度を定期的に検証し適切
に維持するための方法の確定（連関性
対照表の作成も含めた）と、それを活
用するためのマニュアル化が必要であ
る。          【指標なし】 

[1-2] 教育目標と教育課程の編
成方針との一致度を確認する
ためにはどのような指標が有
効か検討する。 

教育目標と教育課程の編成方針との一致度
については各教育課程における2017年度の開
講科目決定にさいしても留意した。確認のため
の「指標」についての検討はしなかった。 

教育目標と教育課程の編成方針は適
切に維持されている。それ以上の、有
効な指標というものはイメージできて
いない。        【指標なし】 

2017
年度 
 

年次計画内容 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を定期的に検証し適切に維持するための方法の確定（連関性対
照表の作成も含めた）と、それを活用するためのマニュアル化の具体的検討を行う。 

[1-2]  教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を定期的に検証し適切に維持するための方法の確定（連
関性対照表の作成も含めた）と、それを活用するためのマニュアル化の具体的検討を行う。 
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 年度当初の学年別ガイダンス等で周知し認知度の向上を図る。 
[2-2] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。 

[2-1] 
①教育目標、DP、CP の認知度調査 
②新年度ガイダンス資料実績 
[2-2] 
①教育目標、DP、CP の認知度調査 
②刊行物、ホームページ等の掲載実績 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]  教育目標、学位授与方針お
よび教育課程の編成・実施方針を、
年度当初の学年別ガイダンスにお
いて周知する。教育目標、DP、CP
の認知度調査については有効かつ
実行可能な方法について検討する。 

教育目標、学位授与方針および教
育課程の編成・実施方針を、年度当
初の学年別ガイダンスにおいて周知
した。教育目標、DP、CP の認知度
調査については有効かつ実行可能な
方法について引き続き検討する。 

① 教育目標、DP、CP の認知度調査について
はいまだに具体案がないため、来 

年度以降も有効かつ実行可能な方法 
について検討していきたい。【指標なし】 

② 学年ごとにガイダンスで周知した。 
【指標② 2016 年度学年別ガイダンス資料】 

[2-2]  学科ホームページにも教
育目標、DP、CP の掲載を行い、
認知度の向上を図る。 

学科ホームページにも教育目標、
DP、CP の掲載を行い、認知度の向
上を図った。 

①教育目標、DP、CP の認知度調査について
はいまだに具体案がないため、来年度以降
も有効かつ実行可能な方法について検討し
ていきたい。【指標なし】 

②学科サイトへの掲載を行った。 
【指標②人間科学科独自サイト】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、年度当初の学年別ガイダンスにおいて周知する。教
育目標、DP、CP の認知度調査については、調査の対象と調査を行える機会を具体的に検討する。 

[2-2] 引き続き、学科ホームページにも教育目標、DP、CP の掲載を行い、認知度の向上を図る。 

 

 

（５）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標、学位記授与方針および教育課程編成方針を適切に維持するため
に、現状を分析し点検と評価を行う。 

連関性対照表（参考例参照）を作成し対
照表に基づいて一致度を検証する。あるい
は連関のない（弱い）項目を抽出する。 

2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 前年度の取り組みに続き、
今年度は教育目標と学位記授
与方針の内容を照らし合わせ、
検証する。 

今年度は教育目標と学位記授与方針
の対応関係を検証し、すべての項目に
関して概ね高い関連性があることが明
らかになった。また、3 ポリシーの提示
に関連して学位授与方針と教育課程方
針の対応関係についても検証を行うこ
とができた。 

2016 年度は計画通り教育目標と学位記
授与方針の対応関係について検証するとと
もに、学位授与方針と教育過程編成方針の
対応関係についても検討することができ
た。次年度も教育目標、学位記授与方針お
よび教育課程編成方針の適切な維持に向け
て、点検と評価を継続的に行う。 
【指標「連関性対照表」「3 つのポリシー案
（英語英米文学科）」】 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1]  教育目標、学位記授与方針および教育課程の編成・実施方針を適切に維持するため、点検と評価を引き続き行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、出版物や大学ホー
ムページに掲載し、広く一般に公表する。また新入生には、ガイダンス等で周知し、
学生の認知度の向上を図る。 

①大学ＨＰ 
②新年度ガイダンス資料 
③履修要項 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 教育目標、学位授与方針および教
育過程の編成・実施方針について、履
修要項を活用した学生の認知度向上
についてさらに検討を進める。 

履修要項を活用した教育目標、教育
課程の編成・実施方針および学位授与
方針の認知度向上のための第一歩とし
て、学科長、学科教務委員、教育支援
課担当職員の間で話し合いを行い、学
生向けのガイダンス等で周知を測るた
めの具体的な手立てについて検討し
た。 

大学 HP や履修要項への記載を継
続するとともに、実務者間で履修要
項を活用した認知度の向上について
協議することができた。学生向けの
ガイダンスでオリエンテーションを
行うための具体的な案が出たため、
来年度はその実現に向けてさらに討
議を進めたい。     【指標③】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針をガイダンス等で学生に周知させる方法について、引
き続き検討する。 

 

 
（６）人文学部臨床心理学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針について、連関性及び一致度を測る指標を作成し、
両者の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針について、連関性及び一致度を測る指標を作
成し、両者の整合性を検証する。 

[1-1] 連関性対照表（参考例参照）を作
成し対照表に基づいて一致度を検証す
る。あるいは連関のない（弱い）項目
を抽出する。 

[1-2] 連関性対照表（参考例参照）を作
成し対照表に基づいて一致度を検証す
る。あるいは連関のない（弱い）項目
を抽出する。 



４.教育内容・方法・成果 

４－１ 教育目標、他 
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2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-2] 教育目標と学位授与方針に関す
る一致度に関して、継続して検討を行
う。 

昨年度の一致度評価により、教育
目標と学位授与方針の一致は達成
できていると考える。 

今後、両概念の運用上の齟齬がないか
をさらに検討していく。 【指標なし】 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針
について、一致度の再検討を行い、そ
の課題を具体化する。 

昨年度の検討により、教育目標と
教育課程の間に、非一致性が認めら
れた。教育課程編成方針に従い、カ
リキュラムに不足する点を見出し
ている。 

今後数年にわたり、不一致性を改善す
るカリキュラムの改善に取り組む。 

【指標なし】 

2017
年度 

年次計画内容 

[1-2] 教育目標と学位授与方針に関する一致度を損なわぬよう現行の水準を保つ。 

[1-2] 教育目標と教育課程の間に、非一致性が認められるカリキュラムの不足を改善する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 人文学部においては、「教育目標」、「学位授与方針」および「教育課程の編成・
実施方針」は、大学ホームページ上で公開し、大学構成員（教職員および学生等）は、
必要なときに自由にそれを参照することができるようにする。また、これらを「履修
要項」に明示しこの媒体を利用して参照することも可能にする。更に、入試説明会、
オープンキャンパスなども積極的に利用し、社会への周知を図る。 

①大学ホームページ 
②履修要項 
 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 「教育目標」、「学位授与方針」に
ついて、2015 年度に引き続き大学ホー
ムページ上で公開し、更に社会への周
知を図る。 

「教育目標」「学位授与方針」は引き
続きホームページに掲載されている。
その他新入生にも口頭で説明してい
る。 

現行の周知方法のほかにもさらな
る機会で繰り返し発信していくこと
が必要であろう。   【指標なし】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 「教育目標」、「学位授与方針」について、周知できる機会を探る。 

 

 

（７）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針、教員養成の理念などを現状と将来を配慮して検証し、
再構成する。 

[1-2] 教育目標と教育課程編成方針との関連性および一致度を測るための工夫をす
る。 

[1-1] [1-2] 
①教育目標に基づいた学位授与方針や
教員養成の理念 

②教職課程履修カルテ 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] これまでの現在の教育目標と学
位授与方針の一致度を作成、総括し
ながら、教職課程・保育士養成カリ
キュラムの目標を示し、今後の再編
への基礎資料とする。 

第１段階として、これまでの現在の 
教育目標と学位授与方針の一致度を作
成、総括しながら、教職課程・保育士
養成カリキュラムの目標に関する検証
作業をおこなった。 

 調査を 3/3 実施。検証を 2/2 を実施。
達成 0/3 を実施。 
【指標「計画表」D4-1-1:「第 1 段階」】 
【指標「保育実習ハンドブック」】 
【指標「教職課程の単位認定の厳格化
について」】 

[1-2] 教職課程希望学生の「教職課程
履修カルテ」の記入と活用を促し、
保育士養成課程の進行状況を確認
（実習報告会など）して「保育実習
ハンドブック」の有効性を確認し、
教育目標と教育課程編成方針との関
連性および一致度を測る。 

「教職課程履修カルテ」の記入と活 
用を促し、保育士養成課程の進行状況
を実習報告会などでおこない「保育実
習ハンドブック」の有効性を確認した。 
教育目標と教育課程編成方針との関

連性および一致度を検証して再編への
方針を作成した。 

 調査を 1/1 実施。検証を 1/2 を実施。
達成 0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-1-1:「第 2 段階」】 
【指標「教職課程履修カルテ」】 
【指標「保育士実習報告会」資料】 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 現在の教育目標と学位授与方針を総括して、教職課程・保育士養成カリキュラムの目標を確認し、再編へと活か
していく。 

[1-2]  教員希望学生の「教職課程履修カルテ」の記入と活用を促し、保育士養成課程の完成年度として「保育実習ハ
ンドブック」の有効性を検討し、教育目標と教育課程編成方針との整合性を図る。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知する
とともに、教育実習・保育実習等を通して認知度の向上を図る。 

①刊行、掲載、閲覧実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査（全学） 
③ホームページ更新数、閲覧数 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] こども発達学科の情報
を各種の媒体を通じで公表
する。学生・保護者へも周知
するために、学科のブログを
全教員が更新できるように
する。また新システムへの移
行を重点的に行う。 

こども発達学科の HP をすべて
WordPress で作成し、学科の教員が更新
しやすいように全面リニューアルし、
2017年2月中旬からリニューアル版を運
用している。また、2 月末に、学科の様々
な授業風景や行事、教職採用試験対策の
取り組み、卒業生との交流などについて
ブログから抽出した記事を簡潔にまとめ
たカラー版の通信を作成し、在籍する全
学生の保護者宛に発送した。 

現状分析を 3/3 実施。検証を 2/2 を実施。
達成 1/2 を実施。 
【指標「計画表」D4-1-2】 
【指標「履修要項」】 
【指標「HP のアクセス状況」】 
【根拠資料 リニューアルしたホームペー
ジ】 
【根拠資料 2016 年度版「こ発の森」通信】 

2017
年度 

年次計画内容 

[2-1] こども発達学科の最新情報をホームページや各種メディアなどで公表する。学生・保護者へも周知するために、
学科のホームページを全教員が更新できるようにする。また新システムへの移行を重点的に行う。 
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（８）法学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および整合性を検証する。 
[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および整合性を検証する。 

[1-1] 
①教育目標と学位授与方針を比較対照し
て、文章上の整合性を示す。 

[1-2] 
①教育目標と教育課程の編成方針を比較
対照して、文章上の整合性を示す。 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育環境の変化に積極的に
対応するために、教育目標と学
位授与方針を比較対照して、文
章上の整合性を検証する。 

[1-1] 教育目標と学位授与方針を比較
対照して、文章上の整合性をはかる、
全学的な教育目標、学位授与方針、教
育課程の編成・実施方針の見直しがあ
り、必要な修正をおこなった。 

[1-1] 教育目標と学位授与方針を比較対
照して、文章上の整合性が図られるよ
うに改善した。 

[1-2] 教育環境の変化に積極的に
対応するために、教育目標と教
育課程の編成方針を比較対照し
て、文章上の整合性を検証する。 

[1-2]  教育目標と教育課程の編成方針
を比較対照して、文章上の整合性をは
かる、全学的な教育目標、学位授与方
針、教育課程の編成・実施方針の見直
しがあり、必要な修正をおこなった。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針を
比較対照して、文章上の整合性が図ら
れるように改善した。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 教育目標と学位授与方針を比較対照して、文章上の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針を比較対照して、文章上の整合性を検証する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認知度
の向上を図る。 

①印刷物、HP などへの掲示実績 

2016
年度 
 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 教育目標、学位授与方針および
教育課程の編成・実施方針を、印
刷物、HP などを通じて公表すると
ともに、ガイダンス等で周知する
ように努める。 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教
育課程の編成方針については、その要
点について法学部独自ホームページ、
ニュースレターなどを通じて公表す
るとともに、在学生のガイダンス等で
紹介し認知度の向上を図っている。 

[2-1] 法学部の独自ホームページで
は、「カリキュラムの概要」「コース
とカリキュラム」「法学部の学び」の
項目を設け、教育目標、学位授与方
針および教育課程の編成方針につい
て、それらの要点を紹介している。
またニュースレターを通じて、高校
に、また在学生に紹介し認知度の向
上に努めてきた。 

2017
年度 

年次計画内容 

[2-1] 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針を、印刷物、HP などを通じて公表するとともに、ガイ
ダンス等で周知するように努める。 

 

 

（９）社会情報学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標、学位授与方針に基づいた教育課程の編成に応じた適切な科目担当者を配
置する。 

[1-2] 教育目標、学位授与方針に基づいた教育課程の実施方針を確認し、科目を維持する。 

[1-1] 
①科目担当者の一覧 
②専任教員人事実績 
[1-2] 
①開講科目の一覧 
②時間割配置の評価 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育課程の編成に応じた科目担
当者配置ができるように努める。 

[1-1] 教育課程の編成に応じた科目担
当者を配置した。ただし、学部学生募
集停止に基づいた非常勤講師の削減
および人事凍結に伴い、専任教員につ
いては担当科目数の過剰が今年度も
認められる。 

[1-1] 
①開講科目及び担当者一覧【2015 年
度 2 月,3 月教授会資料:資料 1,2】、
専任教員の平均コマ数 7.5、最大
10.07。非常勤講師担当総コマ数 8。 

②専任教員人事は行われていない 
[1-2] 各科目の教育課程の実施方針へ
の対照を再度確認する。 

[1-2] 各科目の教育課程の実施方針は
対照されているが、教育課程設定時の
想定専任教員数よりも少ない人数で
科目は維持されている。 

[1-2] 
①履修モデル・カリキュラムマップ
【履修要項：資料 3,4】 
②時間割【履修要項：資料 5】、学部
教育課程設定の当初よりも少な
い教員数で科目を配置している
ため時間割は余裕がない。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 社会情報学の観点からの教育課程の実施方針について紀要を通
じて公表する。 

[2-2] 教育課程の編成・実施方針についてガイダンス等で周知する。 

[2-1] ①教育課程の方針に関する論文の紀要掲載実績 
[2-2] ①ガイダンスの施行実績 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 教育課程についてのこれ
までの公表実績を検討する。 

[2-1] 学部教育課程について
は、これまで数回にわたり
紀要等に掲載されている。

[2-1] 
・高田洋、2017、「社会情報学部カリキュラムの変遷か

らみる社会情報学の展開と教育（追補版）」『社会情
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また、2017 年 2 月に発行さ
れた紀要『社会情報』に追
補版が掲載された。 

報』25(1-2):7-13。 
・高田洋、2012、「社会情報学部カリキュラムの変遷か

らみる社会情報学の展開と教育」、『社会情報』
22(1):13-20。 

・大國充彦・小内純子・佐藤和洋・千葉正喜・長田博
泰、2001、「社会情報学部新カリキュラムについて:
カリキュラム検討委員会最終答申」、『社会情報』
10(2):125-155。 

・大國充彦・ 佐藤和洋・千葉正喜・長田博泰、2006.、
「詳説社会情報学部再編案」、『社会情報』
16(1):121-1。 

・小内純子、1998.、「社会情報学教育と社会調査 : 社
会情報調査実習の必修化を目前にして」、『社会情報』
7(2):21-27。 

・斉藤たつき、1996、「社会情報学教育の確立にむけて : 
札幌学院大学社会情報学部の新カリキュラムのめざ
すもの」、『社会情報』5(2):111-118。 

・斉藤たつき、1998、「 社会情報学教育の展望 : 札幌
学院大学社会情報学科カリキュラムの改訂と将来の
課題 」、『社会情報』7(2):1-4。 

・田中一、1992、「社会情報学の門出」、『社会情報』1(1):1。 
･田中一、1992、「社会情報学部の教育」、『社会情報』

1(1):109-121。 
[2-2] 教育課程の編成・実施方
針についてガイダンス以外
の周知方法を検討する。 

[2-2]ガイダンス等の周知を行
った。 

[2-2] 学部ガイダンスが年度当初に行われた。 

 

 

（10）大学院法学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学位授与方針および教育課程編成・実施方針を適
切に設定する。その際、2 つの方針の間の連関に留意する。 

 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学
位授与方針および教育課程編成・実施
方針を適切に設定されているのか検
討し、必要性があれば見直す。その際、
2 つの方針の間の連関に留意する。 

[1-1] 学校教育法施行規則の改正に伴
い、学位授与方針、教育課程編成方針
を改定した。 

新教育課程編成・実施方針、参照。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 本研究科の教育目標を踏まえ、学位授与方針および教育課程編成・実施方針を適切に設定されているのか検討し、
必要性があれば見直す。その際、2 つの方針の間の連関に留意する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて学内外に公表する。また、学生にはガイダンス
等で周知し、認知度の向上を図る。 

①刊行、掲載実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 2015 年度に引き続き、刊行物、ホ
ームページ等を通じて学内外に公表す
る。また、学生にはガイダンス等で周
知し、認知度の向上を図る。 

[2-1] 
①『大学院案内 2017』及び大学院ホー
ムページを通じて、教育目標、学位
授与方針および教育課程の編成・実
施方針を学内外に公表した。 

②院生には 4 月初頭のガイダンスでそ
れらを周知した。 

①『大学院案内 2017』及び大学院ホ
ームページ、参照。 

②教育目標、学位授与方針および教
育課程の編成・実施方針の認知度
調査は特に実施していない。個別
組織ではなく、全学で行うことを
検討した方がよいと考える。 

2017
年度 

年次計画内容 

[2-1] 2016 年度に引き続き、刊行物、ホームページ等を通じて学内外に公表する。また、学生にはガイダンス等で周
知し、認知度の向上を図る。 

 

 

（11）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 臨床心理士養成指定大学院として認定協会からの要請を満たすカリキュラムを
維持し継続する。 

①カリキュラム 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 必要なカリキュラムを維持し継続する。 計画に沿って遂行した。 ① 達成 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 必要なカリキュラムを維持し継続する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 拡大事例検討会などのイベントやホームページに適切な情報を掲載する。 ①掲載実績 
2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 事例検討会の案内やホームページ
などにおいて研究科の情報を適宜､掲

計画に沿って遂行した。学科･研究
科・心理臨床センターが関わる市民講

① 達成 
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 載する。 座にてパンフレットなどを配置した。 
2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 事例検討会などの案内や大学院入試説明会、ホームページなどにおいて研究科の情報を適宜､掲載する。 

 

 

（12）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標と学位授与方針との連関性および一致度を測るための指標を作成し、
両者の間の整合性を検証する。 

[1-2] 教育目標と教育課程の編成方針との連関性および一致度を測るための指標を
作成し、両者の間の整合性を検証する。 

[1-1] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し
対照表に基づいて一致度を検証する。
あるいは連関のない（弱い）項目を抽
出する。 

[1-2] 
①連関性対照表（参考例参照）を作成し
対照表に基づいて一致度を検証する。
あるいは連関のない（弱い）項目を抽
出する。 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 昨年度行った教育目標と学位授与方針
との連関性にもとづき教育目標と学位授与
方針の一致度を測る指標について検討する。 

今年度は検討できなかった。  

[1-2] 昨年度行った教育課程編成方針との連
関性にもとづき教育目標と教育課程編成方
針の一致度を測る指標について検討する。 

今年度は検討できなかった。  

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1]  教育目標と学位授与方針との連関性にもとづき教育目標と学位授与方針の一致度を測る指標について検討す
る。 
[1-2]  教育課程編成方針との連関性にもとづき教育目標と教育課程編成方針の一致度を測る指標について検討する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 刊行物、ホームページ等を通じて公表する。またガイダンス等で周知し認知度の向
上を図る 

①刊行、掲載実績 
②教育目標、DP、CP の認知度調査 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 
①大学院研究科の教育目標、ディプロ
マ・ポリシー及び教育課程の編成・
実施方針を大学院ホームページ、入
試案内用パンフレット、大学院便覧
等に記載し周知徹底する。 

②パンフレットの内容を見直し、教育
目標、教育課程の内容等が伝わりや
すいように工夫する。 

①大学院研究科の教育目標、ディプロマ・
ポリシー及び教育課程の編成・実施方針
を大学院ホームページ、入試案内用パン
フレット、大学院便覧等に記載し周知徹
底した。 

②今年度もパンフレットの記載事項の構成
を変更した。また新たにリーフレットを
作成し、社会連携センター、ちえりあな
どに置いた。また退職世代の卒業生にリ
ーフレットの送付をおこなった。 

①入試パンフレット、ホームペー
ジ、大学院便覧等に記載した 

②認知度調査は行っていないが、周
知はしている。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1]  
①大学院研究科の教育目標、ディプロマ・ポリシー及び教育課程の編成・実施方針を大学院ホームページ、入試案内用
パンフレット、大学院便覧等に記載し周知徹底する。 

②学科パンフレットを作成し、教育目標、教育課程の内容等を記載する。 
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４－２．教育課程、教育内容 

中期目標 
【目標１】教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的に編成する。
【目標２】教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供する。

（１）全学教務委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に

配置して教育効果を高める。
[1-2] コースワークとリサーチワークをバランスよく配置し教育効果を高める。(修

士課程) 

[1-1,1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布・推移
②入学年度別 GPA 分布・推移
③カリキュラムマップやナンバリング
による体系性の表現と学生のアウト
カム（成果）検証

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 順次性の明示化するコー
スナンバーの導入検討を引き
続き行う。また、時間割運営を
円滑に行えるよう大学全体の
授業科目を削減する方法を引
き続き検討する。

教育支援課からナンバリングに関する調
査報告を受け、導入にあたってのメリッ
ト・デメリット等について検討を行った。
過去の履修人数の推移等を検証し、開講

クラスの統廃合を行った。
グローバル科目群の開設にあたり科目を

階層化し（導入科目・展開科目）、将来のコ
ースナンバー制導入の下地を整えた。

2000～2012 年度入学者の高校ランク別
の GPA 推移、卒業率、進路状況等を調査、
検討した。

達成度 50％
【指標 1】については検討できなかっ
た。今後、指標の見直しも含めて検討
したい。今年度は以下の資料をもとに
検討を行った。
①全学教務委員会資料（ナンバリング、

GPA 推移） 
②グローバル科目階層化関係資料
③2000～2012 年度入学者の高校ラン
ク別の GPA 推移、卒業率、進路状況
表

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 順次性の明示化するコースナンバーの導入検討を行う。また、時間割運営を円滑に行えるよう大学全体の授業科
目を削減する方法を検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 「社会人基礎力」の確認を行うとともに、その向上策を検討・実施する。また、

「学習習慣」を身につけさせる方策を検討・実施する。
[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1]
①入学時の基礎力確認
②学年進行後の基礎力確認
③学習ポートフォリオの整備や、蓄積

された学修成果の検証
[2-2] 
①入学前学習の効果の評価（入学後の

成績との関連性）
2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 基礎科目（国語、数学、
英語）の入学時プレースメント
テストの全学的導入を引き続き
検討する。また、「学習習慣」や
「時間外学習」との関連性等を
見出すため、学年進行時での学
力測定の検討を継続する

昨年度から国語のプレースメントテストを
経済学部で実施。今年度は経済学部に加え、経
営学部と人間科学科に導入し、「論述作文」の
クラス編成に利用した。来年度はさらに法学部
を加える予定となっている。

FD センターと連携して、３つのプレイスメ
ントテスト（国語、英語、数学）の導入効果等
について検討を行った。

1 年次・2 年次を経年的に比較した行動調査
を行い、時間外学習、学習習慣等の実態把握を
行った。

グローバル科目群開設に伴い、学士力の記載
事項を、より時節に叶ったものに変更した。

達成度 75%
【指標２】[2-1]については十分に検討
が進まなかった。
今後は指標の見直しも含めて検討

したい。なお、2016 年度は以下の資
料をもとに検証を行った。
①国語プレースメントテスト分析表

（FD 研究会資料） 
②１年次、２年次行動調査分析結果

[2-2] 現状の入学前学習の評価
と入学前スクーリングなどの
導入を継続的に検討する。

入学前学習は、全学科で実施しており、課題
の提出率はほぼ 100％である。入学前学習の結
果については、１年生ゼミ担任、教務委員等で
情報共有している。入学前学習の成果と入学後
の学修成果との関連等について分析は進まな
かった。

入学前スクーリング（数学）については実施
できなかった。

達成度 50％
【指標２】[2-2]については十分に検討
が進まなかった。
次年度は IR 分析結果からの検証が

必要。
入学前スクーリングの実施につい

て検討が必要。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 基礎科目（国語、数学、英語）の入学時プレースメントテストの全学的導入を引き続き検討する。また、「学習
習慣」や「時間外学習」との関連性等を見出すため、学年進行時での学力測定の検討を継続する。

[2-2] 入学前学習を「学力の三要素」「社会人基礎力」、大学での学びへのマインドセットの診断のために実施する。そ
してその結果を、入学後の指導資料として活用する。同様の目的に基づいて、入学前スクーリングを導入する。

（２）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を
体系的に配置して教育効果を高める。

[1-2] コースワークとリサーチワークをバランスよく配置し教育効果を高

[1-1,1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布・推移
②入学年度別 GPA 分布・推移
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める。(修士課程) ③カリキュラムマップやナンバリングによる体
系性の表現と学生のアウトカム（成果）検証

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] カリキュラムの再編成に向け
ての検討を引き続き行う。

2015 年度に引き続き、教務委
員会において検討を行った。

教務委員会、教授会を通して、カリキュラム
の再編成に向けた建設的な意見交換を行った。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1]  他学部・他分野とのより緊密・高度な連携・協力関係構築を視野に入れたカリキュラム改革の検討作業に入る。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 「読み、書き、計算」の基礎力の確認を行うとともに、その向上策を検討・実
施する。また、「学習習慣」を身につけさせる方策を検討・実施する。経営学部では
2013 年度からの新カリキュラムにおいて専門科目として計算能力の向上を目指す
ビジネス数学Ⅰ、Ⅱを開設している。個別の検証を行いながら効果を測定していく。 

[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1]
①入学時の基礎力確認
②学年進行後の基礎力確認
③学習ポートフォリオの整備や、蓄積

された学修成果の検証
[2-2] 
①入学前学習の効果の評価（入学後の

成績との関連性）
2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 基礎ゼミにおいて「読み、
書き、計算」の基礎力の確認
を行い、「学習習慣」を身につ
けさせる方策についても検討
を行う。また、ビジネス数学
の効果についての測定も行
う。

基礎ゼミは、前期に学習習慣を身に着ける
ことに注力し、後期には教員学生とも入れ替
えて、前期に身に着けたことを新たな環境で
検証し、また適応力も養うよう努めた。
ビジネス数学Ⅰは、典型的な SPI の文章題

６題を毎回試験し、このうち 5 問以上正解す
ると合格としてこの科目からは卒業させた。
このことにより回を重ねる毎に受講者の数が
減少し、より丁寧な説明を必要とする受講者
を対象とする授業展開が少人数に対して可能
となった。

基礎ゼミを前・後期で、入れ替える
ことの効果については、見直しを求め
る意見も聞かれた。主には、前期のゼ
ミ仲間で固まる傾向が強く、後期に新
たな試みに移行することが難しいと
いうものであった。ただ、入れ替えを
歓迎する学生が、それなりの数存在す
ることも、判った。
ビジネス数学は、ほとんど出席しな

かった受講者以外は、15 回終了までに
ほぼ全員６問中 5 問以上正解し、当初
の目標を達成した。

[2-2] 入学前学習の効果につい
て検証を行う。

2016 年度の履修率は 90％に留まり、昨年
度に比べ 5 ポイントほど減少した。実施状況
を見ながら、職員より未履修者への電話によ
る呼びかけを行ったが、連絡が取れない者が
若干名おり、履修率の低下に繋がった。

同様の方法を 3 年間継続したが、詳
細な効果検証は不十分である。したが
って入学後の入学前学習の履修状況
と入学後の成績などの関係性につい
て、教学 IR へデータを提供し、検証
を依頼するよう取り計らう。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1]  基礎ゼミ、経営学入門等の基礎科目を含めた初年次教育の再編を検討する。
[2-2]  初年次教育の再編と連動した入学前学習のあり方について検討する。

（３）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教養科目と専門科目を体系的に配置し、教養教育と専門教育の理念の融合を図
り、基礎教養科目と専門科目のリエゾンあるいは統合を行う。

[1-2] 異文化・多文化理解の深化、海外からの留学生(交換留学生)への教育、グロー
バル化での学士力の検討を進める。

[1-3] 経済学を中心とする社会科学分野を広く学習する。

[1-1]
「教養科目に関する方針」の策定 
とその運用状況 
[1-2] 

海外留学・海外研修および国内留学
の派遣者数と受け入れ数の推移 
[1-3] 
「経済学部における社会科学分野の
学修方針」の策定とその運用状況

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]
1)経済学部として重要視する教養科目を
シラバスに掲載することを検討する。

2)汎用性技能（日本語や外国語のリテラ
シー、情報リテラシー）の学習におけ
る基礎教育科目とその後の専門基礎科
目との関連付けについて議論する。

1) 重要視する教養科目については
検討していない。来年度検討する。 

2）英語教育について内容に関する要
望を外国語部門に提出した。併せ
て、２年生以降の履修者を増やす
ために、指導教員から誘導するよ
う決定した。

「教養科目に関する方針」について
は策定していない。来年度策定するか
も含めて検討する。

[1-2]
1)異文化・多文化の理解とグローバル社
会に対応する 3・4 年次に向けた英語教
育の充実を図る。具体的には、国際経
済コースの学生に「英語と海外文化」
や「海外フィールドワーク」の受講を
促す方策を検討する。 

2)学生の海外留学・海外研修あるいは国
内留学を推進する。

1)「英語と海外文化 A，B」の履修
者を確保するため、国際経済コー
ス登録者及び英語の基礎学力が
ある学生には履修を指導教員か
ら促すことを決定した。また、「海
外フィールドワーク」は６名の学
生が中国に行き、北京農学院大学
の学生との交流を深めた。

2)海外留学・海外研修のより積極的
な参加を促す事業を来年度から
実施することになった。

「英語と海外文化」の履修者が少な
かったことから、来年度は増やすよ
う、履修すべき学生のリストを作成し
た。海外留学については２名、国内留
学は沖縄国際大学から 4名受け入れた
が、派遣されていない。多くの派遣者
が出るよう学生に促すと同時に来年
度から始まる語学研修事業に派遣で
きる学生を育てたい。

[1-3]
1)経済学を中心とする社会科学分野（法律

1)CUP コース担当教員から学習状
況について情報提供を受けた。ま

社会科学分野（法律学や情報社会や
社会学）の学習内容については情報提
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学や情報社会や社会学）の学習内容の
現状を把握するとともに、改善策を検
討する。 

2)新カリキュラムの具体化。社会科学分野
の学修の到達点を検討する。

た、履修状況について教授会で確
認した。

2)社会科学分野の学修の到達点につ
いては具体的な検討は行っていな
い。

供を確認するとともに、履修者の状況
を把握したにとどまっている。今後更
なる検討を行いたい。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1]
1)経済学部として重要視する教養科目をシラバスに掲載することを検討する。
2)汎用性技能（日本語や外国語のリテラシー、情報リテラシー）の学習における基礎教育科目とその後の専門基礎科目
との関連付けについて議論する。 

[1-2]
1)異文化・多文化の理解とグローバル社会に対応する 3・4 年次に向けた英語教育の充実を図る。具体的には、国際経

済コースの学生に「英語と海外文化」や「海外フィールドワーク」の受講を促し、受講者増を達成させる。 
2)学生の海外留学・海外研修あるいは国内留学を推進する。 
[1-3]
1)経済学を中心とする社会科学分野（法律学や情報社会や社会学）の学習内容の現状を把握するとともに、改善策を検
討する。 

2)新カリキュラムの具体化。完成年度を迎え、カリキュラムを点検し、社会科学分野の学修の到達点を検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の開発

と推進
[2-2] 基礎力と数的処理能力やコミュニケーション力や汎用的技能の養成・鍛錬 
[2-3] 経済的思考力のための学習 
[2-4] 社会人力（チームワーク、リーダーシップなど）を身に付ける 
[2-5] 情報社会を意識した学習や職業能力と職業を意識する学習およびコンピュー

タ実習とコミュニケーション力の養成
[2-6] 教育課程とエクステンションセンターの連続性を図る 
[2-7] データ収集／データ分析とマルチメディア処理と情報通信ネットワーク教育

の連携
[2-8] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検討する。 

[2-1]
①学習ポートフォリオの整備や、蓄積

された学修成果の検証
②海外留学・海外研修および国内留学
の派遣者数と受け入れ数の推移

[2-2] 
①英語資格試験の取得状況
②コンピュータ関連の資格取得状況
③ゼミナール所属率
[2-3] 
①授業評価アンケート
②講義の受講状況
③コンピュータ関連の資格取得状況
[2-4] 
①職業と人生の履修率
②インターンシップ参加者数
③ジョブパス 3 級の合格率
[2-5] 
①コンピュータ関連の資格取得状況
②コンピュータ基礎の成績分布
[2-6] 
①エクステンションセンター受講状況
②エクステンションセンターによる資
格取得者の推移

③エクステンションセンター受講補助
利用者数

[2-7]①情報関連科目の受講状況 
[2-8]①入学前学習の効果の評価（入学
後の成績との関連性）

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]
1)経済のグローバル化に対して、学生の
日本語能力、数的処理能力、ならびに
英語などの外国語の能力を鍛錬する学
習方法の改善と推進を図る。

2)学生の異文化体験やコミュニケーショ
ン力の向上を図るために、国内留学制
度や海外の留学制度を引き続き活か
す。 

3)国際コースの学生に対して語学留学の
補助を検討する。

1)経済のグローバル化に対して、英
語教育について検討し、履修者数
を増やすための方策を作成すると
ともに教育内容の要望を行った。

2)海外の交換留学で 2 名の受け入れ
を行った。さらに、英語の語学留
学について検討し、具体的な実施
方法を策定した。

経済のグローバル化に対する学習方
法の改善は、次年度も継続して行う。
学習ポートフォリオの活用方法は次年
度の検討課題である。

[2-2]
1)ユニバーサル段階の学生に対応し、学
生の言語能力と数的処理能力などの基
礎力の向上をはかる。 

2)「論述・作文 A、B」との連携を維持す
るとともに、能力別クラス編成の効果
について検証する。 

3)ゼミナール活動などを通して学生のコ
ミュニケーション・スキルの向上を引
き続き図る。 

4)学内外での英語資格試験（例えば
TOEIC）の受験を学生に働き掛ける。

5)さらなるゼミナール間の相互交流など

1)「論述・作文 A、B」では昨年度に
引き続き、能力別のクラス編成を
行い、基礎力の向上に努めた。 

2)ゼミナール活動を通して学生のコ
ミュニケーション・スキルの向上
に努めた。

3)英語資格試験（例えば TOEIC）の
受験料補助を考え、来年度から「英
語と海外文化」受講者に対して受
検させることを決めた。

4)卒業論文・ゼミナール論文の発表
会を学部単位で行い、ゼミナール
の相互交流を実現した。

基礎力と数的処理能力やコミュニケ
ーション力や汎用的技能の養成・鍛錬
は継続して取り組んでいる。その中で、
教養科目の英語の履修指導を取り入れ
た。
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を検討する。 
[2-3]
1)経済（学）的思考力のための授業内容
の充実を引き続き図る。 

2)経済学などの専門の基礎を固めるため
に、専門基礎科目の連携の現状を検証
する。－たとえば「ミクロ経済学 I」
と「ミクロ経済学 II」など科目の継続
的な受講がどのくらいされているか 

3)コース選択の方法を確立する。 

1)各担当教員の努力により授業内容
の充実を図ることができた。

2)コースごとに推奨する科目をシラ
バスに提示し、基礎を固めるため
の体系的な学修を確立した。しか
し、継続的な受講に関しては調べ
ていない。

経済的思考力のための学習の充実に
努めている。カリキュラムマップと整
合するように推奨すべき科目を学生に
提示した。また、アクティブラーニン
グ教室や産業調査実習室の利用の仕方
については従来通りの方法であった。

[2-4]
1)キャリア教育科目間の相互関連・連携
を図る。特に「職業と人生 I から IV」、
「インターンシップ」、の受講率を上げ
る。 

2)ＯＢ・ＯＧや官公庁や民間企業の学外
講師を招き、学生の職業意識と職業能
力の伸張を図る。

3)ビジネス演習Ａにおいて、ジョブパス
3 級の合格率を上げる。 

1)「職業と人生 Iから IV」、「インタ
ーンシップ」、および「産業調査演
習」などの体験型学習を通じて学
生の職業能力や社会人力（チーム
ワークやリーダーシップなど）の
増進に努力した。 

2)経済学特別講義Bにおいて13人の
学外講師を招いた。また、専門ゼ
ミナールIIの時間帯に1回学外講
師を招き、学生の職業意識の伸張
に努めた。 

3)ジョブパスの合格率は 88％と前
年の 92％を下回る結果となった。 

①職業と人生の履修者は昨年度並みで
あったが、出席率が低いと報告があ
り、指導を徹底させている状況であ
る。

②「インターンシップ」の履修者数は
昨年度に比べ半減したため、個人で
の参加を促したが、実態は把握して
いない。

③昨年度に比べジョブパスの合格率が
下がったことから、次年度担当教員
とともに合格率を高めるための方策
を検討したい。

[2-5] 学生の情報関連科目の履修状況
の調査およびコンピュータ基礎の成績
分布の分析を行う。

情報関連科目の履修状況の調査お
よびコンピュータ基礎の成績分布を
作成した。

情報関連科目の履修状況を把握する
にとどまった。今後は少ない履修者の
中でどのように資格取得を意識させる
かが課題である。

[2-6]
1)エクステンションセンターを活用し、
学生の資格取得の支援を行う。

2)全学的に実施されているエクステンシ
ョンセンターの受講料補助を積極的に
活用する。

エクステンションセンターのいく
つかの講座に対して受講料補助を行
う制度を設け、10 名の学生に補助を
行った。

受講料補助の案内は教員が知らない
中で進められたため、学生への呼びか
けができなかった。さらなる学生の資
格取得の支援をするため、キャリア支
援課との連携を深めたい。

[2-7] 経済学部カリキュラムにおいて
情報教育の位置づけおよび推奨する履
修方法の検討を行う。

CUP コース担当教員から学習状
況について情報提供を受けるととも
に、履修状況を確認した。推奨する
履修方法についてもシラバスに掲載
することを決めた。

情報教育の位置づけは行われていな
い。情報関連科目の履修者を確保する
ことが、今後の課題である。

[2-8] 過去 2 年間の入学前学習の状況と
入学後の成績を比較して、効果の検証
を検討する。

入学前学習の状況は調査したが、
入学後の成績とは比較していない。

入学前学習の効果の評価には至って
いない。高等学校との連携の方策につ
いても定まっていない。

2017
年度

[2-1]
1)経済のグローバル化に対して、学生の日本語能力、数的処理能力、ならびに英語などの外国語の能力を鍛錬する学習
方法の改善と推進を引き続き図る。

2)学生の異文化体験やコミュニケーション力の向上を図るために、国内留学制度や海外の留学制度を引き続き活かす。 
3)国際コースの学生に対して語学留学の補助が実施できるよう学生に呼びかける。 
4)初年次教育における自校教育について検討する。
[2-2]
1)ユニバーサル段階の学生に対応し、学生の言語能力と数的処理能力などの基礎力の向上をはかる。 
2)「論述・作文 A、B」との連携を維持するとともに、能力別クラス編成の効果について検証する。 
3)ゼミナール活動などを通して学生のコミュニケーション・スキルの向上を引き続き図る。 
4)「英語と海外文化」受講者に対する TOEICの受講補助を活用し、語学能力向上の支援を行う。 
5)さらなるゼミナール間の相互交流などを検討する。
[2-3]
1)経済（学）的思考力のための授業内容の充実を引き続き図る。 
2)経済学などの専門の基礎を固めるために、専門基礎科目の連携の現状を検証する。－たとえば「ミクロ経済学 I」と

「ミクロ経済学 II」など科目の継続的な受講がどのくらいされているか 
3)コース別に的確な履修ができるよう学生に指導するとともに、現状を確認する。
[2-4]
1)キャリア教育科目間の相互関連・連携を図る。特に「職業と人生 I から IV」、「インターンシップ」の受講率を上げる。 
2)ＯＢ・ＯＧや官公庁や民間企業の学外講師を招き、学生の職業意識と職業能力の伸張を図る。
3)ビジネス演習Ａにおいて、ジョブパス 3 級の合格率が 90％以上にするよう教育する。 
[2-5]
1)学生の情報関連科目の履修状況の調査およびコンピュータ基礎の成績分布の分析を行う。 
2)CUPコース情報プログラムの学生には資格取得するよう教育するともに実績を把握する。
[2-6]
1)エクステンションセンターを活用し、学生の資格取得の支援を行う。 
2)全学的に実施されているエクステンションセンターの受講料補助を積極的に活用する。
[2-7] 経済学部カリキュラムにおいて情報関連科目の履修者の状況を把握するとともに、情報教育の位置づけの検討を
行う。

[2-8]
1)過去 2 年間の入学前学習の状況と入学後の成績を比較して、効果の検証を検討する。 
2)入学前学習の提出方法について moodle を用いた方法の実施を検討する。
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（４）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に
配置して教育効果を高める。

①カリキュラムマップやナンバリング
による科目の体系性の表現

②入学年度別単位取得状況分布・推移
① 入学年度別 GPA 分布・推移

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  学年進行に伴って教育効果
が高まるような科目配置になって
いない可能性がないか検討する。

カリキュラムマップにより順次性の
ある授業科目を体系的に配置しそれを
学生に提示した。科目配置という形式に
ついてはとくに問題はない。

①カリキュラムマップにより科目の体
系性を表現した。

【指標①カリキュラムマップ】 
②【指標なし】
③2013 年度以降の入学生については

GPA 推移が上向いている。学年進行
に伴って教育効果が高まるような科
目配置に改善された可能性がうかが
える。しかし、教養教育の専門教育
への効果については別の検討が必要
かもしれない。【指標③入学年度別
GPA 分布・推移】

2017
年度

年次計画内容 
[1-1]専門教育からみて教養教育が効果的に配置されているかどうかについて検証する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 教育課程の編成・実施方針に基づいた、各課程に相応しい教育内容を提供するた
めの創意工夫に努める。

[2-2] 基幹科目「人間科学基礎論」や、公開講座として実施する「人間論特殊講義」に
おいて、教育目標 1．「人間と人権を尊重する精神を身につけた学生を育成する」及
び教育目標 3．「既存の学問分野の相互連携と学際的な研究・教育を重視し、人間と
人間を取り巻く環境の諸問題に関して広い視野をもつ学生を育成する」の達成に向け
た教育内容の充実を図る。

[2-1] [2-2]共通
①入学年度別単位取得状況分布・推移
②入学年度別 GPA 分布・推移
③カリキュラムマップやナンバリン

グによる体系性の表現と学生のア
ウトカム（成果）検証

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 学生の授業評価およびリアクシ
ョン・ペーパーへの記述などを参考に、
教育課程にふさわしく学生の能力およ
び興味関心が引き出せる講義内容にな
るよう工夫する。

全学教務委員会の依頼により、「学生
による授業評価アンケート結果の組織
的活用」の一環として、学生からの高評
価が特徴的な項目にある教員（5 名）に
対するヒアリングを実施した。その結果
として見出されたのは、教員が理解度を
あげるために細やかに手間をかけてい
ることが共通していること、多人数の授
業の場合、受講生とコミュニケーション
をとるようにしていることである。学科
および学部、全学の教務部長に向け報告
した。

左記にあるように、教員からのヒア
リングの結果分析からは計画 2-1 の
「創意工夫」が見て取れた。学生の興
味関心を引き出せる講義内容もあっ
た。しかし、現状の「学生による授業
評価アンケート」で、「課程に相応し
い教育内容」であるかどうかをみるの
が適切かどうかは疑問である。

【指標 「2015 年度「学生による
授業評価アンケート」の結果分析
「2015 年度「学生による授業評価ア
ンケート」の結果を踏まえた教員への
インタビュー」 ※7 月学科会議資
料・７月教務委員会資料】 

[2-2]【人間科学基礎論コーディネータ】 
1 年次配当の必修科目「人間科学基礎
論」は 2015 年度から、学科の教員が週
替わりで担当し、共通テーマについて
各専門分野の視点から論じる形式を新
たに導入している。今年度も昨年度を
踏襲し「ダイバーシティ」を共通テー
マとして実施する。

昨年度にひきつづき教育目標 1 およ
び 3 をふまえて、13 名の学科教員がそ
れぞれの研究領域の観点から人間と多
様性に関わるテーマを選定して講義を
実施した。教員同士による授業の相互参
観なども行い、とりわけ前後する回の学
問領域間の関連付けには配慮した授業
運営を実施した。欠席者を少なくするた
めの工夫などひきつづき課題を共有し
ながら授業を運営していく。

履修者 92 名のうち、他学科履修者
10 名を除く 82 名中、1 年生 68 名、2
年生 6 名、3 年生 8 名。合格者 75 名
（81.5%、秀 3 名、優 28 名、良 30
名、可 14 名）、不可 17 名（18.5%）。
昨年度と同様に不可評価学生のほと
んどは、欠席が多く平常点が不足。期
末課題にて授業テーマについての総
合的な論評を課したが、受験者 80 名
の平均点は 20.6 点（22 点満点）で、
昨年同様に目標を達成した。

【人間論特殊講義コーディネータ】 
長年市民向けの公開講座としても定着
してきた「人間論特殊講義」について、
2016 年度も「道民カレッジ」の連携講
座および「えべつ市民カレッジ」との
共催で夏期集中講義として運営する。
総合テーマを「人文力—資源としての人
文知、闘争としての人文知」とし、学
内諸学科の協力を得て、文化財学、歴
史学、言語学、情報科学、英文学、国
際交流といった専門分野を総合した学
際的な内容をめざす。

「人間論特殊講義」は」を「人文力—資
源としての人文知、闘争としての人文
知」総合テーマとし、8 月 22 日から
26 日まで開講した。道民カレッジ・え
べつ市民カレッジとの連携講座とし、講
時ごとの実数合計で一般市民 116 名、本
学学生 42 名が出席した。 

多様な専門分野が密接につながっ
た、教育課程に相応しい内容を提供で
きた。しかし、履修者数は減少傾向に
あることは変わらず、本学学生の幅広
い視野と学際的な知識の深まりを追
求するためにも、学内履修者数の増加
に向けた PR が必要である。人文学部
で唯一の一般市民向けの公開講座で
あり、地域貢献の機能を有するこの科
目の継続が目指される。なお、本学学
生の履修登録者は 13 名で、うち 10
名がいずれもよい成績で単位を取得
した。
【指標「人間論特殊講義」情宣チラシ】 
【指標「人間論特殊講義」の実施報
告・出席状況 9 月学科会議資料】根
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拠「評価一覧表」（教育支援課） 
2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 各課程にふさわしい教育内容の提供につながる創意工夫のアイディアについて情報を収集する。 
[2-2] 
【人間科学基礎論】1 年次配当の必修科目「人間科学基礎論」は 2015 年度から、学科の教員が週替わりで担当し、共

通テーマについて各専門分野の視点から論じる形式を新たに導入している。今年度もひきつづき「ダイバーシティ」
を共通テーマとして実施する。

【人間論特殊講義】受講者が伸び悩んできた「特講」のあり方を検討する中で、OB・OG ならびに本学関係者、福祉・
教育の実務者へのリカレント教育的な位置づけをねらって、夏季集中ではなく前期土曜午前 2 コマ続きに設定し
た。またテーマを「人間の生命と尊厳について考える：相模原事件から 1 年」として、学内外の講師に登壇してい
ただく企画となっている。最終日は学部創設 40 周年記念事業の「対話集会」と位置づけ、作家・社会活動家の雨
宮処凛氏を招き、歴史ある人文学部公開講座としての社会的認知を高めたい。

（５）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育課程の編成・実施方針に基づき、順次性のある授業科目を体系的に配置し
て教育効果を高める。

①学年度別単位取得状況分布・推移
②入学年度別 GPA 分布・推移

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] カリキュラムマップの周知
方法および積極的な活用方法に
ついて検討を開始する。また授業
科目体系を評価する方策として、
単位取得状況・GPA 分布などのデ
ータ活用を検討する。

カリキュラムマップの周知方法と積極
的な活用方法について、学科長、学科教
務委員、学生支援科担当職員の間で検討
を行った。また、授業科目体系を評価す
るための第一歩として、今年度はまず
2016 年度の入学年度別 GPA の分布につ
いて検証した。データからは、1 年生、3
年生、4 年生については 2.0 以上に学生
の大部分が集まっているのに対し、2 年
生に関しては 2.0 以下のレベルに留まる
学生が一定数認められることが明らかに
なった。

カリキュラムマップの周知方法と積
極的な活用方法について実務者間で協
議を行い、ガイダンスでオリエンテー
ションを行うための具体的な案が出た
ため、来年度はその実現に向けた準備
を行いたい。また、2016 年度の入学年
度別 GPA の分布データを分析し、授業
科目体系の評価に向けた検討を開始す
ることができた。来年度以降も同様の
分析を継続し、各年次の配当科目との
関連についても検証を行っていきた
い。
【指標「カリキュラムマップ」「人文学
部入学年度別 2016 年度 GPA 分布図」】 

2017
年度

年次計画内容 
[1-1]  カリキュラムマップを活用し、順次性のある科目体系について、履修ガイダンスなどを通して理解・周知させ
る。また授業科目体系を評価する方策として、単位取得状況・GPA 分布などのデータの検証を継続して行う。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 一年次の導入教育から 4 年次専門ゼミナールまで、継続して英語運用能力を高
めるために効果的な教育内容を検討する。

[2-2] 入学前学習の効果を検証する。 

[2-1]
①入学時の基礎力確認
②学年進行後の基礎力確認
③蓄積された学修成果の検証
[2-2] 
入学前学習の効果の評価（入学後の成
績との関連性）

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 英語運用能力向上に関わる新科
目のうち、新規開講となる資格・検定
英語、専門ゼミナール D について、円
滑な運営をめざし、点検と評価を行
う。その上で、新科目間の関連性につ
いて検証を進める。

新科目のうち、資格・検定英語に
ついては科目担当者間で点検と評価
を重ねた。また専門ゼミナール D に
ついては、来年度以降の開講に向け
て学科会議の場で入念な確認・検討
が行われた。

2016 年度は新科目の円滑な運営に
向けて必要な協議を行うことができ
た。次年度も同様の検証を継続すると
ともに、専門ゼミナール D の開講にと
もない、新科目間の関連性についても
担当者間での情報共有を行っていきた
い。
【指標「2016 年度 9 月学科会議資料 
専門ゼミナール D 登録（案）について」】 

[2-2] これまで行ってきた入学前課題
を継続するとともに、その取り組み状
況と、入学後の成績の関連性の検証を
引き続き行う。

2016度も入学前課題を継続するこ
とができた。また、入学前課題の取
り組み状況と入学後の成績との関連
性についても検証を行い、入学前課
題の得点と入学後の成績に一定の相
関関係が認められることが明らかに
なった。

今年度も入学前課題を継続し、さら
に課題の取り組み状況と入学後の成績
との間に関連性が認められることが明
らかになった。次年度は、この結果に
基づき、入学前指導において留意すべ
き点についてさらに検討を深めていき
たい。
【指標「2016 年度 3 月学科会議資料 
AO・推薦入学者入学前課題の結果につ
いて」】 

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 英語運用能力に関わる新科目の中でも、特に新規開講となる専門ゼミナール D の円滑な運営に努める、そして新
科目間の関連性を継続して検証する。 

[2-2] これまで行ってきた入学前課題を継続するとともに、その取り組み状況と、入学後の成績の関連性の検証を継続
する。 
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（６）人文学部臨床心理学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配
置して教育効果を高める。

①学年度別単位取得状況分布・推移
②学年度別 GPA 分布・推移

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 2015 年度指標①②の分布を加味
した上で、教育課程の体系的見直しに
ついて 2 回以上学科内で教育課程検討
会の場を設ける。

新学部設置および公認心理師課程を
見越して、毎月最低 1 回は「教育課程
検討会」を開催し、体系的な教育課程
の編成を検討した。

中期目標を達成した。【指標「教育
課程検討会の開催頻度】

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 新学部設置を機会に、教育効果がより高まる授業科目を体系的に配置した。指標①②を経時的に測定、分析、評
価する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 教育目標をより深い水準で達成するために下記の課題に取り組む
・上位層教育の整備。 
・修学困難者への適切な処遇 
・休退学者減少のための施策整備 
[2-2] 入学前学習の効果を検証し、高等学校との連携の方策を検証する。 

[2-1]
①入学年度別の入退学者数
②蓄積された学修成果の検証
[2-2] 
① GPA
②入学前学習の効果の評価（入学後の成績
との関連性）

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]  「上位層教育の整備」「修学
困難者への適切な処遇」「休退学
者減少のための施策整備」と、各
教育的ニーズに即した教育内容
を提供するために2回以上学科内
で教育課程検討会の場を設ける。

毎月最低 1 回「教育課程検討会」を
開催し、「上位層教育の整備」「修学困
難者への適切な処遇」「休退学者減少の
ための施策整備」と、各教育的ニーズ
に即した教育内容を提供するためにカ
リキュラムマップを検討、整備した。
また、入学年次の違いによる GPA の
経年変化について検討した。 

各教育的ニーズとそれに応じた教育内
容について教員間で検討を続け、また
GPA の入学年次の違いによる経年変化を
共有することができた。次年度は、入試形
態や入学年次と GPA をクロスさせて分析
するなどし、中期目標を達成するために、
集積されている本学の膨大な量的データ
を多角的に分析する必要がある。
【指標「教育課程検討会の開催頻度」】
【指標「入学年度別 GPA 分布・推移」】 

[2-2] 入学前学習の目的と効果に
ついて教育課程検討会で検討す
る。

入学前課題の目的について教員間で
話し合うことはできたが、効果検証の
方法を検討することはできなかった。 

上記[2-1]の分析結果を基に、入学前課
題の目的を再検討し、効果検証の方法につ
いても話し合う必要がある。 【指標なし】 

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 既存のデータから、「上位層」「修学困難層」「休退学者」の傾向分析をし、それぞれに応じた対策案を作成する。 
[2-2]  [2-1]の分析結果から、入学前課題の目的を再検討し、効果検証の方法について提案する。

（７）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 専門科目と教養科目をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体
系的に配置して教育効果を高める。 

[1-2] 専門教育と教養教育のバランスに留意しつつ、資格取得に向けた授業科
目の順次性を考慮し、カリキュラムマップで構造化して教育効果を高める。 

[1-1、1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布・推移（全学） 
②入学年度別 GPA 分布・推移（全学）
③カリキュラムマップなどによる体系性の

表現と学生の成果検証
④教職課程履修カルテ

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 専門科目と教養科目のバ
ランスと年次進行の体系化を、
出席状況、単位取得状況や GPA
から把握し、教職員で共有して
いく。また現状の課題を抽出す
る。

 専門科目と教養科目のバランスと
年次進行の体系化を、出席状況、単
位取得状況や GPA から把握し、教職
員で共有していく。また現状の課題
を抽出した。

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/2 を実施。
達成 0/1 を実施。
【指標「計画表」D4-2-1:順次性のある授業
科目を体系的に配置】 
【指標②「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標③「カリキュラムマップ」】 
【指標：「教職課程履修カルテ」】

[1-2] 小学校教員・保育士として
の資格取得に向けた必要な専
門科目、社会人として必要な教
養科目を見渡せるカリキュラ
ムマップや教職課程履修カル
テを活用する。また現状の課題
を抽出する。

 資格取得に向けた必要な専門科
目、社会人として必要な教養科目を
見渡せるカリキュラムマップや教職
課程履修カルテを活用する。また現
状の課題を抽出した。

現状分析を 2/2 実施。検証を 1/2 を実施。
達成 0/1 を実施。
【指標「計画表」D4-2-1:資格取得に向けた

授業科目の順次性を考慮し、カリキュラム
マップで構造化して教育効果を高める】 

【指標②「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標：「教職課程履修カルテ」】 
【指標：「保育実習ハンドブック」】

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 教養と教養の科目バランス、年次進行の体系化を、学生の出席状況、単位取得状況や GPA などから把握し、教職
員で共有していく。課題への対策を考えていく。

[1-2] 教員・保育士としての資格取得に必要な専門科目、社会人として必要な教養科目を見渡せるカリキュラムマップ
や教職課程履修カルテを活用していく上で提示された課題への対策を考えていく。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 「読解力、理解力、計算力」という基礎力を客観的に把握し、その向上策を検討・
実施する。さらに、情報処理および伝達能力という応用力の獲得を目指し、学習習慣

①入学時の基礎力確認（全学）
②学年進行毎の基礎力確認（全学）
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の定着を促す方策についても検討・実施する。 ③学習ポートフォリオの整備（全学） 
④資格講座の出席状況や模試評価

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 入学時の基礎力の確認とその変化

を把握、資格取得のための講座への出
席状況と模擬試験の結果などを教職員
で情報共有し、学習習慣を定着する方
策を検討する。

入学時の基礎力を確認し、その変化
を把握して、資格取得のための講座へ
の出席状況と模擬試験の結果などを
教職員で情報共有した。学習習慣を定
着する方策を FD などで検討した。 

基礎力：現状分析を 4/4 実施。検証を
2/2 を実施。達成 0/2 を実施。
応用力：現状分析を 3/3 実施。検証を
1/2 を実施。達成 0/2 を実施。 
【指標「計画表」D4-2-2】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】 

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 入学時の基礎力および学年進行に伴う基礎力の向上策とその成果を成績等で検証する。また、応用力の獲得につ
いてもその向上策と成果を出席状況や成績結果などから考察し、学習習慣の定着を促す方策となっているか検討する。 

（８）法学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教養教育と専門教育の履修において、体系的に配置して教育効果を高める。 
[1-2] 法律学を中心に、社会科学の隣接分野の専門教育を幅広く提供する。 

[1-1,1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布
②入学年度別 GPA 分布
③コース選択状況

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  すでに現行カリキュラムは、専
門科目だけでなく、多方面にわたる教
養科目を配置するとともに、教養科目
から最低２０単位の履修を必修とす
ることで、学生が専門知識だけでなく
豊かな教養をも備えることができる
よう、配慮している。学生の履修登録
や単位修得などの状況を把握して、こ
うした目的が実際に達成されている
かどうかを検証していきたい。

すでに現行カリキュラムは、専
門科目と教養科目を体系的に配
置し、学生が幅広く知識と教養を
備えることができるよう組み立
ててある。学生には今年度も、カ
リキュラムマップを示すなどし
て、体系的な履修を促している。 

履修登録状況をみると、今年度も、学生
は実際に、体系的に履修登録しているよう
で、また、単位取得状況からは、履修放棄
もさほど多くないことがうかがわれ、おお
むね所期の効果を得ることができている。

[1-2]  すでに現行カリキュラムは、経
済学や社会学、情報分野といった隣接
分野の科目を法学部設置の専門科目
として履修できることとしている。学
生の履修登録や単位修得などの状況
を把握して、これら隣接分野の科目が
実際にどう活用されているかを把握
するとともに、隣接分野との連携のよ
り良いあり方を検討していきたい。

今年度も、経済学入門や社会政
策、情報システムの基礎や社会情
報学など、隣接分野の科目を実際
に開講することができた。

コース選択状況をみてみると、法律・政
治学に隣接する分野の科目の履修を一つの
核とするキャリアアッププログラムコース
を選択する学生が多く、また、科目レベル
においても、隣接分野科目は、ややバラツ
キはあるものの、それなりの数の履修者数
を得ていて、単位取得状況からみても、所
期の目的をほぼ達成できているといえる。
他面、科目によっては、１クラスに収める
には少々無理のある履修者数となっている
こともあり、今後の検討課題ではある。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 現行カリキュラムの完成年度となることを踏まえ、カリキュラムの検証を開始する。とりわけ、必修科目の達成
状況、専門科目の履修状況および年次配置、教養科目の修得状況および所期したところ（豊かな教養の涵養）の達成
程度等を中心に幅広い検証に着手する。 

[1-2] 現行カリキュラムの特徴である、経済学、社会学、情報分野といった隣接分野の科目配置の狙いがどの程度達成
されているかを検証する。他学部ゼミの履修はやや低空飛行が続いているが、その要因およびゼミガイダンスにおけ
る工夫を検討する。これらを通じて、法学・政治学系の専門科目と隣接諸分野との有機的な連携のあり方を引き続き
検討していく。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 初年次における基礎学力の確認とその育成を図る。
[2-2] 法の理念や解釈に関する基本的な知識の修得を図る。 
[2-3] プレゼンテーションとコミュニケーションの能力育成を図る。 

[2-1]
①基礎学力にかかわる入門科目の

履修と単位取得状況
[2-2] 
①法学検定試験ベーシックコース

の合格状況
[2-3] 
①基礎ゼミナール、専門ゼミナー

ルのシラバスの確認
②ディベート大会の開催実績

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] すでに現行カリキュラムは、初年次
の導入科目として基礎ゼミナールや憲
法入門、民法入門の科目を配し、新入生
全員の履修を義務づけている。実際の出
席状況や、単位認定の状況（憲法入門、
民法入門は必修科目でもあるので、逆に
単位認定が緩くなっていないかも含め
て）を把握するなどして、４年間の学修
の基盤が初年次において適切に構築さ
れているかを検証していきたい。

初年次の導入科目として、基礎ゼミ
ナールや憲法入門、民法入門の科目を
開講し、新入生全員の履修を義務づ
け、学士課程の円滑なスタートを切れ
るように配慮してある。授業出席状況
も情報ポータルを通じて、各担任教員
が確認できるようにし、必要に応じて
指導できる体制を整えてある。

今年度前期に講義科目として開
講した憲法入門と民法入門の単位
認定率は７割前後であり、おおむ
ね適切な水準で推移している。
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[2-2]  基本的な法律知識が備わっている
ことの一つの証左として、すべての学生
に法学検定試験への合格を求め、また、
試験対策科目も設置している。しかし、
学生の皆において、法学検定試験合格へ
の意欲が高まっているかというと疑問
がある。学生に対し、そもそも法学検定
試験に取り組む意義をどう訴求するか
を検討し直すとともに、基本的な法律知
識の具備を確認する指標として、法学検
定試験以外の可能性をも追求したい。

法学検定試験ベーシックコース対
策を内容とする科目の時間数を今年
度、倍増し、より手厚い指導を展開し
た。他面、学生の意識が多様であるな
か、講義形式で授業することの限界も
あり、そもそも全員に法学検定試験の
受験を義務づけることが適切か、学生
の意識なり状況なりに合わせて別の
選択肢を用意することの是非を含め
て、今後のあり方の検討が必要となっ
ている。

法学検定試験ベーシックコース
には、今年度も受験者 119 名中 71
名の学生が合格したが、そうでな
い学生（特に法学検定試験対策の
科目の単位認定さえも受けられず
にいる学生、すなわち検定受験者
のうち、6 名）への対応方につい
て、今後の検討が必要である。 

[2-3]  学生に他者と議論させたり、人前
で発表させることで、習得した法律知識
を定着ないし深化させるべく、授業の新
たなあり方を引き続き研究するととも
に、授業時間外で学生が発表等をする場
の可能性も追求していきたい。

例年同様、基礎ゼミナール、専門ゼ
ミナールのような演習科目はもちろ
ん、講義科目でも、在籍学生数減少に
ともない履修者数が少数となってい
る科目では、アクティブラーニング教
室なども利用して、学生からの発言が
授業のコアとなるような工夫が、各科
目担当者において施されている。

例年同様、基礎ゼミナールを基
礎として、学部内のディベート大
会を１月に実施し、学生の参加意
識を高めるため、優勝ゼミには景
品を提供している。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 現行カリキュラムは、初年次の導入科目として基礎ゼミナールや憲法入門、民法入門の科目を配し、新入生全
員の履修を義務づけている。憲法入門、民法入門においては当然ながら、今後は基礎ゼミナールにおいても、法学
部で学ぶ意味や法解釈学の方法論などを積極的に伝えることで、学生が積極的に法学部での学びに取り組むことが
できる環境を構築し、出席状況及び単位習得状況により、その結果を確認する。

[2-2] かねてより実施している法学検定試験は学部生全員に対して受験を求めているが、それに合格することまでは
必ずしも要求されていない。法学検定試験に合格していても、同検定試験は択一式であり、学部での論述式試験に
おいて単位習得ができない学生もいることから、基礎学力の有無を測る指標として同検定が必要十分なものである
かは、今後の検討課題である。外部の試験によらなければ基礎学力の有無を測れないということはないはずであり、
基本的には学部内で行われる試験やレポート課題等によって基礎学力を測る方策を検討していきたい。

[2-3] プレゼンテーション及びコミュニケーション能力の育成については、１年次は基礎ゼミナール、２年次以降は
専門ゼミナールを通じて行っているが、具体的な教育内容は統一的ではなく、各担当教員の裁量にゆだねられてい
る。そのこと自体は問題ではないが、学生のコミュニケーション能力を引き出すことは教員にとっても容易ではな
いため、統一的に実施する内容を策定するなどして、一定程度画一的な育成方法を確立することが可能かを検証し
たい。

（９）社会情報学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
専門教育と教養教育をバランスよく配置し、順次性のある授業科目を体系的に配置し

て教育効果を高める。
①履修モデル
②カリキュラムマップ

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
授業科目の体系的な配置につい

て、履修要項等にて再度確認する。 
専門教育と教養教育をバランスよく配

置し、順次性のある授業科目を体系的に配
置して教育効果を高めた。

①②ともに履修要項に掲載【資料 3,4】 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を各授業において提供

する。
①シラバス

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
学部教育課程に相応しい授業内容の

提供状況について再度確認する。
教育課程の編成・実施方針に基づき、各

課程に相応しい教育内容を各授業におい
て提供した。 

①シラバスの掲載内容を基準とし
て授業を実施した。

（10）大学院法学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] カリキュラムに順次性のある授業科目を体系的に配置し、教育効果を高める。
[1-2] カリキュラムにコースワークとリサーチワークを適切に配置し、教育効果を高め
る。

[1-1,1-2 共通]
①開講科目一覧表

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  2015 年度に引き続き、教育課程の
編成・実施方針に基づき、教育課程が編
成されているのか確認する。

[1-1] 本研究科のカリキュラムにおい
ては順次性のある授業科目が全体と
してほぼ体系的に配置できている。

①開講科目一覧表、参照。

[1-2] 地域社会マネジメント研究科との
連携を視野に入れつつ 、コースワーク
とリサーチワークの体系性のあり方に
ついて検討することを始める。

[1-2] コースワークとリサーチワーク
の体系性のあり方について検討する
には至らなかった。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 2016 年度に引き続き、教育課程の編成・実施方針に基づき、教育課程が編成されているのか確認する。

[1-2] 2016 年度に引き続き、地域社会マネジメント研究科との連携を視野に入れつつ 、コースワークとリサーチワー
クの体系性のあり方について検討することを始める。
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 開講科目の教育内容をシラバスで確認することを通じて、その適切性を継続的に検
証する。

①開講科目一覧表、参照。
②シラバス、参照。

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]  教育課程の編成・実施方針に基づ
き、各課程に相応しい教育内容を提供し
ているのか、開講科目の教育内容をシラ
バスで確認することを通じて、その適切
性を継続的に検証する。

[2-1] 運営会議で開講科目の教育内容
の適切性をシラバスで確認した。

①開講科目一覧表、参照。
②シラバス、参照。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1]  教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供しているのか、開講科目の教育内容をシ
ラバスで確認することを通じて、その適切性を継続的に検証する。

（11）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 臨床心理士養成指定大学院としての要請に基づく教育課程･教育内容について、
現有の人的教育資源に基づく効果的な対応を検討する。

[1-2] 新たな国家資格として検討されている公認心理師制度の動向を踏まえて教育課
程･教育内容の検討を進める。

[1-1,1-2 に共通]
①開設科目・担当者・単位取得状況

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] カリキュラム作成に際して、適
切な人的教育資源の活用を行う。

計画に沿って遂行した。 
研究科教員資格審査に関わる基準と科

目適合性に基づいて実施した。

① 達成

[1-2] 公認心理師制度の動向とその
内容を把握する。

計画に沿って遂行した。 
2017年3月に同制度の要項が確定する

に備え、情報収集を行うとともに研究科
運営会議において新カリキュラム案の検
討を行った。

① 達成

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] カリキュラム作成に際して、適切な人的教育資源の活用を行う。
[1-2] 公認心理師制度のカリキュラム要件などについて把握し、可能であれば 2018 年度から公認心理師資格に必要な
カリキュラム改訂を視野に入れて検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] コースワークとリサーチワークをバランス良く配置し教育効果を高める。
[2-2] 修了に必要な必修科目と認定協会から要請される選択科目を中心に 30 数単位程度

の履修を大幅に上回る単位修得状態を把握し、対応を検討する

[2-1,2-2 に共通]
①単位修得状況・修士論文の状況

(内容、レベル、執筆量) 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 高いレベルで実現されてい
る現在のコースワーク､リサーチ
ワークを維持し継続する。

計画に沿って遂行した。 
リサーチワークとして、M2 院生 7 名の修

論は評価基準を十分に満たすとともに執筆
量も十分であり学会発表レベル以上の研究
であった。

① 達成

[2-2] 修了に必要な単位数を大幅
に上回る単位修得状況を把握し、
一年後期から開始される相談実
習のケース担当との兼ね合いに
ついて検討する。

計画に沿って遂行した。 
履修内容は院生の選択によるが、心理臨床

センターでの面談実習との兼ね合いを含め
て、適切な単位修得となるよう指導した。ま
た公認心理師制度が開始される次年度に向
けて、大幅に増えた相談ケース担当数との兼
ね合いを検討した。

① 達成

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 高いレベルで実現されている現在のコースワーク､リサーチワークを維持し継続する。
[2-2] 修了に必要な単位数を大幅に上回る単位修得状況を把握し、一年後期から開始される相談実習のケース担当との
兼ね合いについて検討する。

（12）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 基本科目、コミュニティ科目、ビジネス科目をバランスよく配置するとともに

授業科目を体系的に配置して教育効果を高める。
[1-2] 講義科目とフィールドワーク的な要素をもった演習科目、インターンシップ等

をバランスよく配置し、教育効果を高める。

[1-1,1-2 共通]
①入学年度別単位取得状況分布・推移

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 大学院の方向性と照らしてカリ
キュラムの構成、基本科目、コミュニ
ティ科目、ビジネス科目の内容を検討
し、必要があればカリキュラムの見直
しを行う。

①今年度のカリキュラムの見直し
は、基本科目に「地域調査論」を
おくなど小幅なものにとどめた。
退職する教員がいることや基本科
目の構成に議論があることからカ
リキュラムについては今後検討す
る必要がある。

①院生は、単位取得状況は良好である。
長期履修者を除き、1 年目で修了に必
要な単位を取得している。また長期
履修者も十分な単位取得をしてい
る。
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[1-2]
①大学院生にまちづくりインターンシ
ップやフィールドワーク等に積極的
に参加を促す。

②フィールドワーク的な要素を持った
科目をどう取り入れていくかを検討
する。

①まちづくりインターンシップが今
年度なかったが、修論の作成に関
連して地方自治体等にヒアリング
をおこなうケースがあった。

②来年度、「地域プロジェクト論」で
試験的にフィールドワークを取り
入れて講義をおこなう。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 大学院の方向性,退職した教員、これまでの議論を踏まえ、カリキュラムの構成、基本科目、コミュニティ科目、
ビジネス科目の内容を検討し、必要があればカリキュラムの見直しを行う。

[1-2]
①大学院生にフィールドワーク等に積極的に参加を促す。
②今年度から「地域プロジェクト論演習」の中で試験的にフィールドワークを行うこととしたが、その結果を検証し、
今後、フィールドワークをどうカリキュラムに取りいれるか検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 定期的にカリキュラム、科目の見直しを行い、教育課程の編成・実施方針に適合し
た教育内容の充実を図る。

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 学部再編の議論の動向、法学研究
科との再編の検討の内容を見ながら
地域マネジメント研究科の方向性を
検討するとともに、カリキュラム、科
目の見直しを検討する。

学部再編については、直接地域社会マネ
ジメント研究科に関連するものがなく、
今後の課題となる。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1]  学部再編の議論の動向、法学研究科との再編の検討の内容を見ながら地域マネジメント研究科の方向性を検討
する。



４.教育内容・方法・成果 

４－３ 教育方法 

 

- 40 - 

 

４－３．教育方法 
 
中期目標 
【目標１】教育目標を達成するために、適切な教育方法および学習指導を行う。 
【目標２】学生の学習意欲を促進させる適切なシラバスを作成し、これに基づいた授業を展開する。 
【目標３】単位制度の趣旨に基づいて、成績評価と単位認定を適切に行う。 
【目標４】教育効果について定期的な検証を行い、その結果に基づいて教育課程や教育内容・方法を改善する。 
 

 

（１）全学教務委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 学習指導を充実させるとともに、本学の新しい学習環境を活用して、学生の講

義への主体的参加を促す授業方法を行う。 
[1-3] 履修システムや時間割、学事暦を教育目標の実現に最適な方法を試行し実証す

る。 

[1-1,1-2,1-3 共通] 
①学生による授業評価アンケート 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 学生の主体的学び、特に能動
的学習の実践事例を継続的に把
握するとともに、これらを FD セ
ンターや学部教授会を通じて、積
極的に教員に周知していく。 

 
 

毎月、教授会等の開始 10 分前を利用し
て、「10 分 FD」を実施した。討議テーマ
は学生による授業評価アンケート結果の
中で学生からの要望が多かったものから
教務部長が選んで提供した。 

ICT を活用したアクティブラーニング
の実践について、FD センターと連携して
研究会を開催した。 
グローバル科目群を開設し、留学生と日

本人学生がグループワークを通じて異文
化コミュニケーションスキルを磨く仕組
みを整備した。 
海外スタディ II（グローバル科目群展開

科目）や地域貢献活動 ABCD といった科
目を整備し、学生が主体的に学習計画を立
てて履修できる仕組みを作った。 
非常勤講師大学説明会を実施し、学生の

主体的学びへの支援を要請した。 

達成度 75% 
中期目標を検証するための【指標】

について、次年度見直しも含めて検討
したい。なお、2016 年度は以下の資
料をもとに検証を行った。 

 
①「10 分ＦＤ」関係資料 
学生による授業評価アンケートで

の学生からの要望事項をテーマに、毎
月学部教授会等の開始前 10 分間を活
用して「10 分ＦＤ」を行った。 

[1-3] 学内外の行事等を円滑に遂
行できるように暦に影響されな
いように授業時間を保持しなが
ら授業回数の削減を検討する。合
わせて、前後期の授業開始時刻の
変更等を引き続いて検討する。 

今年度は着手できなかった。今後、他大
学の事例を参考に検討を進めたい。 

達成度 0％ 
中期目標を検証するための【指標】

について、次年度見直しも含めて検討
したい。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 「10 分 FD」を、学部学生の修学状況や指導状況、有効な指導方法に関する情報提供の機会として活用する。修

学状況と指導状況にあたっては、2016 年度 NEWVERY による休退学予防コンサルなどの資料を参照する。指導方
法の検討は、学生の主体的学び、特に能動的学習の実現に向かって行う。 

[1-2] 学生の主体的学び、特に能動的学習の実現に資する学内研修会を実施し、その成果を教職員の行動の指針として
活用する。有効な実践事例を FD センターや学部教授会の「10 分 FD」を通じて周知し、積極的な活用を要請する。 

[1-3] 学内外の行事等を円滑に遂行できるように暦に影響されないように授業時間を保持しながら授業回数の削減を
検討する。併せて、本学の教育効果が最適になるような学期制のあり方(例えば 4 学期制)や、前後期の授業時間お
よび授業開始時刻の変更などについて検討を開始する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な 

事項を明記したシラバスを作成する。 
[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査 

②教員によるシラバスに基づいた講義実
施状況達成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
④教員による授業の自己評価 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバス記載内容の継続的
改訂を実施する。 

2017 年度シラバスガイドラインに、①
当該科目と学科の教育目標との位置付
け、②課題に対するフィードバックの記
載するよう求めた。 

達成度 75% 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。 

[2-2] シラバスの第三者チェック
体制の見直しを図り、今後の継続
性、実効性を持たせる。 

2016 年度のシラバスの第三者チェッ
ク（第三者とは、シラバス作成者以外の
他者）を実施した。全科目の約 2.9％が
要修正とみなされ、作成者へフィードバ
ックした後、68.0％が適性に修正され
た。昨年度に比して修正率は大幅に減少
した。今後も引き続き実施する。 

達成度 75% 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。 
 

2017 年次計画内容 
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年度 [2-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目の「授業のねらい」「履修者が到達すべき目標」を設定する。同時に「成
績評価方法」を「履修者が到達すべき目標」への到達度を測定するものにする。 
以上を、シラバスに明記することとする。 

[2-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国語力」などの基礎学力やジェネリックスキルの獲得がどのように目指され
ているかを、「授業の進め方・時間外学習・学習上の助言」としてシラバスに明記する。 

[2-3] 上記のようなシラバス内容となっていることを、教務委員が中心となって各学科でチェックし、適切な記載にな
るようにする。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラ

バスに明記し、それに従った評価を行う。 
[3-2] 単位の実質化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（成績評価方法の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
③教員による授業の自己評価 
④学生の GPA 推移表 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（事前・事後学習の記載状況） 

②学生による学修時間の申告調査や
e-learning等を用いた学修時間の計測 

③学生による授業評価アンケート 
④教員による授業の自己評価 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 教学 IR や授業評価ア
ンケートのデータを解析
し、学生の実行動と成績評
価の関連性を見出す。 

１年次、２年次の行動調査を行い、時間外学
習の状況や進路等の把握を行った。 
また、コンサルティング会社 NEWVERY と

連携し、１年次の科目の出席状況、単位取得状
況等を調査し、入試種別、高校時代の欠席状況
等との比較し傾向を把握した。 
授業評価アンケートのデータを大学院、学部

学科ごとに分析するよう大学院研究科及び学部
教授会へ求めた。 

達成度 70％ 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。なお、2016 年度は以下の資料をも
とに検証を行った。 
①１～２年次行動調査結果報告書 
②NEWVERY 最終報告書 
③学生による授業評価アンケート分析   
 表 

[3-2] 単位取得状況や科目
毎の成績分布から、学科毎
の教育方法、学修指導の改
善に生かす。 

全学教務委員会において教養科目（前期開講）
の単位認定状況に関する調査結果を行い、各学
部教務委員会へ報告した。 
コンサルティング会社 NEWVERY と連携

し、１年次の科目の出席状況、単位取得状況等
を調査し、入試種別、高校時代の欠席状況等と
の比較し傾向を把握した。 

達成度 50％ 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。なお、2016 年度は以下の資料をも
とに検証を行った。 
①教養科目（前期開講）単位認定状況表 
②NEWVERY 最終報告書 

2017
年度 

年次計画内容 

[3-1] 教学 IR や授業評価アンケートのデータを解析し、学生の実行動と成績評価の関連性を見出す。 
[3-2] 単位取得状況や科目毎の成績分布から、学科毎の教育方法、学修指導の改善に生かす。 
[3-3] 「到達すべき目標」への到達をもって単位取得となるよう、不合格者に対する有料制補講の実施を検討する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況を

測定する指標を検討し適用する。 
[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的

な改善の取り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。 

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
④入学年度別学位授与状況 
⑤進路決定状況 
⑥学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 教学 IR の分析を組織
的に行い、教育目標、学位
授与方針の適正化に活か
す。 

１～２年次を対象とした意識調査を実施し
た。時間外学習、進路等に関する設問を設け
ており、今後の教育方法等の改善に関する検
討材料とした。ただ、教育目標、学位記授与
方針の適正化に関する設問がないため、次年
度に設問項目の追加変更も含めて検討した
い。 

達成度 30％ 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。なお、2016 年度は以下の資料をもと
に検証を行った。 
①１～２年次意識調査結果 

[4-2] FD センターと協力し、
優れた教育方法、教育内容
の実践事例を抽出し、様々
な場で紹介し、周知する。 

FD センター事業と連携し、ＩＣＴを活用
した授業実践に関するＦＤ研究会を開催し
た。今後は開催回数を増やしていきたい。 
非常勤講師説大学明会において10分FDに

おける授業評価アンケートの取り組みについ
て紹介し、その成果を全学的に開示した（掲
示、FD センターHP アップロード）。 
昨年 度に 引き 続 き All SGU English 

Presentation Contest を実施した。広報にも
大きく取り上げられた。 
昨年度に引き続き「SGU 生が作る各国語に

よる絵本」プロジェクトを実施し、日本人、
留学生共同で 4 冊の絵本を作成した。広報に
も大きくとりあげられ、大学広報に貢献した。 

達成度 50％ 
中期目標を検証するための【指標】に

ついて、次年度見直しも含めて検討した
い。なお、2016 年度は以下の資料をもと
に検証を行った。 
①ＦＤ研究会資料（ICT 関係） 
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2017
年度 

年次計画内容 
[4-1]  教学 IR の分析を組織的に行い、教育目標、学位授与方針の適正化に活かす。 
[4-2] 入試成績、入学前学習等の入学前の情報から、初年次教育、専門教育に至る情報の連関を見出すべく、教学 IR

を組織的に行なう。その成果を教育方法の適正化に活かす。 
[4-3] FD センターと協力し、優れた教育方法、教育内容の実践事例を抽出し、「FD 研修会」や「10 分 FD」などで紹

介し、周知する。 

 

 
（２）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 学習指導を充実させるとともに、本学の新しい学習環境を活用して、学生の講

義への主体的参加を促す授業方法を行う。経営学部では実践教育科目であるフィ
ールド実践科目群を中心に新しい学習環境の利用を積極的に行うことによって、
その効果などの測定を行い、授業の改善に生かしていく。 

[1-1,1-2 共通] 
①学生による授業評価アンケート 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形
態(講義・演習・実験等)の検証を開始
する。 

2015 年度に引き続き、教務委員会
にて検証を行っている。 

継続して、分析・検証を進めている。 

[1-2] 実践科目群を中心に新しい学習
環境の利用を積極的に行っていく。 

アクティブラーニング教室やコラ
ボレーションセンターなど、学内の
先進的な学習環境を積極的に活用し
ている。 

継続して、分析・検証を進めている。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1]  教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験)の検証作業を継続する。 
[1-2]  コラボレーションセンターなど学内のアクティブラーニング教室の積極的な活用を継続する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必

要な事項を明記したシラバスを作成する。 
[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査 
②教員によるシラバスに基づいた講義実施状
況達成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバスに必要事項が明記さ
れているか検証する。 

2015 年度に引き続き、検証を行
った。 

達成されている。 

[2-2] 授業内容・方法とシラバスと
の整合性を検証する。 

2015 年度に引き続き、検証を行
った。 

整合性に問題はなく、達成されている。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1]  シラバスガイドラインに沿っているか検証作業を継続する。 
[2-2]  シラバスと授業内容・方法との検証作業を継続する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシ

ラバスに明記し、それに従った評価を行う。 
[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図

ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（成績評価方法の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（事前・事後学習の記載状況） 

②学生による学修時間の申告調査や
e-learning 等を用いた学修時間の計測 

③学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 評価方法・基準をシラバスに明記さ
れているか確認する。 

2015 年度に引き続き、評価
について確認を行った。 

シラバスに従った評価を行なっており
達成されている。 

[3-2] 単位の実質化を図ることができる教
育方法、学修指導について検証を行う。 

2015 年度に引き続き、教務
委員会において検証を行った。 

単位の実質化を図った講義を行ない、達
成できた。 

2017
年度 

年次計画内容 
[3-1] 評価方法・基準がシラバスに明記されているか確認作業を継続する。 

[3-2] 単位の実質化を図る教育方法・学修指導の検証作業を継続する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況
を測定する指標を検討し適用する。その際 GPA や単位取得状況など具体的な数
値を利用した検証を行う。 

[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織
的な改善の取り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。 

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
④入学年度別学位授与状況 
⑤進路決定状況 
⑥学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との連 2015 年度に引き続き、教務委 教育目標達成状況測定指標の作成を行う



４.教育内容・方法・成果 
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関性の検証と教育目標の達成状況を測
定する指標の検討を行う。 

員会において検討を行った。 には至らなかったため、2017 年度以降の作
成に向けた検討が必要である。 

[4-2] 教育内容・方法について、ＦＤ等
を通じて組織的な改善の取り組みを行
う。 

2015 年度に引き続き、教務委
員会、教授会での FD 活動におい
て検討を行った。 

FD 活動を通じて、組織的な改善の取り
組みについて、検討を重ねることができた。 

2017
年度 

年次計画内容 

[4-1] 教育目標と学位授与方針の関連の検証、達成状況測定のあり方を検討する。 
[4-2] FD を展開し教育内容・方法について組織的な改善に努める。 

 

 

（３）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の開発

と推進 
[1-3] 双方向型授業（講義）の推進 
[1-4] 本学の新しい学習環境を活用して、学生の講義への主体的参加を促す授業方法

を行う。 

[1-1] 
①入学年度別単位修得状況分布・推移 
②入学年度別 GPA 分布・推移 
[1-2] 
①フィールドワーク補助制度利用状況 
②学外合同研究交流補助制度利用状況 
[1-3] 
①学生による授業評価アンケート 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
[1-4] 
①アクティブラーニング教室や産業調
査実習室の利用の仕方 

②コラボレーションセンターとの連携 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 各科目を授業形態別に分類したう
えで、それぞれの修得状況を確認する。
その上で、教育目標を達成するための授
業形態を検討する。 

「学生による授業評価アンケー
ト」の結果を踏まえた教員へのイン
タビューを 3名の教員に実施し、教
育活動の実態を調査した。 

教育目標の達成に向けた授業形態の
実施を継続して検証している。なお、
経済学部全体の授業評価アンケートは
全学平均並である。 

[1-2] 
1)学生のエントリーシート作成を支援し、
学生の就業力のアップを図るとともに、
ゼミナールなどで面接の練習を実施す
る。 

2)他大学とのゼミナール交流やフィール
ド補助調査の支援・推進を引き続き図
る。 

1)外部講師を招き、インターンシッ
プについて理解し、参加を促した。
エントリーシートについてはキャ
リア支援課による添削を指導教員
に返却し、情報を共有した。 

2)12 月に釧路公立大学で行われた
第 7 回合同研究発表大会 SCAN に
1 ゼミが参加した。 

①フィールドワーク補助については申
請がなかった。来年度は申請者が増え
るよう努力したい。 
②学外合同研究交流補助は 1 件の申請
に留まった。こちらも活性化していき
たい。 

[1-3] 
1)科目別の単位修得状況を確認し、少人数
授業、双方向型科目が理解度にどのよう
に影響しているかを調べる 

2)TA(SA)の活用方法を履修者や講義内容
に基づいて再検討を行う。 

1) 昨年度と同様に少人数授業、双
方向型科目を実施している。少人
数のほうが、授業評価が高い傾向
にある。 

2)予算要求に伴い、TA の必要性を
文書化してどのように活用するか
をまとめた。さらに来年度からプ
ロゼミナールで SA を活用するこ
とを決めた。 

双方向型授業（講義）については従
来の方法で行った。更なる推進を検討
したい。 
②入学年度別単位修得状況分布・推移
について、分析を進める。 
③入学年度別 GPA 分布・推移について
は、年々GPA 低下の傾向がある。 

[1-4] 
1)アクティブラーニング教室、産業調査実
習室の利用状況を調査し、更なる利用を
検討する。 

2)コラボレーションセンターとの連携を
検討する。 

3)経済学部調査実習室について、学生が使
いやすい利用方法や管理運営であるか
を調査する。 

1) アクティブラーニング教室、産
業調査実習室の利用状況を調査は
できなかった。 

2) コラボレーションセンターとの
連携について具体的な検討は行わ
なかった。 

3) 経済学部調査実習室について、
学生が使いやすい利用方法や管理
運営であるかは調査していない。 

本学の新しい学習環境を活用しての
学生の講義への主体的参加を促す授業
方法については具体的な検討はできな
かった。また、アクティブラーニング
教室や産業調査実習室の利用状況は調
査していない。さらに、コラボレーシ
ョンセンターとの連携について具体的
な検討は行われていない。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 各科目を授業形態別に分類したうえで、それぞれの修得状況を確認する。その上で、教育目標を達成するための
授業形態を検討する。 

[1-2] 
1)学生のエントリーシート作成を支援し、学生の就業力のアップを図るとともに、ゼミナールなどで面接の練習を実施
する。 

2)他大学とのゼミナール交流やフィールド補助調査の支援・推進を引き続き図る。 
[1-3] 
1)科目別の単位修得状況を確認し、少人数授業、双方向型科目が理解度にどのように影響しているかを調べる 
2)TA(SA)の活用方法を履修者や講義内容に基づいて再検討を行う。 
3)今年度導入したプロゼミナールの SA の活用について総括し、次年度以降の改善点を検討する。 
4)プロゼミナールの適正規模について検討する。 
[1-4] 
1)アクティブラーニング教室、産業調査実習室の利用状況を調査し、更なる利用を検討する。 
2)コラボレーションセンターとの連携を検討する。 
3)経済学部調査実習室について、学生が使いやすい利用方法や管理運営であるかを調査する。 
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項

を明記したシラバスを作成する。 
[2-2] 学生の質保証のための制度設計 
[2-3] 補習や補助事業の計画的活用 
[2-4] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 
[2-5] 総合的学習と創造的思考力の伸張 

[2-1]①シラバス作成ガイドラインと
の一致度調査 

[2-2]  
①休退学除籍者数一覧 
②科目別成績分布 
[2-3]  
①学生による授業評価アンケート 
②TA(SA)に対するヒアリング 
[2-4] ①専門科目の授業内容と方法
の一覧表 

[2-5]  
①カリキュラムマップや履修要項 
②学生による報告会の報告者数 
③ゼミナール交流やフィールドワー
ク補助事業の申請状況 
④卒論発表会の報告者数 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 
1)シラバスに必要な事項が記入されてい
るかを検証する。 

2)コース内の科目との関連性についてシ
ラバスで記入するかを検討する。 

1)全学としてのシラバスチェックを行
った。学部独自の調査は行っていな
い。 

2)具体的な検討は行っていない。次年
度の課題とする。 

シラバスの作成についてはガイド
ラインに沿った形で作成するよう呼
びかけ、各教員に委ねる形となった。
シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査は行っていない。 

[2-2]  
1)退学者や休学者などの学籍異動を個別
に調べるなど、有意な教育方法を模索
する。 

2)シラバスどおり適切に授業運営され
ているかを引き続き確認する。 

休退学者予備軍を洗い出し、学生に
インタビューを行った。定量的、定性
的な分析を行ったうえで、休退学者を
減らすための方策を検討した。 

学生の質保証のための制度設計に
ついては引き続き検証している。次
年度行う休退学を減らすための方策
を検討した。 

[2-3]  
1）学生の予習・復習がなされているか
を調査する。 

2）TA（SA）が有効に活用されているか
を確認する。 

教員間のコミュニケーションによ
り、適切な授業運営を確認した。 
2)学生が定着するために、プロゼミナ
ールに SA を導入について検討し、
具体的な方法を策定した。 

学生が定着するために、プロゼミ
ナールに SA の導入を次年度から開
始する。 

[2-4] 専門科目の授業内容と方法につ
いて一覧表を作成し、教員間で情報を
共有することを検討する。 

授業内容と方法に関する一覧表は作
成していない。次年度検討する。 

授業内容と方法に関する一覧表は
次年度以降の検討課題である。なお、
学生による授業評価アンケートは学
部全体では全学平均を維持してい
る。 

[2-5] 
1)体系的な学修が行われるための方策を
検討する。 

2)「産業調査演習」や｢社会調査演習｣、
「インターンシップ」、「専門ゼミナー
ル」など体験型科目における学生の報
告会を昨年に引き続き実施する。 

3)他大学とのゼミナール交流やフィー
ルドワーク補助事業の支援・推進を引
き続き図る。 

4)卒業論文やゼミナール論文の教育課
程における位置づけを明確にし、卒論
発表会の参加者をさらに増やす方策
を検討する。 

5)コース選択のあり方について検討す
る。 

1)コースごとに推奨する科目を定め、
シラバスに掲載することを決めた。 

2) インターンシップ報告会を 10 月に
行った。2 年生の多くが参加し、来年
度以降のインターンシップ参加の重
要性を理解させることができた。ま
た、12 月に学外活動報告会を実施し、
専門ゼミナールなどでの学外活動の
報告を行った。 

3) 12月に釧路公立大学で行われた第 7
回合同研究発表大会 SCAN に 1 ゼミ
が参加した。 

4) 卒業論文の教育課程における位置
づけについては，文書化した。 

5)コース責任者を校務分掌の中に設
け、コース会議を行った。 

総合的学習と創造的思考力の伸張
に努めている。しかしカリキュラム
マップと履修要項の検証は行ってい
ない。 
④卒業論文については 81 名が提出
し、そのうち 71 名が報告会で報告し
た。 

2017
年度 

[2-1] 
1)シラバスに必要な事項が記入されているかを検証する。 
2)コース内の科目との関連性についてシラバスで記入するかを検討する。 
[2-2]  
1)学生の理解度に応じた適切な教育方法を模索する。 
2)シラバスどおり適切に授業運営されているかを引き続き確認する。 
[2-3]  
1）学生の予習・復習がなされているかを調査する。 
2）TA（SA）が有効に活用されているかを確認する。 
3)プロゼミナールの SA の活用について総括し、次年度以降の改善点を検討する。 
[2-4] 専門科目の授業内容と方法について一覧表を作成し、教員間で情報を共有することを検討する。 

[2-5] 
1)体系的な学修が行われるための方策を検討する。 
2)「産業調査演習」や｢社会調査演習｣、「インターンシップ」、「専門ゼミナール」など体験型科目における学生の報告
会を昨年に引き続き実施する。 

3)他大学とのゼミナール交流やフィールドワーク補助事業の支援・推進を引き続き図る。 
4)卒業論文やゼミナール論文の教育課程における位置づけを明確にし、卒論発表会の参加者をさらに増やす方策を検討
する。 
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5)コースの特徴づけがなされているかについて検討する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 評価方法・基準をシラバスに明記し、厳格な成績評価を行う。 
[3-2] 単位の実質化を図ることができる学事暦と教育体制の検討を行う。 

[3-1]  
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（成績評価方法の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
③成績確認願の状況 
[3-2]  
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（事前・事後学習の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 
1)学生による授業評価アンケート
や学生からの成績確認願に対す
る応答で厳格な成績評価を担保
する。 

2）学生による成績確認願の出願状
況について確認する。 

3）学生の修学指導と成績評価との
関連について検討する。 

1)学生による授業評価アンケートや学
生からの成績確認願に対する応答で
厳格な成績評価を担保した。 

2) 学生の成績確認願提出について、各
教員が成績確認することにより、成
績評価の透明性を担保している。 

3) 学生の修学指導は十分行ったもの
の、その後の成績評価との関連つい
ては学部全体として十分に調査・検
討は出来なかった。 

評価方法・基準をシラバスに明記し、
厳格な成績評価に努めた。しかし、教員
によるシラバスに基づいた講義実施状況
達成度調査は行っていない。なお、学生
による授業評価アンケートは学部全体で
は全学平均を維持している。 

[3-2] 単位の実質化を図ることが
できる学事暦と教育体制の検討
を引き続き行う。 

単位の実質化を図ることができる学
事暦を議論し、半期 15 週確保するこ
とと、補講期間を設けることで、教育
体制を維持するよう努めた。 

単位の実質化を図ることができる学事
暦と教育体制の検討は引き続き行う。ま
た、教員によるシラバスに基づいた講義
実施状況達成度調査は行っていない。し
かし、学生による授業評価アンケートは
学部全体では全学平均を維持している。 

2017
年度 

年次計画内容 
[3-1] 
1)学生による授業評価アンケートや学生からの成績確認願に対する応答で厳格な成績評価を担保する。 
2)学生による成績確認願の出願状況について確認する。 
3)学生の修学指導と成績評価との関連について検討する。 
[3-2] 単位の実質化を図ることができる学事暦と教育体制の検討を引き続き行う。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、教育目標の達成状況

を測定する指標を検討し適用する。 
[4-2] 教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的な改善の取り組みを行い、

教育成果の向上を図る。 
[4-3] 経済のグローバル化、ユニバーサル段階、職業能力に対応する学習方法の

開発と推進 
[4-4] 学生の他学部・他大学での講義履修の便宜を図る 
[4-5] ゲストスピーカーによる学生への総合学習の機会を設け、学生の社会との

連携を促す 

[4-1] 
①教育目標達成状況測定指標の作成 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
[4-2]①学部・学科 FD、FD 研究会等実施・参
加状況 

[4-3]  
①就業力向上のための学部企画開催回数 
②フィールドワーク補助事業の参加者数 
③学業奨励制度利用者の動向 
[4-4]①単位互換性度による派遣者数および

受入者数 
[4-5]①経済学特別講義の履修者数 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 教育目標の達成状況を測
定する指標を検討する。 

「ビジネス演習 A」でのジョブパス
能力資格試験の高い合格率（90%以上）
は達成できなかったものの、高い就職
内定率（90%以上）は達成できた。 

継続して目標達成するよう努める。ジョ
ブパスの高い合格率を達成することが次年
度の課題である。 

[4-2] 経済学部の FD 活動の活発
化を模索する。 

10 分ＦＤを 3 回行い、休退学予防、
英語教育について議論した。 

10 分 FD を設けることになり、定期的に
FD 活動を実施している。 

[4-3] 
1) 学生の就業力をあげるための
学部企画を開催する。さらに、
これに関連した履修・修学指導
のあり方を再検討する。 

2)修学ポートフォリオについて、
学習効果を向上させるための
利用を引き続き検討する。 

3)「フィールドワーク補助事業」
の運営方法について再検討す
る。 

4)「専門ゼミナール I」の発表会
を、学生の学習効果が上がるよ
うに教育課程に位置づけるか
を検討する。 

5)成績優秀者に対する学業奨励

1)就業力を上げるための企画として、3
年生対象に前期 1 回ゼミの時間に行
った。 

2)修学ポートフォリオを実施したもの
の、利用方法については検討してい
ない。 

3) フィールドワーク補助事業におい
て 2 年生 4 名が栗山町で行った。今
年度は実施方法の検討に時間を要
し、十分な告知のないままに実施し
たため、次年度からは募集をできる
だけ早め、参加者を増やすことを検
討する。 

4)専門ゼミナール I の発表会について
は検討していない。今年度は，イン
ターンシップ報告，SCAN 参加ゼミの

経済のグローバル化、ユニバーサル段階、
職業能力に対応する学習方法の開発と推進
に努めた。 
①就業力向上のための学部企画は 1 回にと
どまった。 

②フィールドワーク補助事業は昨年に比べ
て参加者が少なかった。次年度は十分な
告知をして参加者を増やしたい。 

③学業奨励者は順調に学修している。 
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制度を有効活用する。 
6)卒論懸賞制度の検討を行う。 

報告，産業調査実習ゼミの報告や海
外フィールドワーク参加ゼミの報告
を通じて，学生の体験学習への取組
を刺激した。 

5) 成績優秀者に対しての表彰を 5 月
に行った。 

6) 検討し、次年度実施に向けて方法を
議論した。 

[4-4] 札幌圏の単位互換制度を維
持する。 

単位互換制度により、前期に学生の
受入 2 名、派遣 1 名を行った。 

学生の他学部、他大学での講義履修の便
宜と図るように努力した。札幌圏の単位互
換制度は派遣、受入の相互協力で維持ざれ
ている。 

[4-5] 経済学特別講義の履修率
の向上に向けた施策の検討を
する。 

今年度からゲストスピーカーによる
講義は経済学特別講義 B, C を隔年開
講して 3 年次科目として運営すること
とした。今年度実施した経済学特別講
義 C は学生 47 名の履修者、一般市民
延べ 60 名の受講生であった。 

ゲストスピーカーによる学生への総合学
習の機会を設け、学生の社会との連携を促
すよう、努めた。 

2017
年度 

[4-1] 教育目標の達成状況を測定する指標として、ジョブパス３級の合格率 90％以上、就職率 90％以上を達成させる。 
[4-2] 10 分 FD を継続的に行うとともに、全学的な FD 活動に積極的参加を促す。 
[4-3] 
1) 学生の就業力をあげるための学部企画を開催する。さらに、これに関連した履修・修学指導のあり方を再検討する。 
2) 修学ポートフォリオについて、学習効果を向上させるための利用を引き続き検討する。 
3)「フィールドワーク補助事業」の運営方法について再検討する。 
4)「専門ゼミナール I」の発表会を、学生の学習効果が上がるように教育課程に位置づけるかを検討する。 
5) 成績優秀者に対する学業奨励制度を有効活用する。 
6) 卒論懸賞制度の検討を厳格に実施する。 
[4-4] 札幌圏の単位互換制度を維持する。 
[4-5] 経済学特別講義の履修率の向上に向けた施策の検討をする。 

 

 

（４）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 「基礎ゼミナール A･B および C」において、教育目標 2．「人間科学科の専門
領域である社会、心理・教育、福祉、文化、思想の諸分野の学問的基礎力を養成
する」の達成に向けた展開を図る。 

[1-2] 教育目標 4.「体験学習・実習を重視し、職業人として社会に貢献できる学生
を育成する」の達成に向け、実験・実習科目の充実を図り、その効果について検
証する。 

[1-3] 教育目標 5.「社会福祉士、学芸員、中学校・高校・特別支援学校教員などの
資格をもった専門的な職業人を養成し、地域社会の産業、福祉、文化、教育等に
貢献できる学生を育成する」の達成に向け、資格関連科目の充実を図り、その効
果について検証する。 

[1-4] 4 年間を通しての学習指導を充実させるとともに、学生の講義・演習への主体
的参加を促す授業方法を検討する。 

[1-1] 
基礎ゼミ AB 連絡会議実施状況 
基礎ゼミ C 報告集 
[1-2] 
①「フィールドワーク」報告書 
②社会福祉実習報告書 
③「遊べンチャー」実施状況 
④考古学実習報告書 
[1-3] 
①社会福祉国家試験受験者数および合格
者数 

②社会福祉にかかわる OBOG との交流
会実施状況 

③福祉実習準備室活用状況 
④学芸員課程登録者数および資格取得者   
 数 
⑤教職課程登録者数および修了者数 
⑥教員採用試験受験者数および合格者数 
⑦「複免」取得者数 
⑧特別支援教育実習の実習生数と実習実 
施状況 

[1-4] 
①[1-1]と同じ 
②卒論発表会の実施状況 

 年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
2016
年度 

[1-1]  
【基礎ゼミ AB コーディネータ】 
・少人数教育により、学修の基礎と

なる読む力、報告する力、討論す
る力を養成する。 

・専門領域への関心喚起を目的とし
た交流企画や学修ガイダンスの
さらなる充実を図る。 

・多様化する学生のニーズに応え、
初年次の順調な適応を支援する
ために、連絡会議を行って担当教
員間の情報共有を綿密に行うと
ともに SA とも緊密な連携をは
かる。 

15 名程度の少人数クラスを編成し、ク
ラスごとに学習基礎力の養成をはかっ
た。後期は学年全体での発表会を 2 回実
施し、とくに口頭発表と討論の力の養成
をはかった。 
特別な企画として、前期には学科内交 

流企画として学生が興味・関心を共有す
る他クラスの学生・教員と接する機会を
1 回設けた。後期は学年全体に対して教
員が学科の実習系の教育について具体
的に説明する学修ガイダンスを 1 回実施
した。年間に担当者の情報交換のための
会議を 3 回、ＳＡ連絡会議を 5 回実施し
た。 

1 クラスの人数は予定の範囲内（15 名
程度）に収めることができた。全体発表
会、交流企画および学修ガイダンスも予
定の回数・日程で開催することができた。 
 担当者会議は予定どおり合計 3 回実施
した。SA は各クラス 2 名配置することが
でき、ＳＡ連絡会議で緊密な連携を勧め
ることができた。 
 全体として新入生を大学での学修と日
常生活へと円滑に導入するための機能を
クラスに持たせることができた。        

【指標「休退学除籍者数一覧」】 

 【基礎ゼミ C コーディネータ】 
基礎ゼミ C では、文献や資料の

基礎ゼミ C では、文献や資料の蒐集、 
検討、それに基づく報告、討議を通して、

すべてのゼミから学習の成果（報告集
の原稿）が 7 月の最終授業日に提出され、
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蒐集、検討、それに基づく報告、討
議を通して、大学での学びに必要な
基礎的能力を養う。また、昨年に引
き続き、各ゼミにおいて報告・検討
された内容をゼミ報告集としてま
とめ、論理的な記述と他者に伝える
力の育成をはかる。 

大学での学びに必要な基礎的能力の育
成をはかった。報告集作成のために、担
当教員間で打ち合わせを行うとともに、
ゼミから選出された報告集編集委員間
での打ち合わせも適宜、実施すること
で、報告集を作成することができた。 

コーディネータによる編集作業をへて、9
月 20 日に報告集を刊行することができ
た。後期開講後に、この報告集はゼミ担
当教員と学生すべてに配布された。 

 【指標「基礎ゼミ C 報告集」】 

 [1-2] 
【社会領域】 
「社会調査法」では、社会調査の

いくつかの方法を習得するために、
体験的な学習機会を設ける。「フィ
ールドワーク」では、対象地域の
人々と直接関わり、地域社会やそこ
に暮らす人々が抱える諸問題を体
験的に把握するために現地調査を
実施する。 

2016 年度は北海道江別市大麻銀座商
店街および福島県昭和村の 2地点を調査
対象地域に選定し、商店街再生や特産品
づくりを通じて地域再生に取り組む人
びとへのインタビューを中心とするフ
ィールドワークを実施した。 

2015 年度の報告書を 2016 年 4 月中に 
発行し、関係者に配布した。2016 年度の
フィールドワークの報告書は年度内に完
成した。大麻銀座商店街担当班は商店街
振興のためにホームページを作成するこ
とを提言し、その試作版を作成し、協力
いただいた関係者に見ていただき、意見
交換を行った。 
昨年同様、受講者 6 人のすべてが熱心 

に課題に取り組み、優秀な成績を収めた。 
【指標「フィールドワーク」報告書】 

 【福祉領域】 
昨年度に引き続き、「社会福祉論

A」と「社会福祉演習Ⅰ／Ⅱ」およ
び「相談援助の基盤と専門職Ⅱ」に
おいては、福祉の現場の具体的イメ
ージや専門職観を醸成すべく、学外
講師を積極的に招へいする。また、
今年度夏期集中講義となる「社会福
祉論 A」については、学外講師の講
話と専任の担当者の授業が密接に
関連付けられるような工夫を図り、
福祉に関する導入科目としてふさ
わしいアクティブな教育的取り組
みを検討・実施する。 

社会福祉士養成課程の基幹科目であ
る「演習Ⅰ」および「Ⅱ」では昨年同様、
職業意識や専門職としての考え方、立場
について、特に実習の領域ごとに外部講
師を招へいしお話しいただいた。 
 社会福祉論 A においては、基本的な領
域の理解として障がい領域で当事者の
方を、相談援助の理解として病院ソーシ
ャルワーカーの方を、そして実践領域と
して認知症サポーター講座の方をそれ
ぞれお招きし、専任担当者の講義と組み
合わせて社会福祉の基礎的理解を図っ
た。 

・社会福祉演習Ⅰ学外講師･･･4 名 
・社会福祉演習Ⅱ学外講師･･･4 名 
・社会福祉論 A 学外講師･･･3 名 
以上の学外講師の招へいは、教育目標

4.「体験学習・実習を重視し、職業人と
して社会に貢献できる学生を育成する」
の達成に向け、「実験・実習科目の充実を
図った」実績として位置づけられるが、
その効果について検証することは難し
い。          【指標なし】 

 【福祉領域】 
2015 年度より開始した「当事者

参加型実習前評価システム」を継続
する。この模擬面接の試みが実際の
実習でどのように生かされたかを、
2016 年度も学生アンケートを通し
て把握し、次年度以降のさらなる改
善に生かす。 

 実習教育として「当事者参加型実習前
評価システム」の模擬面接を 22 名の学生
が実施した。2～3名の組になって 9 名の
地域の協力者（高齢者・障害者等）宅へ
訪問し利用者理解や生活理解を行うとい
うものである。 
終了後には協力者・学生が評価を行っ

た。 

・実施学生 22 名、協力者 9 名 
・学生の自己評価実施 
・協力者の学生評価実施 
・学生への模擬面接に関するアンケート 
 

 【心理・教育領域】 
職業人として必要な、分析的・合 

理的な視点とプレゼンテーション
能力を養うために、「心理学実験実
習」において少人数教育体制を活か
した指導をおこなうとともに、学生
の能力の伸長程度を測定する方法
を検討する。 

「心理学実験実習Ⅰ」において、データ 
の採取と分析、結果の発表活動やレポー 
ト作成などに力点を置いた指導を行っ 
た。 

発表活動やレポート作成を通じて、学
生が職業人として必要な、分析的・合理
的な視点とプレゼンテーション能力を涵
養する機会を与えることができたが、具
体的な伸びについては測定できなかっ
た。この測定については、方法も含めて
今後の課題とする。 
【指標「心理学実験実習」のシラバス、

学科会議資料】 
 【心理・教育領域】 

学生の地域連携活動（ＳＧＵ遊べ 
ンチャー）への支援を継続すると共
に、その成果を活動報告書にまとめ
る。 

学生の地域連携活動の支援を継続し、
成果について学生の協力を得て活動報
告集にまとめた。 

年間で 4 回の子どもとの活動を学生が
企画し、事前事後の綿密な会議、打ち合
わせを通じて無事に実施することができ
た。 
【指標「ＳＧＵ遊べンチャー 

活動報告集」】 
 【文化領域】 

置戸町での「考古学実習」の発掘 
調査を継続するとともに、その調査
成果を活用して、学生が学習成果を
主体的に発信する機会を作る。 

前期は、論文を読解し実習の手引きを
作成するとともに、機材を実際に操作し
発掘調査の基礎知識習得を図った。その
後のフィールドワークは、北海道常呂郡
置戸町に位置する勝山 2 遺跡を対象に
2016 年度も引き続き発掘調査を実施し
た。発掘から出土資料の分析まで学生と
ともに行い、調査の概要報告書を作成し
た。 

 2015 年度の調査概要報告書を 2016 年
度中に発行し、関係者に配布した。2016
年度のフィールドワークの報告書の作成
も終了したため、次年度に関係者に配布 
する予定である。  
 本年度のフィールドワークは 7 名が受
講し、いずれも現地調査等において熱心 
な学習に取り組んだ。 

【指標「考古学実習報告書」】 
 [1-3]  

【社会福祉士課程】 
引き続き、社会福祉士国家試験受 

験資格取得のためのカリキュラム
を円滑に推進する。 

 受験資格取得のための指定科目を非
常勤講師の協力も得ながら円滑に実施
した。2009 年度以降、実習施設の指導
者要件の厳格化がはかられ、実習先の確
保や事務手続きに苦慮することも多い
が、担当教員間の連携と教育支援課担当
職員の協力のもとに今年度も円滑に進
めることができた。 

教育目標 5.「･･･資格をもった専門的
な職業人を養成し、地域社会の産業、福
祉、文化、教育等に貢献できる学生を育
成する」の達成に向け、カリキュラムの
運営について円滑に行うことが出来た。
国試の合格率向上については、引き続き
学習指導方法の検討と対策を講じてい
く。         【指標なし】 
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 【社会福祉士課程】 
現場の実習指導者の実習報告会 

への積極的な参加を呼びかける。こ
れにより実習成果に関して現場か
らのフィードバックを得るととも
に、実習指導者・学生・教員間の連
携を図る。 

実習修了生 12 名による実習報告会を
12 月 24 日午後に学内で開催した。全実
習施設に案内を送付するだけでなく、12
月は次年度実習先依頼の時期でもある
ため、電話での打診の時に報告会への参
加も直接声掛けした結果として、実習指
導者も 2 名の参加があった。また PSW
課程の教員 2 名も初めて参加した。 
本学の実習報告会は課程設置以来実

習生による実行委員方式で開催するこ
とになっており、テーマの設定から当日
の時間配分まで、学生主体で計画・実施
された。 

 ほぼ例年通りの内容・質で実施できた。 
 ただし今年度も実習指導者の参加が低
調であった。実習施設・機関との連携の
機会として、事後教育のまとめである実
習報告会への参加を一層促したい。 

【指標「実習報告会プログラム」】 
 
 
 

 【社会福祉士課程】 
社会福祉士国家試験に向け、東京 

アカデミーへの委託による受験対
策講座の実施、自主勉強会の強化の
ほか、「自主ゼミ」として、専任教
員による「過去問を用いた国家試験
対策」を企画している。新卒者の平
均合格率（3 割程度）を確保するた
めには、6 名の合格者を出す必要が
あり、それを目標値として設定す
る。 

東京アカデミーへの国家試験対策（9
月～11 月、12 月～1 月）を実施したほか、
自主学習を補佐するプリント学習を対
策講座と並行して毎週実施した。また、
模試の回数を増やし、6 月には新たに東
京アカデミー2015 全国模試を実施した
ほか、例年行っている日本社会福祉士養
成校協会全国統一模試を 10 月、東京ア
カデミーの対策講座内の全国模試を 11
月に実施した。さらに 12 月と 1 月には
自主ゼミとして希望者に過去の模擬試
験問題を用いた模試を行った。 

・東京アカデミー2015 模試の実施：22
名に配布 

・日本社会福祉士養成校協会全国統一模
試の提出状況 

・国家試験受験者 17 名（合格発表 3 月
15 日） 

 
【指標 東京ｱｶﾃﾞﾐｰの対策講座出席簿】 
【指標 プリント学習提出状況】 
【指標 社会福祉士受験資格取得状況】 
 

 【社会福祉士課程】 
福祉系 OB/OG 交流会は、2015 

年度以降隔年開催とするため、今年
度は実施しないが、OB･OG にとっ
ても在学生にとっても有意義な交
流の在り方を今年度中に検討して
おく。 

OBOG 交流会については 2015 年度以降
隔年開催とし、2016 年度は実施しなかっ
た。次回開催の 2017 年度については、
今年度中には特に検討を進めることは
できなかったが、卒後間もない若い OBOG
のフォローアップ教育の場として位置
づけるようなアイディアは出された。 

 実施しなかったため、達成状況の指標
は特にない。 

【指標なし】 

 【社会福祉士課程】 
「福祉実習準備室」の学生利用が 

促進されるよう、準備室パート職員
および学生へのヒアリングを行う。 

最新版の国家試験対策用テキスト等
教材の新規購入を行った。PSW 課程の学
生にも利用を促し、自主勉協会の会場と
して利用される頻度が高まった。パート
職員および学生へのヒアリングを実施
するにはいたらなかった。 

PSW 課程の学生も含め、使いやすい設
備や運営を目的とした学生へのヒアリン
グとを行うことを、次年度以降の課題と
したい。         【指標なし】 

 【学芸員課程】 
学芸員資格課程を円滑に実施し、

学生の資格取得を進めるとともに、
講義・実習を通して博物館・生涯教
育・文化財に関連する進路への意欲
を高める。 

講義・実習の双方において、カリキュ
ラムを円滑に実施し、履修学生の資格取
得が進んだ。 

カリキュラムの円滑な運営により、今
年度は８名の学生が資格を取得した。し
かし資格取得の卒業後の進路に照らす
と、必ずしも資格を生かした進路ではな
い。資格に関連した進路は限られている
が、今後教育方法・学習指導により、知
識を活かせる人材の育成を目指す。 

【指標「2016 資格取得者人数」】 
【指標「学芸員取得者の進路一覧」】 

 【教職課程】 
人間科学科生の教員免許取得と 

採用機会の拡大を目指し、現役生お
よび期限付き教員として奮闘して
いる卒業生に対して合格への意欲
を喚起させる取組を強める。免許統
合などの政策動向を注視しながら，
こども発達学科と結んだ小学校教
員免許の取得に関わる「他学科教員
免許履修制度（副免）」の協定を両
学科間の調整の下、円滑に運営し、
その指導の安定的な運用を計る。 
【教職課程】 
特別支援学校教諭一種免許課程 

における「特別支援教育実習」の３
年次履修，４年次履修の履修条件に
基づく判定と、学生に対する事前指
導を充実させる。 
【教職課程】 
「特別支援学校教育実習連絡協 

議会」において，他大学並びに特別
支援学校長会と緊密に連携しなが
ら，「特別支援教育実習」の円滑な
推進を図る。 

中学校、高校、特別支援学校の教員免
許取得に加え、小学校教員免許取得のた
めの「他学科教員免許履修制度」が活用
されている。 
３年次に実施される特別支援教育実

習に各自が意欲的に取り組み、辞退者、
中止者はいなかった。 
特別支援教育実習は、「特別支援学校教 

育実習連絡協議会」が適切に調整してお
り、概ね、実習生の希望に沿う形で進め
られている。 

１年生２名が、小学校教員免許取得を
希望し、面接・選考の結果、合格した。4
年生 1 名が小学校一種免許取得の見込み
である。教員採用は、全学において現役・
既卒合わせて近年最高の 52 名（特別支援
17 名）の合格者を出し、人間科学科生も
特別支援学校高等部で２名の合格者を出
した。期限付教員として奮闘している卒
業生や教職をめざす現役生に対して合格
への意欲を喚起させる取組が引き続き必
要である。 
人間科学科の教職課程履修者数は減少

傾向であったが、本年度 4 年生 24 名、３
年生 21 名、２年生 11 名、１年生 17 名
であり、若干ではあるが盛り返すことが
できた。 
【指標「教職課程登録者数および修了者
数」】 
【指標「教職免許状取得者数」】 
【指標「「副免」取得者数」＝取得者なし】 
【指標「特別支援教育実習の実習生数」】 
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 [1-4]  
・SA の制度を、4 年間の学習指導
においても活用できないか検討
する。SA となる学生を増やすこ
とによって、SA 自身の学習とな
るように、SA 活用を計画する。 
予算確保を工夫する。 

・領域ごとの特性を生かしつつ、多
くの学科教員・学生が参加・交流
できるような卒論発表会のあり
方を検討・実施する。 

・基礎ゼミＡＢ・Ｃ各クラスに３・４年
生からなるＳＡを 2 名ずつ配置し、後
輩への助言・指導にあたらせた。教員
はＳＡとの打ち合わせを行い、ＳＡ学
生の意欲向上に配慮した。 

 上級生と下級生の交流は、学修の刺激
として双方に良い影響を与えること
が見て取れた。 

・卒論発表会は 2 月 8 日に社会領域・福
祉領域はＳＧＵホール、心理・教育領
域はコラボレーション・センターを会
場とし、ポスター発表を行った。文化
領域は 2 月 7 日に教室で口頭発表を行
った。 

上級生が身につけた学修成果を先輩と
して役立てる機会がより多くあることが
望まれる。ＳＡという名称が必要かどう
か、予算（報酬）が必要かどうか、どの
程度の責任をもたせるかどうかなど、検
討する必要がある。 
【指標 基礎ゼミＡＢ・Ｃ活動報告、卒
論発表会報告 学科会議資料】 

2017
年度 

年次計画内容 

[1-1] 
【基礎ゼミＡＢ】 
・少人数教育により、学修の基礎となる読む力、報告する力、討論する力を養成する。 
・専門領域における学びへの関心を喚起するための交流企画や学修ガイダンスを工夫し、実施する。 
・多様化する学生のニーズに応え、初年次の順調な適応を支援するために、連絡会議を行って担当教員間の情報共有を
綿密に行うとともに SAとも緊密な連携を図る。 

【基礎ゼミＣ】基礎ゼミ C では、文献や資料の蒐集、検討、それに基づく報告、討議を通して、大学での学びに必要な
基礎的能力を養う。また、これまでに引き続き、各ゼミにおいて報告・検討された内容をゼミ報告集としてまとめ、
論理的な記述と他者に伝える力の育成をはかる。学生の個別的な学修状況等を把握し、クラスでの成果を高めるため
に教員間の打ち合わせを適宜行うとともに、SA 間の情報共有の機会をもつ。 

[1-2] 
【社会領域】「社会調査法」では、社会調査のいくつかの方法を習得するために、体験的な学習機会を設ける。「フィー
ルドワーク」では、対象地域の人々と直接関わり、地域社会やそこに暮らす人々が抱える諸問題を体験的に把握する
ために現地調査を実施する。 

【福祉領域】引き続き、「社会福祉論 A」と「社会福祉演習Ⅰ／Ⅱ」および「相談援助の基盤と専門職Ⅱ」において、実
践的な知識の獲得をねらいとし、学外講師を積極的に招聘する。 

【福祉領域】相談援助職としての基本的技能である面接力と対人関係形成力を評価し実習に活かすために 2015 年度よ
り開始した「当事者参加型実習前評価システム」を継続する。また、「社会福祉士養成校協会北海道ブロック」が推奨
するもう一つの実習前評価システムである「実習前コンピテンスアセスメント」に基づく「CBT（Computer Based 
Training）」の SGU 版の実施も予定している。これは本学でも従来「実習前知識テスト」と称して実施してきたもの
だが、2017 年度はより広くかつ緻密な知識を求める内容に刷新し、実習前学習の深化を図ることで、実習をより充実
した状態で迎えられるよう働きかける。 

【心理・教育領域】職業人として必要な、分析的・合理的な視点とプレゼンテーション能力を養うために、「心理学実験
実習」において少人数教育体制を活かした指導をおこなうとともに、学生の能力の伸長程度を測定する方法を引き続
き検討する。 

【心理・教育領域】学生の地域連携活動（ＳＧＵ遊べンチャー）への支援を継続し、その成果を活動報告書にまとめる。 
【文化領域】置戸町での「考古学実習」の発掘調査を継続するとともに、その調査成果を活用して、学生が学習成果を
主体的に発信する機会を作る。 

[1-3]  
【社会福祉士課程】引き続き、社会福祉士国家試験受験資格取得のためのカリキュラムを円滑に推進する。 

【社会福祉士課程】現場の実習指導者の実習報告会への積極的な参加を呼びかける。これにより実習成果に関して現場
からのフィードバックを得るとともに、実習指導者・学生・教員間の連携を図る。 

【社会福祉士課程】社会福祉士国家試験対策として、自主模試・自主勉協会の実施、毎週月曜 4 講の「演習Ⅲ」終了後
の 30 分テスト、学外模試の必須化（4 回）、東京アカデミーへの委託による対策講座などを企画している。個別の状
況を「見える化」する「国試対策個人カルテ」を作成し、都度学生自身に記入・提出させ、それに基づきながら国試
申し込み時や卒論提出前後、試験直前には個別面談を実施する予定である。 

【社会福祉士課程】隔年開催となった福祉系 OB/OG 交流会は、2017 年度は実施の年である。今年度は卒後間もない OB/OG
への声掛けを積極的に行い、実習報告会と連動させることで現役学生との交流を深めるとともに、既卒者へのフォロ
ーアップ教育の場としての位置づけを検討する。 

【社会福祉士課程】「福祉実習準備室」の学生利用が促進されるよう、準備室パート職員および学生へのヒアリングを行
い、環境整備の方針を明確化する。 

【学芸員課程】学芸員資格課程を円滑に実施し、学生の資格取得を進めるとともに、講義・実習を通して博物館・生涯
教育・文化財に関連する進路への意欲を高める。 

【教職課程】昨年度は全学的にかつてない規模の教員採用実績を残し人間科学科生・卒業生への大きな励みとなってい
る。教員免許取得と採用機会の拡大を目指し、現役生及び期限付き教員として奮闘している卒業生に対して、合格へ
の意欲を喚起させる取組を一層強める。免許統合などの政策動向を注視しながら，こども発達学科と結んだ小学校教
員免許の取得に関わる「他学科教員免許履修制度（副免）」の協定を活用する機運を高め、実りあるものとして安定的
な運用を図る。 

【教職課程】特別支援学校教諭一種免許課程における「特別支援教育実習」の３年次履修，４年次履修の履修条件に基
づく判定を適切に進め、実習事前指導の一層の充実を図る。 

【教職課程】「特別支援学校教育実習連絡協議会」において，他大学並びに特別支援学校長会と緊密に連携しながら，「特
別支援教育実習」の円滑な推進を図る。 

[1-4] 
・学生が 4 年間の学修をイメージしやすく、計画的に学習して卒業論文で集大成できるように、各領域の方針に沿って
講義・演習での指導方法を整える。 

・基礎ゼミＡＢ・Ｃ各クラスに配置されたＳＡ学生だけではなく、上級生と下級生の交流ができないか検討する。 
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必
要な事項を明記したシラバスを作成する。 

[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査 
②教員によるシラバスに基づいた講義実施状
況達成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバス一致度チェックを
経験した後なので、ガイドライン
に則ったシラバス作成を定着さ
せる。 

授業の内容、到達目標、授業内
容・方法、授業計画、成績評価方法
等必要な事項を明記したシラバス
を作成するよう、教授会で依頼する
とともに、記述内容が適正か否かを
自己点検するためのチェックリス
トを盛り込んだ「シラバス作成ガイ
ドライン」を全教員に配布した。 

人間科学科の専門科目 170 科目（担当者 62
名）のシラバスに関してガイドラインとの一
致度チェックを行い、8科目（担当者 6 名）分
について修正を行った。対象となった科目数
と担当者数は前年度比で半減した。 
【指標①「シラバス作成ガイドラインとの一
致度調査」】 

[2-2] 全学教務委員会が実施する
調査や学生アンケートの結果を
活用して、授業内容・方法とシラ
バスとの整合性を検証する。 

「2014、15 年度入学生意識調査」
「学生による授業評価アンケート」
では、授業内容・方法とシラバスと
の整合性を問う設問がないので、検
証することができなかった。 

授業内容・方法とシラバスとの整合性を検
証する必要があるなら、学生よる授業評価ア
ンケートの設問項目のなかに、授業内容・方
法とシラバスとの整合性を問う設問を復活さ
せるよう求める。 
【指標③「学生による授業評価アンケート」】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 今年度も「シラバス作成ガイドライン」を全教員に配布し、適正なシラバス作成に努力する。 

[2-2] 「新入生意識調査」や「学生による授業評価アンケート」以外に授業内容・方法とシラバスの整合性を検証する適
切な手段があるか否か、検討を進める。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基
準をシラバスに明記し、それに従った評価を行う。 

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質
化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（成
績評価方法の記載状況） 

②教員によるシラバスに基づいた講義実施状況達
成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（事
前・事後学習の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1]  
昨年に引き続き、作成され 

たシラバスを調査し、どのよ
うな評価法が採用されている
かを把握する。 

成績評価方法・基準がシラバスに
明記されているか否かについてシラ
バスチェックを行った。 

人間科学科の専門科目 170 科目（担当者 62 名）
のシラバスに関してガイドラインとの一致度チェ
ックを行い、8 科目（担当者 6 名）分について修
正を行った。対象となった科目数および担当者数
は前年度比で半減した。 
【指標①「シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査」】 

[3-2]   
 昨年に引き続き、講義の事 
前・事後学習が行われている 
科目を選び、工夫している点 
を明らかにする努力をする。 

学生による授業評価アンケートに
おいて、事前事後学習をしていると
答えた学生の割合が多かった教員 5
名を選び、ヒアリングを実施して、
工夫している点などを公表するとと
もに、教務委員の所見を記した。 

 今年も学生による授業評価アンケートから、5
つの事例を取り上げ、学科教員間で共有した。今
後も、これを積み重ねていき、学生の時間外学習
を増やす努力を継続していきたい。 
【指標「2015 年度「学生による授業評価アンケ
ート」の結果分析（2016/7/14）」※7 月教務委
員会資料】 

2017
年度 

年次計画内容 

[3-1] 昨年度に引き続き、作成されたシラバスを調査し、どのような評価法・基準が採用されているかを把握する。 

[3-2] 講義の事前・事後学習が行われている授業を選び、工夫している点を明らかにする。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育効果について、既存の指標を用いて定期的に検証する。 
[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、ＦＤ等を通じて組織的
な改善の取り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。 

[4-1,4-2 共通] 
①意識調査・学修行動調査 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
④入学年度別学位授与状況 
⑤進路決定状況 
⑥学科 FD の実施状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1]  
昨年度に引き続き、学修行動調査

のデータからどれくらいの学生の
学ぶ意欲を引き出せているかにつ
いて検証する試みを行う。今年度は
新入生以外の学年を対象としたい。 

2015 年 10 月に 2 年生を対象として実
施した「学修行動調査」によると、1 年
生時の時間外学習時間の平均は週 71 分
であったが、2 年生時には 99 分にまで増
加したことが確認できる。 

 引き続き、3 年生以上の学生について
も学習意欲に関する調査を継続し、学習
意欲を引き出す方策を探っていきたい。 
【指標「2 年生学修行動調査の結果分析」
2017年3月7日学部教務委員会資料11】 
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[4-2]  
昨年に引き続き、[4-1]の検証を基 

に、教育効果を上げていると思われ
る要因について明らかにする努力
を継続する。 
 

今年度から、基本的に毎月の学科会議
で「学科 FD」を行った。4 月から翌年 2
月までのテーマは次のようである。「基
礎ゼミ B の総括」（4 月）、「卒論発表会
の総括」（4 月）、「基礎ゼミ AB の運営に
ついて」（5 月、6 月）、「基礎ゼミ A の運
営について」（7 月）、「基礎ゼミ C の運
営について」（9 月）、「人間科学基礎論に
ついて」（10 月）、「心理学実験実習Ⅰに
おける発表活動について」（11 月）、「講
義のスピードに関して」（12 月）、「受講
生への課題の返却について」（1 月）、「教
養教育・外国語のカリキュラムについ
て」（2 月） 

これからも引き続き、学科 FD を実施
して教育効果を上げる要因について検討
を進める。 
【指標「2016 年度学科会議資料（学科

FD）」】 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] 昨年度に引き続き、学修行動調査のデータからどれくらいの学生の学ぶ意欲を引き出せているかについて検証する
試みを行う。昨年度は 2 年生を対象としたので、今年度は 3 年生以上を対象としたい。 

[4-2] 昨年度から定期的に実施している学科 FD において、教育効果を上げる要因について明らかにする努力を継続す
る。 

 

（５）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 学生の講義への主体的参加を促す授業のあり方を検証する。 
[1-2] 本学の学習環境の活用を検証し、学習指導を充実させる。 

[1-1] 
①学生による授業評価アンケート 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③入学年度別 GPA 分布・推移 
[1-2] 
教室利用状況一覧 

2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 前年度に引き続き、学科会議に
おいて SA・TA との連携、グループ
ワークの採用、卒業論文の取り組み
等について現状を分析し、学生の講
義への主体的参加を促す方法の検
証を進める。 

前年度に続き、英文講読 SA と学
習環境の効果的利用について確認と
検証を行った。また、English 
Writing A・B・C との関連が高まり
つつある学生支援室の SA・TA の業
務内容および活動状況についても、
検証に向けた情報収集を開始した。 

今年度も英文講読 SA と学習環境の効果
的利用についての検証を継続することが
できた。また、学生支援室における SA・
TA の業務内容および活動状況についても
情報収集を開始することができた。次年度
も同様の取り組みを続け、教育支援体制へ
の貢献や課題の洗い出しを進めたい。 
【指標「SA 一覧と多目的教室利用状況」】 

[1-2] 本学の学習環境を効果的に利
用している教員、ICT やグループワ
ークを積極的に取り入れた授業を
行っている教員に、学科会議におい
て利用状況の報告を依頼する。 

学科会議の10分FDの時間を活用
し、ペアワーク等のアクティブ・ラ
ーニングを実践している教員に発表
を依頼し、教員間で情報共有や意見
交換を行った。 

今年度は、学科会議においてペアワーク
等のアクティブ・ラーニングを積極的に取
り入れた授業を行なっている教員を中心
に情報共有を行うことができた。次年度も
同様の取り組みを継続していきたい。 
【指標「2016 年度 7 月学科会議資料 10

分 FD 資料」】 
2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] SA・TA との連携、グループワークの採用、卒業論文の取り組み等について現状を分析し、学生の講義への主体
的参加を促す方法を継続して検証する。 

[1-2] 本学の学習環境を効果的に利用している教員に、学科会議において利用状況の報告を継続して依頼する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業内容、到達目標、授業の進め方、授業計画、成績評価方法など必要事項を明
記したシラバスを作成する。 

①シラバス作成ガイドラインとの一
致度調査 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 来年度のシラバス作成に向けて、
学科会議で注意喚起を行い、必要事項
が明記された適切なシラバス作成を
目指す。 

シラバス作成についての注意喚起は
学科会議の場では行わなかったが、前
年度の取り組みを基に、各教員が適正
なシラバス作成に務めた。また、「成績
評価方法」と「時間外学習」について、
今年度は 2 年生の配当科目について検
証を行い、適切なシラバス作成に向け
た方向性が共有されていることが確認
された。 

今年度も適切なシラバス作成へ向
けた取り組みを継続することができ
た。 
【指標「成績評価方法と事前学習」】 

2017
年度 
 

年次計画内容 

[2-1] シラバス作成の留意事項について学科会議においても注意喚起し、必要事項が明記された適切なシラバス作成を
目指す。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラバ
スに明記し、それに従った評価を行う。 

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の修学時間を確保し、単位の実質化を測るこ
とができる教育方法、修学指導を行う。 

[3-1] 
成績評価方法の記載状況一覧 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一
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致度調査（事前・事後学習の記載
状況） 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 専門科目担当者間での情報
共有を 1 年生対象以外の専門科
目にも拡げ、適切な評価のあり方
についての検証を進める。 

前年度の議論を基に、各専門科目の担当
者間で適正な評価に向けた取り組みを継続
して行った。また、今年度は 2 年次配当科
目のシラバスにおける「評価方法」を点検
し、適正な成績評価に向けた議論をさらに
進めていくための準備を行った。 

今年度は 2 年次配当科目のシラバ
スにおける「評価方法」の検証を行う
ことができた。次年度も同様の分析を
進めていきたい。 
【指標「成績評価方法と事前学習」】 

[3-2] シラバスの「時間外学習の
取り組み」について、授業評価ア
ンケートも参照しながら、学科会
議での情報共有を継続して行う。 

今年度は学科会議でシラバスの「時間外
学習の取り組み」について議論することは
なかったが、今後の意見交換に向け、学科
長、教務委員、教育支援課担当職員の間で 2
年生の配当科目についての検証を進めた。
また、授業評価アンケートを参照した議論
の方向性についても合わせて意見交換を行
った。 

今年度は 2 年次配当科目のシラバ
スにおける「時間外学習の取り組み」
の項目を検証することができた。次年
度も同様の分析を進めるとともに、授
業評価アンケートのさらなる活用方
法についても方向性を探っていきた
い。 
【指標「成績評価方法と事前学習」】 

2017
年度 
 

年次計画内容 
[3-1] 学習者の目標意識が高まる評価方法について、学科で問題意識を共有し、適切な評価のあり方を引き続き検討す
る。 
[3-2] シラバスの「時間外学習の取り組み」について、授業評価アンケートを参照し、学科会議での情報共有を継続し
て行う。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標の達成に向けて効果的な教育内容・方法を検証する。 
[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、FD 等を通じて改善の取
り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。 

[4-1,4-2 共通] 
①入学年度別単位修得状況分布・推移 
②入学年度別 GPA 分布・推移 
③入学年度別学位授与状況 
④進路決定状況 
⑤学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況 

2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 前年度に続き、4 年生の成績、
英語プレイスメントテストのスコ
ア、TOEIC のスコア、留学状況、
進路決定状況などさまざまなデー
タから、教育効果の検証を進める。 

前年度の学科会議での議論を基
に、複数の資料から 4 年生の成績、
英語プレイスメントテストのスコ
ア、TOEIC のスコア、留学状況、進
路決定状況を検証する取り組みを継
続して行い、教育成果の検証に向け
たデータの蓄積を進めた。 

今年度も 4 年生のデータを基に検証を
進めることができた。来年度も同様の取
り組みを続けたい。 
【指標「2016 年度 10 月学科会議別添資
料 英語英米文学科外国留学奨学生申込
者一覧」「2016 年度 3 月学科会議資料 
学位授与式の学科代表について（4 年生
取得単位・GPA 一覧）」「内定状況」】 

[4-2] 学科会議において、各学問分野
における FD 実施状況についての情
報共有をさらに充実させ、教育方法
の改善に努める。 

今年度は毎月の学科会議で FD に
関する報告の時間を設け、教育方法
の改善に向けた意見交換を行った。 

今年度から毎月の学科会議で FD に関
する報告の時間を設けたことから、定期
的な意見交換を行うことができた。来年
度以降も同様の取り組みをさらに充実さ
せていきたい。 

【指標「2016 年度 7 月学科会議資料  
10 分 FD 資料」】 

2017
年度 

年次計画内容 

[4-1] 4 年生の成績、英語プレイスメントテストと TOEIC のスコア、留学状況、進路決定状況などさまざまなデータ
から、教育効果の検証と分析を継続する。 

[4-2] 学科会議において、各学問分野における FD 実施状況についての情報共有を継続し、教育方法の改善に努める。 

 

 

（６）人文学部臨床心理学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] カリキュラムマップに基づき、教育目標に合わせた講義を展開しつつ個別の指導
を行う。 

学年別 GPA 分布 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
2016
年度 
 
 
 

大学基準 4-2 において学科の教育指針
の詳細を検討した後、授業評価アンケー
トに基づき、学習指導の方法について教
育課程検討会で情報交換を行う。 

学科の教育指針やカリキュラムマッ
プを教員間で共有した上で、授業評価
アンケートの結果を質的に分析し、よ
り効果的な学習指導方法を学科会議検
討した。また、学習指導のより具体的
方法について、学科会議の前の FD ミ
ーティングで継続的に話しあった。 

今後も新学部設置や公認心理師課
程導入の経過を見ながら、効果的な
学習指導方法について、情報共有を
継続する必要がある。【指標なし】 

2017
年度 

年次計画内容 
前年度同様、学科会議の中で、カリキュラムマップ、教育目標の共有を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] シラバス作成ガイドに基づく適切なシラバスを作成し、各講義の目標を広く学生
に周知する。 

授業評価アンケート 

2016 年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
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年度 大学基準 4-2 において学科の教育指針
の詳細を検討した後、授業評価アンケー
トに基づき、シラバス作成の方法につい
て教育課程検討会で情報交換を行う。 

特に新学部設置以降のシラバス内容
について、何度も教員間で情報交換を
行うことができた。 

現在在籍している教員間では充分
にシラバス作成ガイドラインや意欲
を促進させるシラバス内容について
共有できていると考えられるが、新
学部設置に伴い新たに採用された教
員にも新学部シラバス検討の経過
や、適切なシラバス作成について伝
達する必要がある。【指標なし】 

2017
年度 

年次計画内容 
前年度同様、学科会議の中で、シラバス作成ガイドを確認する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] シラバスに成績評価基準の明確化を行う。 シラバス作成ガイドランンとの一致度調査 
2016
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 大学基準 4-2 で学科の教育指
針の詳細を検討した後、成績評価
及び単位認定の方法について教育
課程検討会で情報交換を行う。 

新学部設置に向けて、教育目標や
カリキュラムマップ、シラバスにつ
いては教員間で検討することができ
たが、単位認定基準については、検
討する時間的余裕がなかった。 

教育目標、カリキュラムマップ、シラバ
ス内容について、現在在籍している教員の
みならず新任教員とも共有し、その上で、
成績評価基準についても検討する必要があ
る。【指標なし】 

2017
年度 

年次計画内容 
[3-1] 前年度同様、学科会議の中で、成績評価基準の明確化について確認する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育効果の検証のために、既存の指標を用いて検証を行う。 ①授業評価アンケート 

②各講義ごとの単位修得率 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 大学基準 4-1 および 4-2 を整備し
た後、講義毎の単位取得率をもとに検
証を行う。 

現行カリキュラムでの、講義ごと
単位取得率を学科会議で共有した。 

今後も経年変化を分析し続ける必要
がある。また、単に単位取得率のみな
らず上述の成績評価基準もあわせて検
討していく必要がある。  【指標②】 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] 前年度同様、①②を経時的に分析し、学科会議で共有する。 

 

 

（７）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実習等）の実施を検証
する。 

[1-2] 学習指導の充実を図るとともに、本学の新しい学習環境を活用し、学生
主体の双方向の授業形態について検討する。 

[1-1、1-2 共通] 
①学生による授業評価アンケート（全学） 
②入学年度別単位修得状況分布・推移（全学） 
③入学年度別 GPA 分布・推移（全学） 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 授業評価アンケートや教職員の
授業評価と GPA などの達成度を比較し
て、より良い授業づくりを目指す。 

授業評価アンケートや教職
員の授業評価と GPA などの
達成度を比較して、より良い
授業づくりを目指した。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 1/1 を実施。
達成 0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-1:教育目標の達成に向
けた授業形態の検証】 
【指標①「学生による授業評価アンケート」】 
【指標②③「入学年度別 GPA 分布・推移」】 

[1-2] 授業形態の特色に合わせて学習
指導の充実を図るために、コラボレーシ
ョンセンターを活用し、小テスト、レポ
ートなどのフィードバックができるよ
うな授業形態を工夫する。担任制度によ
り学生対応の充実を図る。 

学習指導の充実を図るため
に、コラボレーションセンタ
ーを活用した。小テスト、レ
ポートなどのフィードバック
ができるような授業形態を工
夫した。担任制度により学生
対応の充実を図った。 

現状分析を 4/4 実施。検証を 2/4 を実施。
達成 1/3 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-1:教育目標の達成に向
けた授業形態の検証】 
【指標①「学生による授業評価アンケート」】 
【指標②③「入学年度別 GPA 分布・推移」】 
【指標「基礎ゼミのクラス分けについて」】 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 授業評価アンケートや教職員の授業評価や GPA などで達成度を把握し、教育目標に向けた授業形態が行われて
いるか検証する。 

[1-2] 前年度に引き続き、授業形態の特色に合わせた学習指導の充実を図る。そのために、コラボレーションセンター
の利用やリアクションペーパーなどの活用など学生主体の双方向の授業形態について検討し、実施する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業方法、授業計画、成績評価方法等必
要な項目を明記したシラバスを作成する。 

[2-2] 授業内容・方法が明記されたシラバスと講義実施状況を検証す
る。 

[2-1、2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査（全学） 
②教員によるシラバスに基づいた講義実施状況達成
度調査（全学） 

③学生による授業評価アンケート（全学） 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバス作成ガイドライ
ンが達成できているかのチェ
ックをおこない、重点的に授
業時間外の学習などについて
周知徹底を図っていく。 

シラバス作成ガイドライン
が達成できているかのチェッ
クをおこなった。重点的に授
業時間外の学習などについて
周知徹底を図った。 

現状分析を 2/3 実施。検証を 1/1 を実施。達成 0/1
を実施。 
【指標「計画表」D4-3-2:適切なシラバスの作成】 
【指標①③】 
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[2-2] シラバスと実施状況との
一致度を、「講義実施状況達成
度調査」および学生による「授
業評価アンケート」を通して
検証し、その改善を図る。 

シラバスと実施状況との一
致度を、「講義実施状況達成度
調査」および学生による「授
業評価アンケート」を通して
検証し、その改善を図った。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 0/1 を実施。達成 0/1
を実施。 
【指標「計画表」D4-3-2:シラバスに基づいた講義の実
施】 
【指標①③】 
【指標「非常勤講師の説明会」（資料】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] シラバス作成ガイドラインに従い、授業の内容、到達目標、授業方法、授業計画、成績評価方法等必要な項目を
明記したシラバスを作成するよう周知徹底する。 

[2-2] 授業内容・方法が明記されたシラバスと講義実施状況の検証を、学生による「授業評価アンケート」や「講義実
施達成度調査」などを通して実施する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価の視点を設定するとともに、評価方
法・基準をシラバスに明記し、それに従った成績・単位認定評価を行う。 

[3-2] 講義や実習の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の
実質化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調
査（事前・事後学習の記載状況）（全学） 

②学生による授業評価アンケート（全学） 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調
査（事前・事後学習の記載状況）（全学） 

② 学 生 に よ る 学 修 時 間 の 申 告 調 査 や
e-learning 等を用いた学修時間の計測（全
学） 

③学生による授業評価アンケート（全学） 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 授業形態に合わせて評価の多様化
を図り、それをシラバスに明記するよ
うにする。その評価方法を成績に反映
し、学生による「授業評価アンケート」
の結果によって検証する。 

授業形態に合わせて多様化
を評価と、シラバスに明記し
た。評価方法を成績に反映し
た。教職科目については、厳
密なる評価をおこなうことを
再確認にした。 

現状分析を 2/3 実施。検証を 1/1 を実施。
達成 0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-3:適切な成績・単位認
定評価】 
【指標②】 
【指標「単位の厳格化について」】 
【指標「非常勤講師への講義のお願い」】 

[3-2] 授業形態に合わせて学習指導の充
実のために、学習時間の確保ができて
いるか、単位の実質化を図る方針を学
生に周知を図る。学生による「授業評
価アンケート」とその結果を検証する
とともに、学習時間の確保に努める。 

学習時間の確保と単位の実
質化を図る方針を学生に周知
し、学習時間の確保に努めた。 

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/2 を実施。
達成 0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-3:単位の実質化を図る
教育方法、学修指導】 
【指標③】 

2017
年度 

年次計画内容 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価の視点を設定するとともに、評価方法・基準をシラバスに明記すること、およ
び、それに従った成績・単位認定評価を行うことを周知徹底する。また、その結果を学生による「授業評価アンケー
ト」や成績などによって検証する。 

[3-2] 講義や実習の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図ることができる教育方法、学
修指導を行うよう奨励する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との関連性を検証しつつ、教育目標の達成状
況を把握するための指標を検討し適用する。 

[4-2] 教育の充実と学習成果の向上のために、教育内容・方法等について研
究会等を通じて組織的な取り組みを行う。 

[4-1、4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成（全学） 
②入学年度別単位修得状況分布・推移（全学） 
③入学年度別 GPA 分布・推移（全学） 
④入学年度別学位授与状況（全学） 
⑤学部・学科 FD、FD 研究会等実施状況（全学） 
⑥「はぐくみ」への記入 
⑦自己評価シート 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 専門に関する基礎知識、豊かな
人間性、他者との協力やコミュニケ
ーション能力、教育実践や課題探求
など、学科の教育目標の達成度を教
職カルテなどの自己評価システムを
運用し、教員がチェックしていく体
制を構築する。 

教育目標の達成度を教職カ
ルテなどの自己評価システム
を運用した。また基礎能力の
不足する学生への対処を全員
で共有し、対処をした。 

現状分析を 1/2 実施。検証を 1/2 を実施。達成
0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-4:教育目標の達成状況を把
握するための指標の適用】 
【指標③】 
【指標「卒業率・進級率推移表」】 
【指標「コミュニケーション記録登録件数」】 
【指標「こども発達学科 FD」報告】 
【指標「教職課程履修カルテ」※現物提出】 

[4-2] GPA の分布や推移に注意し、学
科全学年の学生についての教育効果
などについて話し合う場を継続的に
設け、意見交換する。 

学科全学年の学生について
の教育効果などについて話し
合う場を継続的に設け、意見
交換を行った。 

現状分析を 2/4 実施。検証を 1/1 を実施。達成
0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-3-4:教育内容・方法等につい
ての組織的な取り組み】 
【指標③】 
【指標「卒業率・進級率推移表」】 
【指標「コミュニケーション記録登録件数」】 

2017 年次計画内容 
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年度 [4-1] 教育目標と学位授与方針との関連性を教職カルテなどの自己評価システムの運用と教員によるチェック体制で検
証し、教育目標の達成状況を把握するための指標を検討する。 

[4-2] 教育の充実と学習成果の向上のために、教育内容・方法等について、研究会や情報交換の場、学科会議の FD 等で
組織的に検討する取り組みを行う。 

 

 

（８）法学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 授業参観による自己研修、教員協議会における意見交換を通じて、授業方法

および演習運営の工夫・改善を図る。 
[1-2] 授業理解度および出席率の低い学生に対し、個別面談を実施して学習方法を

指導することで、講義への継続的出席を促す。 
[1-3] 学生が法の理念や解釈に関する知識を修得し、かつ将来の進路のために努力

する姿勢を確立するため、法学検定試験ベーシックコースに合格させる。 

[1-1,1-2,1-3 共通] 
①学生による授業評価アンケート 
②入学年度別ＧＰＡ分布 
③学部専門講義科目出席統計 
④法学検定試験ベーシックコース合格率 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  授業参観期間を今年度も設定
し、教員が他の教員の講義を直接参
観することで、教授方法の工夫や学
生の反応などを体感できるように
したい。 

例年同様、前期・後期とも、授業参
加期間を約１ヶ月間設定し、各教員が
他の教員の日常の講義を直接参観す
ることで、当該他の教員において工夫
等されている教授方法や学生の反応
などを体感できるようにした。 

学生による授業評価アンケートの結果
や、専門講義科目の出席統計をみるかぎ
り、各教員が工夫等を重ねていることがう
かがわれ、授業改善効果があがっているも
のと思われる。 

[1-2]  情報ポータル活用による学生
情報（出席状況、収得単位、学生状
況等）の担任教員と教務課職員との
共有の促進を図り、問題学生の早期
発見、担任教員との連携した対応を
促進する。 

各教員がゼミ生と随時面談し、留年
生等については担任教員が ５月と
１０月に一斉面談を行い、その結果を
「はぐくみ」に記入して情報を共有し
た。 

学生による授業評価アンケートの結果
や、専門講義科目の出席統計をみるかぎ
り、各教員が工夫等を重ねていることがう
かがわれ、授業改善効果があがっているも
のと思われる。 

[1-3]  法学検定試験合格者と不合格
者の各々について、「法学スキル基
礎」の出席率を測り、試験対策授業
の内外で必要な対策があるかどう
かを探る。また法学検定ベーシック
の合格率を高めるよう努める。 

  公務員志望学生の増加に対応し、
英語、数学等の学力調査を実施し、
その克服のための施策を実施する。 

法学スキル基礎の出席率と定期試
験結果、および授業評価を踏まえ、法
学スキル応用の授業について、６名の
担当教員が統一的な方式で行うこと
とし、各回に確認テストをすること
で、法学検定試験ベーシックの合格率
向上に努めた。 

法学検定試験ベーシックについては、受
験者 119 名中 71 名が合格し、合格率は
60.0％となり、全国平均の 60.6％に近づ
いた。 

201
7年
度 

[1-1] かねてより設けられている授業参観期間を今年度も設定し、授業方法がどのように工夫されているかを見て、自
己の授業において改善することができるようにする。 

[1-2] 情報ポータルを積極的に活用すべきことをすべての教員に対して周知し、文書のみで説明できない内容について
は口頭で教員及び教育支援課職員に周知し、問題のある学生を早期に発見し、情報の共有を図る。 

[1-3] 法解釈学の基礎は１年次の必修科目及び基礎ゼミナールで習得することを前提として、法律知識の定着度合いを
測る指標の１つとして法学検定試験を受験させる。また、そのための対策授業である「法学スキル（基礎・応用）」を
実施し、合格率の向上に努める。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業のねらい、到達目標、授業の進め方に関し、明確かつ具体的な記述がなされ
ているか、教務委員会で点検する 

[2-2] 授業の進め方、学生の時間外学習等に関し、どのような成果と課題があるか、教
員協議会における意見交換にて確認する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス第三者点検にて修正依頼
をした科目数 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 学部コア科目を中心に、シラバス
を点検する。 

時間外学習および学習上の助言が、
シラバスに明記されているか確認し、
学生へのフィードバックを行った。 

時間外学習および学習上の助言が
明記されていないシラバスは、2 科目
であった。 

[2-2] 学生の授業時間外学習につき、ど
のような工夫があり得るか、各教員に
おける取組みの調査など、研究を進め
たい。 

学生に授業時間外学習を促すべく、
各教員においてどのような取組みがさ
れているか、教員協議会において確認
することはできなかった。 

学生の授業時間外学習について、
各科目においてシラバスに明記され
ているものの、実際にどう学習され
ているかは、十分には確認できてい
ない。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 学部コア科目を中心に、シラバスを点検する。 
[2-2] 90 分一コマ以外における学生の学習行動を多面的に把握する。積極的・能動的な予復習を招来する具体
的な工夫を、FD の推進と並行して検討する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 
①科目展開の特性を踏まえた評価方法・評価基準をシラバスに明記する。 
②シラバスに明記した評価方法・評価基準に従って評価を行う。 
[3-2] 
①事前・事後学習の必要性および目処をシラバスに明記する。 
②学生の学習時間を確保することを目的に適切な教育指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（成績評価方法の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 

[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（事前・事後学習の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
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③学生による申告調査を通じて計測し
た学習時間 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 
①授業評価アンケートへのレスポンスを通
じたフィードバックともあわせ、シラバ
スに基づく授業展開を徹底 

① 績評価および単位認定の内容を充実さ
せる。 

①毎回の教授会において、コア科
目、基礎・専門ゼミナール等で
の学生の学修状況を報告する。 

②教務委員会報告において全教
員の成績評価・単位認定状況を
周知し、適切な成績評価につい
て検討する。 

①毎回の教授会時に１０分 FD を設け、
コア科目、基礎・専門ゼミナール等
での学生の学修状況を共有し、適切
な指導を追求してきた。 

②全教員の成績評価状況の共有は各セ
メスターにおいて実施している。 

[3-2] 
①事前・事後学習における学修の位置づけ
を明確化し、各種指導を通じて学生に対
し予復習の徹底を図る。授業評価アンケ
ートの双方向的活用を推進する。 

② はぐくみ」による出席状況、単位修得状
況等の担任教員による適宜把握を促す。 

① 業における到達目標の明示、
それに基づく課題提出や到達
度確認などの工夫する。コメ
ントペーパーなどを活用し、
学生の習熟度を確認する。 

② 「はぐくみ」の利用について、
教授会にて広報した。 

①講義期間中の確認テストやレポート   
 提出などを求めるなど教員個々には  
 工夫が見られるが、事前事後学習の  
 位置づけを明確化したというところ 
 までは到達していない。 
②「はぐくみ」には、ほぼすべての学  
 生について記載がなされている。 

2017
年度 

年次計画内容 

[3-1] シラバスに基づく授業展開を徹底する。成績評価や単位認定に大きなバラツキがみられないかを検証する。 
[3-2] 事前・事後学習における学修の位置づけを明確化し、各種指導を通じて学生に対し予復習の徹底を図る。授業評
価アンケートへのレスポンスを通じたフィードバックないし双方向的活用に取り組む。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との連関性を検証する。 

②教育目標達成状況を測定する指標の開発を検討する。 

[4-2] 
①学部内・学部間 FD 等を通じて教育内容・方法の組織的改善に取り組む。 
②FD のフィードバックを踏まえ、教育効果の継続的向上に努める。 

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の検討状況 
②入学年度別単位修得状況・GPA 分布 
③入学年度別学位授与・進路決定状況 
④優秀学生表彰、学生論文顕彰、学生論集
発行状況 

⑤授業参観、FD 等実施状況 
⑥教員協議会開催状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 
①コース別を含めた入学年度ごと
の単位修得状況を多角的に把握
し、特待入試学生・成績優秀学生
のトップアップおよび要指導学
生の掘り起こしに取り組む。 

②教育目標達成状況測定指標につ
いて、全学的な取り組みに基づき
つつ検討する。 

[4-1]  
①2014 年度入学生では、アドバンスト
コースの成績が高い水準で推移して
おり、トップアップの役割を果たし
ていることが確認できる。しかし
2015年度入学生においてはアドバン
ストコースの成績が二極化してお
り、ボトムアップ面で課題を残して
いる。2016 年度入学生も含めた 3コ
ースの選択状況をみると、CUP コー
スが常に 1、2 を争う人気コースとな
っており、また成績面でも他のコー
スに遜色ない。成績優秀学生への具
体的な指導・支援内容については検
討の入り口にある。 

②全学教務レベルでは指標開発にはい
まだ至っていない。次年度が新カリ
キュラムの完成年度であるので、卒
業・就職・資格取得などを総合的に
勘案した達成度の評価を次年度以降
おこなう。 

達成状況 
コース・年次別取得単位（平均）は以下の
とおり： 
新 4年生 
アドバンスト 114 単位 
スタンダード  94 単位 
CUP      107 単位 
新 3年生 
アドバンスト  62 単位 
スタンダード  75 単位 
CUP       76 単位 
新 2年生 
アドバンスト  37 単位 
スタンダード  36 単位 
CUP      40 単位 

[4-2] 学部内外でのＦＤ活動への
取組みを進めるとともに、ＦＤを
テーマとする教員協議会を開催
し、教員間の意見交換の場を設け
たい。 

例年同様、前期・後期とも授業参加
期間を約１ヶ月間設定し、他学部教員
に向けても参観を可能とした。また、
学科長が全学のＦＤ委員として、全学
のＦＤ委員会に出席し、学内外でのＦ
Ｄ活動の情報収集等に努めた。 

授業参観期間は設定したものの、他学部
教員からの参観はなかった。ＦＤをテーマ
とする教員協議会を、ほぼ毎月、短時間で
はあるが開催することができた。 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] コース別を含めた入学年度ごとの単位修得状況を多角的に把握し、特待入試学生・成績優秀学生のトップアップ、
学生全体のボトムアップおよび要指導学生の掘り起こしに取り組む。 

[4-2] 10 分 FD を中心に学部内のディベロップメントに取り組む。あわせて、学内の FD 関連事業への教員の
参加、学外での FD 関連の催しへの教員の派遣などに取り組む。教員協議会を開催し、教員間の意見交換の場
を設ける。 

 

 

（９）社会情報学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の実施を検証する。 
[1-2] 学習指導を充実させるとともに、本学の新しい学習環境を活用して、学生の講
義への主体的参加を促す授業方法を行う。 

[1-1,1-2 共通] 
①講義形態ごとの授業科目のリスト 
②授業形態の適切さについての教員の
評価、特に新しい学習環境での授業
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実施についての教員の評価および学
生の感想 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 授業形態の編成を再度確認す
る。 

講義に適切な形態で授業が行われ
た。 

①演習科目 6 科目、実習や演習を主体
とする科目 43 科目、講義を主体とす
る科目 29 科目【履修要項：社会情報
学部授業科目一覧表：資料 6】 

②新しい学習環境にふさわしい教授法
の工夫がなされた。 

[1-2] 学部の授業において新しい学習
環境の活用を進める。 

新しい学習環境を活用とした授業
が行われた。それにふさわしい教授法
の工夫がなされた。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 授業の内容、到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な

事項を明記したシラバスを作成する。 
[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査 

②教員によるシラバスに基づいた講義実
施状況達成度調査 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバスについて再度確認する。 適切なシラバスを作成した。 [2-1,2-2 共通] 

①シラバス作成ガイドラインと一致して
いる 

②シラバスに基づいた講義が実施された 

[2-2] 授業内容とシラバスとの整合性
ついて各担当者が確認する。 

シラバスを基準とした授業を各
担当者が行った。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシラ

バスに明記し、それに従った評価を行う。 
[3-2] 単位の実質化を図ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（成績評価方法の記載状況） 

 [3-2] 
① 成績評価の分布 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] シラバスにおける評価方法の記
載について再度確認する。 

[3-1] 適切なシラバスを作成した。 [3-1] 
①シラバス作成ガイドラインと一致し
ている。 

[3-2] 成績評価の分布を再度確認する。 [3-2] 適切に成績を評価した。 [3-2] 成績評価の分布【専門全科目の成
績評価の秀優良可不可の各比率：資料 7】 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
教育効果を上げるために、教育内容・方法について、研究会を通じて情報を交

換し、組織的な改善の取り組みを行い、さらなる教育成果の向上を図る。 
①単位修得状況分布・推移 
②GPA 分布・推移 
③学位授与状況 
④学部研究会等実施状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
学部教授会や学部運営会議で教

育効果改善の試みについて検討す
る。 

「10 分間 FD」のなかで、教育内
容・方法についての検討が行われた。 

①修得単位数、4 年生以上（120 単位以上
86.11％、120 単位未満 13.89％）。 

②【資料 8】 
③2013 年度以前入学の在校生 38 名（内 2013
年度入学生 31 名）中、2 年次留年 5 名（内
2013 年度入学生 1 名）、学位授与対象者 35
名（内 2013 年度入学生 28 名）、卒業延期
5 名（内 2013 年度入学生 0 名）、学位取得
者 30 名（内 2013 年度入学生 28 名）。学位
授与対象者を分母とした学位授与率
85.7％（内 2013 年度入学生 100％）。 

 

 

（10）大学院法学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習・実験等)の適切性を検証する。 
[1-2] 研究指導計画に基づき、学位論文作成に向けて適切な研究指導を行う。 

[1-1] 
①シラバス 
②学生による授業評価アンケート 
③単位修得・GPA 分布状況 
[1-2] 
①修士論文作成スケジュール（便覧） 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 2015 年度に引き続き、教育目標
の達成に向けた授業形態(講義・演習)
の適切性を検証する。 

[1-1] シラバスや院生アンケートの結
果をみるかぎり、教育目標の達成の向
けて適切な授業形態（講義ないし演習）
が取られているものと思われる。 

シラバス 

[1-2] 2015 年度に引き続き、研究指導
についてアンケートで院生の感想・
意見を集約し、必要に応じて研究指
導計画に反映させる。 

[1-2] 本研究科独自の「研究と研究環境
に関するアンケート調査」を２月に実
施した。その結果に加えて、事務窓口
に寄せられた要望等を集約し、可能な
範囲で研究指導計画に反映した。 

[1-2]「研究と研究環境に関するアン
ケート調査」 



４.教育内容・方法・成果 
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2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 2016 年度に引き続き、教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習)の適切性を検証する。 
[1-2] 2016 年度に引き続き、研究指導についてアンケートで院生の感想・意見を集約し、必要に応じて研究指導計画
に反映させる。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] シラバス作成ガイドラインに基づいて、授業の目的、到達目標、授業内容・方法、
授業計画、成績評価方法等必要な事項を明記した統一的なシラバスを作成し、公表す
る。 

[2-2] シラバスと実際の授業展開との整合性を恒常的に検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一
致度調査 

②教員によるシラバスに基づいた講
義実施状況達成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 
①2015 年度に引き続き、大学基準協会の
指摘に従い、精粗のないシラバスを作
成する。 

②2015 年度に引き続き、シラバス作成ガ
イドラインに基づきシラバスに必要事
項が明記されているか、運営会議で点
検する。 

[2-1] 
①大学基準協会の指摘にしたがい、教
員は精粗がほぼないように、シラバ
スを作成した。 

②シラバス作成ガイドラインに基づ
き、必要事項が記載されているかど
うか、運営会議で点検した。 

①シラバス作成ガイドラインに沿っ
ているかどうかを、運営会議で点
検した。 

②教員によるシラバスに基づいた講
義実施状況達成度調査は、実施で
きなかった。 

[2-2] 2015 年度に引き続き、シラバスと
実際の授業展開との整合性を院生によ
る授業評価アンケートで検証する。 

[2-2] 院生による授業評価アンケー
トの質問項目について検討したが、
改定の必要性を認めなかった。 

 院生による授業評価アンケート 

2017
年度 

年次計画内容 

[2-1] 
①2016 年度に引き続き、大学基準協会の指摘に従い、精粗のないシラバスを作成する。 
②2016 年度に引き続き、シラバス作成ガイドラインに基づきシラバスに必要事項が明記されているか、運営会議で点
検する。 

[2-2] 2016 年度に引き続き、シラバスと実際の授業展開との整合性を院生による授業評価アンケートで検証する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特性に応じて多面的な評価を採用するとともに、成績評価方法・基準を
シラバスに明記し、それに従って成績評価と単位認定を行う。 

[3-2] 授業の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図る
ことができる教育方法、学修指導を模索し、実施する。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（成績評価方法の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致
度調査（事前・事後学習の記載状況） 

②学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 2015 年度に引き続き、シラバス
に明記された成績評価方法・基準に従
って成績評価と単位認定を行う。 

[3-1] シラバスに明記された成績
評価方法・基準に従って、単位認定
されている。 

 院生からの問題の指摘などは聞こえ
ていない。 

[3-2] 2015 年度に引き続き、事前・事
後学習を促す教育方法、学習指導につ
いて検討する。 

[3-2] 事前・事後学習を促す教育方
法、学習指導について、検討するに
はいたらなかった。 

 

2017
年度 

年次計画内容 

[3-1] 2016 年度に引き続き、シラバスに明記された成績評価方法・基準に従って成績評価と単位認定を行う。 

[3-2] 2016 年度に引き続き、事前・事後学習を促す教育方法、学習指導について検討する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との整合性を検証しつつ、教育目標の達成状況を測定す
る指標を検討・作成し、その指標を適用する。 

[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等を通じて教育内容・方法の改善の組織的な取り
組みを行う。 

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成 
②単位修得・GPA 分布状況 
③学位授与状況 
④修了生進路状況 
⑤研究科 FD、FD 研究会等実施状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との整合性を
検証する。 

②上記の検証に基づき、教育目標の達成
状況を測定する指標を検討する。 

[4-1] 
 学位授与方針を新年度に向けて改定
したが、教育目標については検討でき
なかった。 

 

[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等
を通じて教育内容・方法の改善の組織
的な取り組みのあり方について検討
する。 

[4-2] 新年度、ＦＤに関する意見交流
会を実施すべく、検討を進めている。 

 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] 
①教育目標と学位授与方針との整合性を検証する。 
②上記の検証に基づき、教育目標の達成状況を測定する指標を検討する。 



４.教育内容・方法・成果 
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[4-2] 教育効果を上げるために、FD 等を通じて教育内容・方法の改善の組織的な取り組みのあり方について検討する。 

 

 

（11）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 各学年定員 10 名の少人数教育に適切な授業評価調査方法を運営会議において継続
的に検討する。 

[1-2] 事例検討を通じて学習する機会を維持する。 
[1-3] 専門科目によっては道内に適切な講師がいない現状を踏まえ、道外からの優秀な非
常勤講師の確保に努める。 

[1-4] 心理臨床センターは臨床心理士指定大学院として必須の実習教育施設であり、その
運営を適切に維持し継続する 

[1-1] 
①研究科委員会議題(ワーキンググ
ループ･運営会議からの報告･審
議)  

[1-2] 
①特別事例検討会実施状況 
[1-3] 
①道外非常勤講師数 
②道外非常勤講師旅費･滞在費 
[1-4] 
①心理臨床センター相談室員数・運
営日数ならびに時間数等 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 適切な授業評価方法を検討し､
匿名での投書形式などを含めて探索
的に実施する。 

計画に沿って投書形式での実施を検討
したが、その後、全学的に実施されてき
た授業評価アンケートを大学院でも実施
することになり、履修者が 5 名以上の科
目を中心にアンケート調査を実施した。 

① 達成 

[1-2] 事例検討会を企画し実施する。 計画に沿って遂行した。 ① 達成(心理臨床センター運営会議
議事録･資料) 

[1-3] 科目適合性の高い教員を道内で
検討しつつ、道外からの適確な教員
の確保を行う。 

計画に沿って遂行した。 
道内では適格者が得られない科目につ

いて、道外からの非常勤講師の出張旅費
の制限に基づいて 1 名の確保を行った。 

① 達成 

[1-4] 相談室員の実働状況を把握し、
心理臨床センターの維持･運営に問
題がないかを引き続き確認する。 

計画に沿って遂行した。 
毎月定例開催される心理臨床センター

運営会議において状況確認を行った。 

① 達成 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 全学的にアンケート方式での授業評価が実施されたが、必ずしも匿名性が保たれない事情が確認されたため、あ
らためて適切な授業評価方法を検討し探索的に実施する。 

[1-2] 事例検討会を企画し実施する。 

[1-3] 科目適合性の高い教員を道内で検討しつつ、道外からの適確な教員の確保を行う。 
[1-4] 相談室員の実働状況を把握し、心理臨床センターの維持･運営に問題がないかを引き続き確認する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 適切なシラバスを作成し、履修状況･学習状況に基づいて適切な柔軟性を維持し
ながら授業を展開する。 

[2-2] 実習科目に関わる指導では専任教員を含め有能なスーパーバイザーを確保する。 

[2-1]①シラバス 
[2-2]①スーパーバイザー名簿リスト 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバス作成基準に則って作成
を行い、少人数教員である特徴を生
かして、柔軟な対応をとりつつ授業
を展開する。 

計画に沿って遂行した。 
シラバスの記載方法･内容と第三者に

よるチェック体制が全学的に整備され
たため、それに即して実施した。また、
少人数教育のメリットを生かして必要
に応じて柔軟な授業展開を行った。 

① 達成 

[2-2] 有能な外部スーパーバイザーを
引き続き確保する。 

計画に沿って遂行した。 
有能な外部スーパーバイザー(SV)を

確保しているが、特殊なケースなどへの
対応のため、今後も引き続き確保する必
要が指摘された。 

① 達成 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1]シラバス作成基準に則って作成を行い、少人数教員である特徴を生かして、柔軟な対応をとりつつ授業を展開する。 
[2-2]有能な外部スーパーバイザーを引き続き確保する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 適切な成績評価を行い、院生に対する説明責任が伴うことを継続的に確認する。 ①成績表 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] 不合格者の出た科目について､研
究科運営会議ないし研究科委員会で理
由･状況の確認を行う。 

計画に沿って遂行した。 
必修科目での成績が低い院生を把握

し、そうした院生に対して個別指導を
実施して対応した。 

① 達成 

2017
年度 

年次計画内容 
[3-1] 不合格者の出た科目について､研究科運営会議ないし研究科委員会で理由･状況の確認を行う。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 回答の匿名性を保ちながら定員 10 名の少人数教育に適した授業評価アンケートの
実施方法を検討する。 

①授業評価アンケート(試案を含
む) 
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2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 匿名のアンケート方式などの
有効性を調べるため、引き続き探索
的に実施する。 

全学的に実施されている授業評価アンケ
ートが研究科科目にも拡大されて実施され
た。少人数教育でのアンケート形式による調
査の妥当性について、運営会議において引き
続いて検討を行った。 

① 実施 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] 匿名のアンケート方式などの有効性を調べるため、引き続き探索的に実施する。 

 

 

（12）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標の達成に向けた授業形態(講義・演習等)を検討し、実施する。 
[1-2] 演習を中心として、院生の修論作成に向けた指導体制を実施、検証する。 

 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] カリキュラム内容の見直しとと
もに現在の講義のあり方を検討し、改
善の必要な点があれば改善に向けて
検討する。 

カリキュラムの見直しをおこなった。
フィールドワークを取り入れる科目を
つくったがそれ以外に講義内容の検討
はできなかった。 

 

[1-2] 指導教員の演習による指導の他
に、修士論文の中間報告会、報告会、
リサーチペーパーの報告会を行い、修
士論文の作成の指導を行う。 

修士論文の中間報告会、報告会、リサ
ーチペーパーの報告会を行い、修士論文
の作成の指導を行った。 

 

2017
年度 

年次計画内容 

[1-1] 現在の講義のあり方を検討し、改善の必要な点があれば改善に向けて検討する。 
[1-2] 指導教員の演習による指導の他に、修士論文の中間報告会、報告会、リサーチペーパーの報告会を行い、修士論
文の作成の指導を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 到達目標、授業内容・方法、授業計画、成績評価方法等必要な事項を

明記したシラバスを作成する。 
[2-2] 授業内容・方法とシラバスとの整合性を検証し、維持する。 

[2-1,2-2 共通] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度調査 
②教員によるシラバスに基づいた講義実施状
況達成度調査 

③学生による授業評価アンケート 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] シラバスの概要について説
明書を配布し、適切なシラバスを
作成することを教員に要請する。 

適切なシラバスの作成を教員
に要請した。 

①シラバス作成ガイドラインと一致している。 
②授業評価アンケートはおこなわなかったが、
大学院生に大学院に関するアンケート調査
をおこない、その中で講義の全体的な評価を
尋ねている。 

[2-2] シラバスに必要事項が記載
されているかどうか、整合性がと
れているかどうかを検証する。 

シラバスの検証を行った。  

2017
年度 

年次計画内容 

[2-1] シラバスの概要について説明書を配布し、適切なシラバスを作成することを教員に要請する。 
[2-2] シラバスに必要事項が記載されているかどうか、整合性がとれているかどうかを検証する。 

 

中期計画【計画３】（目標３に対応する計画） 達成度評価指標【指標３】 
[3-1] 科目の特質に応じて多面的な評価を採用するとともに、評価方法・基準をシ
ラバスに明記し、それに従った評価を行う。 

[3-2] 講義の事前・事後学習も含めて学生の学修時間を確保し、単位の実質化を図
ることができる教育方法、学修指導を行う。 

[3-1] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（成績評価方法の記載状況） 

②院生によるアンケート 
[3-2] 
①シラバス作成ガイドラインとの一致度
調査（事前・事後学習の記載状況） 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[3-1] シラバスに評価方法・基準を明
記する。講義の特質に応じた評価を
行う。 

シラバスに評価方法・基準を明記
させた。 

①シラバス作成ガイドラインと一致して
いる。 

②院生アンケートは行った。 
[3-2] シラバスや講義などで事前・事
後学習をするように指導する。 

シラバスで事前・事後学習をする
ような記述をするように教員に要
請した。 

①シラバス作成ガイドラインと一致して
いる。 

②院生アンケートは行った。 
2017
年度 

年次計画内容 
[3-1]  シラバスに評価方法・基準を明記する。講義の特質に応じた評価を行う。 
[3-2]  シラバスや講義などで事前・事後学習をするように指導する。 

 

中期計画【計画４】（目標４に対応する計画） 達成度評価指標【指標４】 
[4-1] 教育目標と学位授与方針との連関性の検証と並行し、修士論文や単位取得の状

況、進路状況等をみて教育目標の達成状況を検証する。 
[4-2] 教育効果を上げるために、教育内容・方法について、組織的な改善の取り組み

を行い、さらなる教育成果の向上を図る。 

[4-1,4-2 共通] 
①教育目標達成状況測定指標の作成 
②入学年度別単位修得状況分布・推移 
③進路決定状況 
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2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[4-1] 修士論文や単位取得の状況、進
路状況等をみて教育目標の達成状況
を検証する。 

修士論文の内容から見て教育目標
は達成されている。 

①教育目標達成状況測定指標は検討中
である。 

②院生の単位取得状況は良好である。 
③今年度は社会人除く修了生は 1 名で
あり、その 1 名については研究と関
連する分野への就職活動をおこなっ
ている。 

[4-2] 大学院生に対するアンケート調
査の中に講義に対する項目を設け、
その結果を講義などに反映させる。 

アンケートの項目の中に講義に関
連する科目をいれて、調査をおこなっ
た。回収率が低い点、項目の内容につ
いては今後の検討が必要である。 

 

2017
年度 

年次計画内容 
[4-1] 修士論文や単位取得の状況、進路状況等をみて教育目標の達成状況を検証する。 

[4-2] 大学院生の講義に対する要望、意見等を調査し、今後の講義に反映させる。 
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４－４．成果 

中期目標 
【目標１】教育目標に基づいた人材を育成する。 
【目標２】学位授与方針に基づいた能力を育成し、適切に学位授与を行う。 

（１）全学教務委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標

を開発し適用する。
[1-2] 各学部学科が実施する、学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評

価、卒業生評価）を支援する。

[1-1]
①入学年度別 GPA 分布・推移
②進路決定状況（業種別等を含む）
③資格等取得状況
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率
[1-2] 
①学生満足度調査
②卒業生満足度調査

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教学 IR のデータの分析
を継続的に行う。

教学 IR 専門部会から、1～2 年次
の行動調査結果が出された。

達成度 75%
中期目標を検証するための【指標】について、

次年度見直しも含めて検討したい。なお、2016
年度は以下の資料をもとに検証を行った。
①１～２年次意識調査結果

[1-2] 教学 IR と学生の卒業時
のデータや、卒後のアンケー
トデータとの関連性を検証す
る。

分析結果については、今年度の検
証は完全になされていないが、次年
度検証作業に入る。

達成度 0％
IR 専門部会の報告による。就職委員会と連携

し、卒業時および卒業後数年間を経過した後のア
ンケートの実施について検討を開始したい。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 学部、学科の教育目標に従い、各科目の「授業のねらい」「履修者が到達すべき目標」を設定する。同時に「成績
評価方法」を「履修者が到達すべき目標」への到達度を測定するものにする。

[1-2] 「学力の三要素」「社会人基礎力」「国語力」などの基礎学力やジェネリックスキルの獲得がどのように目指され
ているかを明確にする。

[1-3] 入試成績、入学前学習等の入学前の情報から、初年次教育、専門教育に至る情報の連関、さらには進路情報、資
格取得情報との連関を探るべく、教学 IR を活用する。その成果を教育目標、教育方法の適正化に活かす。 

（２）教職課程委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] ４年間の切れ目のない指導体制を確立し、教職に対する意識･態度を身につけ、教

育実践的知識・スキルを十分に習得するような指導方法の工夫に努める。 
[1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改善を行う。
[1-3] 地域社会の要請に応えて、新たな免許教科開設の可能性を検討する。 

[1-1]
①教職資格登録状況
②教育実習を行った学生の人数
③教育職員免許取得者数
[1-2] 
①教員採用状況・推移
②教員採用状況（期限付き）

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] ４年間の切れ目のない指導を行
い、教職に関する十分な知識、技能を
身につけさせる。

(１)学部教授会と協力し教職課程カリキ 
ュラムの編成と検証を行う。

(２)教職課程履修カルテを活用して教科 
教育法、教職特講及び教職実践演習を
軸とする４年間の継続した指導を行
う。

(３)小学校、中・高等学校及び特別支援学 
校の教職課程履修及び免許取得に向
けたガイダンスを各学年に応じて実
施する。

(４)教職特講、教育実習事前・事後指導等 
に学外の現職教員等の協力を得て実
践的に行う。また、授業見学などを積
極的に取り入れる。

(５)全教育実習生に対する訪問指導を学 
部ゼミ教員の協力を得て実施する。

(６)教職課程に関するＦＤ活動を推進し、 
『SGU 教師教育研究』の充実を図る。 

(７)教職課程に係る教員養成の目標、組 
織、研究業績、授業科目及び卒業者の
状況等について情報を公表する。

[1-1] 各学年、免許教科毎にガイダン
ス・個別指導を行い教職に関する知
識、技能の取得を図った。

(１)教職課程委員及び教職課程担当教 
務委員による教職課程委員会は、
学部教授会と協力し教職課程カリ
キュラムの編成を行った。

(２)教職課程履修カルテを活用して教 
科教育法、教職特講及び教職実践
演習を軸とする指導を行った。

(３)小学校、中・高等学校及び特別支 
援学校の教職課程履修及び免許取
得に向けたガイダンスを各学年に
応じて実施した。

(４)教職特講、教育実習事前・事後指 
導等において予算の範囲で学外の
現職教員等の協力を得てより実践
的に行った。また、教職特講（英
語）において大学バスを使って中
学校の授業見学を行った。

(５)全教育実習生に対する訪問指導 
を、学部ゼミ教員の協力を得て実
施した。

(６)『SGU 教師教育研究第 31 号』を 
発行した。

(７)教職課程に係る教員養成の目標、 
組織、研究業績、授業科目及び卒
業者の状況等についてホームペー

①教職資格登録状況
教職課程新規登録者は、2015 年度
67 名で大幅に落ち込んだが、2016
年度は 92 名と少し改善した。

②教育実習を行った学生の人数
小学校 24 名、特別支援学校 46 名、
中学（社会）7 名、中学（英語）6
名、高校（商業）1 名、（地歴）3
名、（公民）8 名、（英語）2 名の 99
名であった。

③教育職員免許取得者数
免許の取得者は、実人数 65 名で、
小学校 43 名、特別支援学校 29 名、
中学（社会）11 名、（英語）8 名、
高校（商業）3 名、（地歴）10 名、
（公民）11 名、（英語）7 名、（情
報）1 名、（福祉）1 名、のべ 124
名(免許)であった。
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ジに掲載した。 
[1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改
善を進める。

(１)学科に設置された教職課程の履修に 
加えて複数免許取得の促進を図る。

(２)教職特講等の授業において教員採用 
試験を想定した教科指導、個別・集団
面接等の指導を行う。また、小論文等
の提出書類の添削指導、二次試験対策
指導を実施する。

(３)「教職をめざす学生交流会」、「教育実 
習生交流会」、「教師教育研究協議会」 
等を通じて教員採用試験突破への意
欲を高める。

(４)学生の自主学習、学生指導の場として 
教職課程室の充実と利用促進を図る。 
また、特別支援教育演習室の設置を図
る。

(５)東京アカデミー等の課外講座の活用 
を進める。

(６)札幌市、北海道及び特別支援学校等の 
学校ボランティアに取り組む。

(７)期限付き任用教員及び非常勤講師等 
の採用に関わる情報を提供する。

[1-2] 教員採用実績向上のために次
のような取組みを行った。

(１)2016 年度新規副免登録者として、 
中学社会 2 名、小学校 2 名の履修 
を許可した。

(２)教職特講等の授業において教員採 
用試験を想定した教科指導、個
別・集団面接等の指導を行った。
また、小論文等の提出書類の添削
指導、二次試験対策指導を実施し
た。

(３)「教職をめざす学生交流会」、「教 
育実習生交流会」、「教師教育研究
協議会」等において現職 OB 教員 
等の具体的な指導を受け、教職に
関する認識を深め、教員採用試験
突破への意欲を高めた。

(４)教職課程室の配置資料を随時更新 
した。特別支援教育演習室の設置
について学長に要望書を提出し
た。

(５)東京アカデミー等の課外講座を継 
続して行った。

(６)札幌市、江別市との協定に基づく 
ボランティア派遣を行い援助金を
支出した。また、北海道及び特別
支援学校等の学校ボランティアに
ついて学生に紹介した。

①教員採用状況・推移
・教員採用者は、現役 15 名（小学校、

特別支援学校）、卒業生 37 名（小
学校、特別支援学校、中学校（英
語）、高校（商業））、合計 52 名と
健闘した。特に、卒業生が期限付
き教員等を行いながら頑張ってい
るといえる。

②教員採用状況（期限付き）
2015 年度採用 38 人、2016 年度採
用 24 人であった。

③その他
・英語の副免新規希望者は、再募集
もしたが希望者がいなかった。

・学校ボランティアに、札幌市 9 名、
江別市 10 名が登録した。しかし、
ボランティア実績のない学生も数
名いた。

・教師教育研究協議会は、平日の開
催であったが、ＯＢ教員４５名に
出席いただいた。

(７)期限付き任用教員及び非常勤講師
等の採用に関わるガイダンス・指
導を行った。

[1-3] 地域社会との連携を図り、新たな免
許教科開設の検討を行う。

(１)教員養成制度に関する調査研究を行 
い、学部再編等の動向に対応した免許
教科開設の可能性を検討する。

(２)学部教授会及び申請準備委員会と密 
接な連携をとり免許教科の保持及び
再申請に必要な準備を進める。

(３)免許状更新講習を「札幌圏教職課程コ 
ンソーシアム」と連携して開講する。 

(４)各教育委員会、校長会、全私教協・道 
私教協及び道特支学校教育実習連絡
協等と協力して教職課程の充実・発展
を図る。2015 年度・2016 年度の２年 
間を道私教協事務局校として、その職
責を果たすことに努め、加えて道教委
の依頼による「北海道いじめ問題対策
連絡協議会」への出席や、同じく「教
員育成協議会」（仮称）の創設・運営
などに協力する。

[1-3] 再課程申請及び新たな学部学科
の枠組みに対応した免許のあり方
について検討を開始した。

(１)教員養成制度に関する検討の一環 
として道教育委員会及び札幌市教
育委員会と教員育成指標の策定等
について懇談を行った。
再課程申請について教職課程委員
会及び全学教務委員会において検
討を行った。

(２)人文学部の人間科学科５専攻案 
は、文部科学省との相談の結果不
可となり、心理学部を設置するこ
とになったため、今後の方向性に
ついて検討した。

(３)「札幌圏教職課程コンソーシアム」 
において、2016 年度総括及び 
2017 年度講習の開講について確 
認した。

(４)各教育委員会、校長会、全私教協・ 
道私教協及び道特支学校教育実習
連絡協等の主催する会議に出席し
意見を述べた。
道私教協幹事校会で再課程申請に
ついて検討した。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] ４年間の切れ目のない指導を行い、教職に関する十分な知識、技能を身につけさせる。
(１)学部教授会と協力し教職課程カリキュラムの編成と検証を行う。 
(２)教職課程履修カルテを活用して教科教育法、教職特講及び教職実践演習を軸とする４年間の継続した指導を行う。 
(３)小学校、中・高等学校及び特別支援学校の教職課程履修及び免許取得に向けたガイダンスを各学年に応じて実施す 

る。
(４)教職特講、教育実習事前・事後指導等に学外の現職教員等の協力を得て実践的に行う。また、授業見学などを積極 

的に取り入れる。
(５)全教育実習生に対する訪問指導を学部ゼミ教員の協力を得て実施する。 
(６)教職課程に関するＦＤ活動を推進し、『SGU 教師教育研究』の充実を図る。 
(７)教職課程に係る教員養成の目標、組織、研究業績、授業科目及び卒業者の状況等について情報を公表する。 
[1-2] 教員採用の実績の向上に向けた改善を進める。
(１)学科に設置された教職課程の履修に加えて複数免許取得の促進を図る。 
(２)教職特講等の授業において教員採用試験を想定した教科指導、個別・集団面接等の指導を行う。また、小論文等の 

提出書類の添削指導、二次試験対策指導を実施する。
(３)「教職をめざす学生交流会」、「教育実習生交流会」、「教師教育研究協議会」等を通じて教員採用試験突破への意欲 

を高める。
(４)学生の自主学習、学生指導の場として教職課程室の充実と利用促進を図る。また、特別支援教育演習室の設置を図 

る。
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(５)東京アカデミー等の課外講座の活用を進める。 
(６)札幌市、北海道及び特別支援学校等の学校ボランティアに取り組む。 
(７)期限付き任用教員及び非常勤講師等の採用に関わる情報を提供する。 
[1-3] 地域社会との連携を図り、新たな免許教科開設の検討を行う。 
(１)教員養成制度に関する調査研究を行い、学部再編等の動向に対応した免許教科開設の可能性を検討する。 
(２)学部教授会及び申請準備委員会と密接な連携をとり免許教科の保持及び再申請に必要な準備を進める。 
(３)免許状更新講習を「札幌圏教職課程コンソーシアム」と連携して開講する。 
(４)各教育委員会、校長会、全私教協・道私教協及び道特支学校教育実習連絡協等と協力して教職課程の充実・発展を図

る。 
 
 
（３）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発し

適用する。その際、GPA や資格取得状況、進路決定状況など具体的な数値によって
検証する。 

[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価）を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 
[1-2] 
①学生満足度調査 
②卒業生満足度調査 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 学生の学習成果を測定する方法
について検証を行なう。 

評価指標の開発には至らなかっ
た。 

測定方法についての検証を行うべく、
具体的な検討を行う必要がある。 

[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価
（就職先の評価、卒業生評価）方法等
について検討を行う。 

十分な検討を行うには至らなかっ
た。 

調査実施に向けた、具体的な検討を行
う必要がある。 

2017
年度 

年次計画内容 

[1-1] 学習成果の測定について GPA、取得資格などのデータにより検証する。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価方法についての検討を継続する。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証

する。 
①対照表による評価（4－1 参照） 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果
を評価できる内容であることを継続し
て検証する。 

継続して、検証を行った。 検証を行い、学位授与方針が、教育目
標の成果を評価できる内容であること
を確認した。 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証する。 

 
 
（４）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標を開発

し、適用する。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業後の評価（就職先の評価、卒業生評価）を行う。 
[1-3] 留年者および休・退学者の状況を把握し、教育効果の検証を行う。 
[1-4] キャリア支援課と連携を強めながら学生の進路支援を組織的に行う。 
[1-5] 教育効果を踏まえて、補習・補充学習の必要性を検討する。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
[1-2] 
①学生満足度調査 
②卒業生満足度調査 
[1-3]  
①休退学除籍者数一覧 
②入学年度別学位授与率・４年間卒業率 
[1-4] 
①資格等取得状況 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③内定率・就職率 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 学習成果を測定する評価指標
の検討を行う。 

経済学部では，全開設科目の成績分
布を一覧表にして教授会で確認してい
るが，具体的な評価指標の検討には至
っていない。次年度の課題である。 
 

学習成果を測定する評価指標は開発さ
れていない。 
なお，GPA の分布を作成し，学習効果

を評価する方向を模索する。また成績評
価（素点）や秀・優・良・可・不可の分
布によって学習効果を測定する評価指標
の作成を模索中である。 

[1-2] 卒業アンケートおよび満足度
調査に対して分析をして学生の評
価を検討する。 

調査については報告したものの、検
討は行わなかった。次年度の課題であ
る。 

学生の自己評価、卒業後の評価は集計
したものの、十分な分析は行われていな
い。 

[1-3] 
1)学生の実態を引き続き再確認する。
さらに、厳格な成績評価の観点から
退学や休学に関する課題を検討す

1) 休・退学者の状況を把握し、初年次
教育における出席管理を重点的に強
化することにより、成績評価を向上
させる取り組みを次年度から始める

留年者および休・退学者の状況を踏ま
えて、教育効果の検証は行い、次年度か
ら対策を行うこととした。 
①休退学除籍者数については、近年減少
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る。それと同時に、休・退学者を減
らすために専門科目ならびに教養
科目・全学共通科目の出欠を調査す
る。

2)1)の結果を履修・修学指導に活用
し、学生支援の改善を図る。 

こととした。今年度は、一部科目で
出欠情報の調査を行った。 

2)出欠情報の調査は指導教員の修学指
導には活用されたが、全体的な改善
は行われなかった。

の傾向がある。 
②入学年度別学位授与率・４年間卒業率

は昨年並みとなった。

[1-4]
1）「専門ゼミナール II」や「専門ゼ

ミナール III」において、学生のコ
ミュニケーション力を培うために、
学生の自己分析や自己アピールな
どを支援する。 

2）学生の就業力のアップを図るため
に、学生のエントリーシート作成を
支援するとともに、学部企画を開催
する。

1) 各ゼミナールにおいて、指導教員な
どにより学生の自己分析や自己アピ
ールなどを支援できた。

2) エントリーシートの書き方はキャ
リア支援課で行うことになったた
め、学部企画は行わなかった。なお、
学生が提出し、添削されたエントリ
ーシートは指導教員に配布してい
る。

3 年生ゼミナールを「職業と人生」と
同じ曜日に行い、履修率を上げる、学生
の就職状況をキャリア支援課と連絡を密
にし、正確に把握する、ゼミナールにお
いて学部全体のキャリア教育を実施する
など、キャリア支援課と連携を強めなが
ら学生の進路支援を組織的に行うことが
できた。

[1-5]
1)サポートセンター利用も含めた講
義以外の学習方法について検討す
る。

2)補習授業について検討する（TA(SA)
の活用）。

1)具体的な学習方法は検討していな
い。

2)限られた予算の中で TA の活用方法
を検討したが、今年度は補習授業の
検討の必要はなかった。

教育効果を踏まえて、補習・補充学習
の必要性は引き続き検討している。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 学習成果を測定する評価指標の検討を行う。
[1-2] 卒業アンケートおよび満足度調査に対して分析をして学生の評価を検討する。
[1-3]
1)学生の実態を引き続き再確認する。さらに、厳格な成績評価の観点から退学や休学に関する課題を検討する。それと
同時に、休・退学者を減らすために専門科目の出欠を全科目調査する。

2)1)の結果を履修・修学指導に活用し、学生支援の改善を図る。
[1-4]
1）「専門ゼミナール II」や「専門ゼミナール III、IV」において、学生のコミュニケーション力を培うために、学生の

自己分析や自己アピールなどを支援する。 
2）学生の就業力のアップを図るために、学生のエントリーシート作成を支援するとともに、学部企画を開催する。
[1-5]
1)サポートセンター利用も含めた講義以外の学習方法について検討する。 
2)補習授業について検討する（TA(SA)の活用）。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証
する。

①進路決定状況（業種別等を含む）
②資格等取得状況
③入学年度別学位授与率・４年間卒業率
④卒業論文提出者数

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 卒業論文やゼミナール論文の質
の向上をはかるとともに、卒論発表
会を今年度も実施する。卒論発表会
の参加者をさらに増やすよう検討す
る。

卒業論文については81名が提出し、
そのうち 71 名が報告会で報告した。
教員の呼びかけにより報告する割合
が増えたことから、今後も引き続きこ
の状態を維持したい。

③入学年度別学位授与率・４年間卒業率
は昨年並みとなった。

④卒業論文については 81 名が提出し、そ
のうち 71 名が報告会で報告した。

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 卒業論文やゼミナール論文の質の向上をはかるとともに、卒論発表会を今年度も実施する。卒論発表会の参加率
をさらに増やすよう検討する。 

（５）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学びの成果を点検し評価する（学生の自
己評価を含む）。

[1-2] 教育目標に基づいた人材育成の観点から、卒業後の評価（就職先の評価、
卒業生評価）に関する調査結果を検証する。

[1-1]①意識調査・学修行動調査
②入学年度別 GPA 分布・推移
③学生満足度調査（アンケート）の活用
④入学年度別学位授与率
⑤卒論の最終評価の構成比

[1-2]①進路決定状況（業種別等を含む） 
②資格等取得状況
③卒業生満足度調査の活用

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]
達成度評価指標のいずれかを用い

て、学生の学びの成果を点検し、評
価する。

学びの成果の最も重要な指標の
1 つは学びの集大成である卒業論
文の提出率とその評価である。卒業
論文の提出率と最終評価の年次推
移を取りまとめた。

 今後とも、卒業論文の提出率と最終評価の
データを蓄積していくとともに、未提出と不
合格の理由を明らかにして、未提出者と不合
格者を減らす努力を継続していく。 
【指標「卒論の最終評価の構成比」】 

[1-2]
学科の就職委員は、キャリア支援

課担当職員と日頃から情報共有し、
学科の就職内定状況やその時点での
課題を把握して、学科会議等を通じ
てそれを報告する。

毎月学科会議にて就職委員が学
科の全学生につき、キャリア支援課
の利用状況や就活・内定状況を報告
し、担当教員との情報共有や指導助
言についてのお願いをした。また
「職業と人生Ⅲ・Ⅳ」の履修率が低

内定率は前年同月とほぼ同じであるが、昨
年よりは女子の内定率が上がっている。複数
の内定を得られる学生と、就活そのものから
離脱してしまう学生との二極化が進んでい
るように感じられる。 
【指標「進路決定状況一覧（人間科学科）」（3
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い要因について、H14 学生の志望
傾向や学生個別の困難性について
話し合った。

月末決定）】 

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 学習の集大成である卒業論文の未提出と不合格の理由を明らかにし、未提出者と不合格者を減らす努力を継続す
る。 

[1-2]学科の就職委員は、キャリア支援課担当職員と日頃から情報共有し、就職内定状況やその時点での課題を把握して、
学科会議等を通じてそれを報告する。
また、進路が固まらなかったり学生自身が抱える難しさにより就職活動がままならなかったりするケースに対し、卒
業後の方向性を提示できるような進路支援のあり方を、ゼミ担当者と就職委員を中心に個別に検討する。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して
検証する。

①対照表による評価（4－1 参照）
②資格等取得状況
③入学年度別学位授与率

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]
昨年度に引き続き、卒業論文の指

導および発表会・審査会などをとお
して、学位授与方針に示された諸点
を踏まえた学位の授与を行い、その
成果を学科会議で総括する。

卒業論文の審査にあたっては、ポ
スター発表会（社会、福祉、心理・
教育領域）、口頭発表会（文化領域）
を実施し、その後領域ごとの会議に
おいて評価基準の統一を図りながら
評価を行った。

今年度（前期末および後期末）の卒業論文
の提出者は 103 名、未提出者は 5 名、提出
率は 95.4 パーセントだった。合格者の内訳
は S 評価 6 名、A 評価 25 名、B 評価 46 名、
C 評価 26 名であり、卒業論文は学科の教育
成果を評価する指標としても有効に機能し
ているといえる。4 年生の卒業率は 98.0％だ
った。
【指標③「入学年度別学位授与率・年間卒業
率」「人文学部卒業論文評価一覧」3 月臨時
教授会資料】

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 引き続き、卒業論文の指導および発表会・審査会などをとおして、学位授与方針に示された諸点を踏まえた学位の
授与を行い、その成果を学科会議で総括する。 

（６）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学びの成果を点検し評価する。
[1-2] 教育目標に基づいた人材育成の観点から、卒業後の進路について点検
し評価する。

[1-1, 1-2 共通]
①入学年度別 GPA 分布・推移
②進路決定状況（業種別等を含む）
③資格等取得状況
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率
⑤国際交流活動の参加状況

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 4 年生に対する TOEIC 等
英語検定のスコア、資格等取得
状況、国際交流活動の参加状況
についての調査を継続し、学生
の学びの成果を点検し評価す
る。

今年度も 4 年生に関して TOEIC
等英語検定のスコア、資格等取得
状況、国際交流活動参加状況・進
路決定状況についての調査を継続
し、学生の学びの成果を確認した。 

今年度も 4 年生に関して検討を行った。来年
度も検証を継続し、経年比較のためのデータの
蓄積を進めていきたい。
【指標「2016 年度 10 月学科会議別添資料 英
語英米文 学科外 国 留学奨学 生申込 者 一覧」
「2016年度3月学科会議資料 学位授与式の学
科代表について（4 年生取得単位・GPA 一覧）」
「内定状況」】 

[1-2] 当該年度の卒業生の進路
について、入学時からの修学状
況および進路決定状況に鑑み
た検証を継続する。

キャリア支援課職員と就職委員
が定期的に会い、すべての卒業予
定者の就学状況および進路決定状
況を確認し、入試制度とも照らし
合わせて検証を行った。

学生の進路情報を学科教員で共有し、ゼミ担
任、就職委員、キャリア支援課職員が中心に進
路支援を継続した。一方で、学年によって学生
の気質・進路傾向が異なるため、それに応じた
指導も必要となることが分かった。

【指標「内定状況」】 
2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 今年度も引き続き TOEIC 等英語検定のスコア、資格等取得状況、国際交流活動の参加状況について調査を行い、
学生の学びの成果を点検し評価する。 

[1-2]  当該年度の卒業生の進路について、入学時からの修学状況および進路決定状況に鑑みた検証をさらに継続し、教
育目標に基づいた人材育成の観点から点検と評価を行うための準備を進める。 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証
する。

①進路決定状況（業種別等を含む）
②資格等取得状況
③入学年度別学位授与率・４年間卒業率

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 前年度に引き続き、学生の
資格取得状況、進路決定状況な
どを参照し、学位授与方針が、
教育目標の成果を評価できる
内容であることを検証する。

今年度は 4 年生の進路決定状況を参照
し、教育目標と学位授与方針との関連性を
検証した。その結果、大部分の学生が教育
目標に合致した進路を決定しており、学位
授与方針がその成果を適正に評価できる
ものであることが確認された。

今年度は 4 年生の進路決定状況を参照
し、教育目標と学位授与方針との関連性
を検証した。来年度以降も同様の取り組
みを続けていきたい。

【指標「内定状況」】 

2017
年度 

年次計画内容 
[2-1] 今年度も継続して、学生の資格取得状況、進路決定状況などを参照し、学位授与方針が、教育目標の成果を評価で
きる内容であることを検証する。 
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（７）人文学部臨床心理学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標(学生による
自己評価を含める)を適用する。 

①入学年度別 GPA 分布・推移
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況
④学生満足度調査
⑤卒業生満足度調査

2016
年度

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 入学年度によって、GPA の推移、
進路決定状況、資格取状況に違いがあ
るかを検証する。

入学年次の違いによる GPA や進路決
定状況、資格等取得状況などの、膨大な
量的データの経年変化について検討す
るために、データの統合を試みた。

試みてみたところデータ整理の
デザインが全学的に整っていない
ことがわかった。このままでは膨大
な量的データが活かしきれずもっ
たいないことがわかった。次年度全
学的にデータ整理の方法を整えて
いく必要がある。  【指標なし】 

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] データベース案をつくり、経時的に測定、分析、評価しやすくする。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して
検証する。

①進路決定状況（業種別等を含む）
②資格等取得状況
③学年度別学位授与率

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 卒業生の進路決定状況、資格取
得状況を参考に、学位授与方針が教
育目標の成果を評価できる内容に
なるように検討する。専門性を生か
した進路決定の推進について更に
力を入れていく。

キャリア支援課から年次別進路
希望や、進路決定状況を随時聞き、
合同企業説明会への参加をうなが
す声かけを行った。また、2018 年
度卒業生に対しても就職活動への
動機づけ作りの声かけを行った。 

2016 年度の進路決定状況も、前年度同様
に毎月高い水準で推移しており、また学位
授与率も例年の水準を保っている。
【指標①「進路決定状況（3 月末日）」 
【指標②「キャリア支援課窓口相談実績（2
月末日）」
【指標③「職業と人生出席状況（2 月末日）」 

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 卒業生の進路決定状況、資格取得状況を参考に、学位授与方針が教育目標の成果を評価できる内容になるように
検討する。専門性を生かした進路決定推進とともに、進路決定に困難を抱えている学生へのフォローも重視する。

（８）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標を念頭に学生の学習成果を評価する指標を検討し、運用する。
[1-2] 学生の自己評価（修学状況、単位取得状況等を含む）、卒業後の進路（教員、
保育士採用等、卒業生評価）評価を行う。 

[1-1]
①入学年度別 GPA 分布・推移（全学）
②進路決定状況（業種別等を含む）
③資格等取得状況
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率
（全学） 
⑤教員・保育士採用等の採用状況
[1-2]
①学生満足度調査（全学）
②卒業生満足度調査（全学）

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 学科の学習成果を評価する

ため、全学年のＧＰＡ、卒業率、
進路や資格取得状況などを把握で
きる仕組みを検討する。

学科の学習成果を評価するため、全学
年のＧＰＡ、卒業率、進路や資格取得
状況などを担任制度によって把握する
ことにした。

現状分析を2/2実施。検証を1/1を実施。
達成 0/1 を実施。
【指標「計画表」D4-4-1:学習成果を評価
する指標の検討と運用】 
【指標①④】 
【指標②進路決定状況】 
【指標「こ発在学生の進路希望調査」】

[1-2] 学科全学年の学生について
の修学状況や進路状況を把握し、
学生たちの自己評価シート（教職
課程履修カルテ）と合わせて分析
する。また、卒業生の動向把握か
ら卒業後の実態把握をすることに
よって、大学在学中や卒業後の満
足度を向上させるように図る。

学科全学生の修学状況や進路状況を、
学生たちの自己評価シート（教職課程
履修カルテ）などで把握し学科で共有
した。
また、卒業生の動向把握から卒業後の

実態把握をすることによって、大学在
学中や卒業後の満足度を向上させるよ
うに図った。

現状分析を 2/4 実施。検証を 13 を実施。
達成 0/1 を実施。
【指標「計画表」D4-4-1:学生の自己評
価と卒業後の進路の評価】 
【指標「こども発達学科卒業生の会記念
文集」一部分】 

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] こども発達学科全学年の学習成果を評価するため、GPA、卒業率、進路や資格取得状況などを把握できる仕組み
について検討する。

[1-2] こども発達学科全学年の学生についての修学状況や進路希望状況を把握し、学生達の自己評価シート（教職課程
履修カルテ）や保育士指定科目習得チェック表と合わせて分析する。また、新たに組織された卒業生の会などで直接
意見を聞くことによって実態を把握し、大学在学中や卒業後の満足度を向上させるように図る。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証す
る。 

①対照表による評価（4－1 参照）
②進路決定状況（業種別等を含む）
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③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒

業率（全学） 
⑤教員・保育士採用等の採用状況 

2016
年度 

年次計画内容  計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 学位授与方針に基づいた能力が、4

年間の教育を通して充分に身について
いるかを、進路希望状況調査や進路決定
状況をなどから検証し、指標化できるか
を検討する。 

入学時および入力後の進級に伴う進
路希望調査や進路決定状況について適
宜学科会議で報告し、学科の教職員全
員でその情報を共有し、意見を交換し
ている。その中で、学位記授与方針に
基づく能力を 4 年間の教育を通して充
分に身につけているか検証し、指標化
について検討した。 

現状分析を 3/3 実施。検証を 1/2 を
実施。達成 0/1 を実施。 
【指標「計画表」D4-4-2】 
【指標「こ発在学生の進路希望調
査」】 
【指標 進路決定状況】 
（いずれも学科会議資料に有り） 

2017
年度 

年次計画内容  
[2-1] 学位授与方針に基づいた能力が、4 年間の教育を通して充分に身についているかを、資格取得状況や進路希望調査
及び進路決定状況などから継続的に検討する。 

 
 
（９）法学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を測定するための評価指標

を開発し適用する。 
[1-2] 留年、休学及び退学の状況を把握し、それらの減少に努める。 
[1-3] 資格取得者、及び検定合格者の増加を図る。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布 
②進路決定状況 
③資格等取得状況 
④入学年度別学位授与率・４年間卒業率 
[1-2]①留年者、休学者・退学者の推移 
[1-3]格取得者及び検定合格者の推移 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  卒業論文の履修率と執筆
率、内定獲得の延べ人数と実
人数など、データを収集し、
昨年度の測定に用いた評価指
標以外の指標を検討するとと
もに、指標に基づく測定を行
う。 

[1-1] 卒業論文の履修率と執筆率
（提出率）、内定獲得の延べ人数と
実人数など、データを収集し、評
価指標の開発に努めた。 

[1-1] 卒業論文の履修率は 2010 年度の 23.9％
をピークにして減少してきた。2013 年度には
5.5％にまで減った。しかし 2016 年度は 67％
であり、2013 年度以降は増加傾向にある。
2014 年度から施行されたカリキュラムでは卒
業論文が 2 単から 4 単位にされたことで今後
履修率が高まるものと見込まれる、また 2 年
生、3 年生の専門ゼミナールでは統一シラバス
の箇所でレポート作成を課しており、この点か
らも増加する可能性が見込まれる。あわせて執
筆率（提出率）を高めることも必要である。卒
業論文の履修率、提出率、内定率の数値が好循
環に作用しあうためにも、今後も評価指標の開
発と利用を促進したい。 

GPA の分布であるが、法学部は 377 名在籍
で GPA 平均値は 1.94 である全学の平均値は
2.14 であるため若干低くなっている。 
進路決定状況であるが、2 月末現在の法学部の
内定率は 91％を若干超えるところである。今
後も就職活動に対する個別指導を強化し内定
率を引き上げていきたい。 
資格取得では法学検定試験ベーシックに 71

名、法学検定試験スタンダードに 1 名合格して
いる。 

[1-2]  留年、休学、退学減少の
ための努力を引き続いて行
う。そのための方策は次のと
おり。 

①「はぐくみ」を通じた学生の
把握を進める。 

②毎教授会で、昨年同期比の休
学・退学・除籍数の実数を学
部教員で把握する。 

各教員が、ゼミ生との随時面談お
よび担任する学生との一斉面談を通
じて修学指導を行い、その結果を「は
ぐぐみ」に記入した。 
毎教授会にて、前年同月比の休

学・退学・除籍数を確認した。 

「はぐくみ」には、ほぼすべての学生について
記載がなされている。 

[1-3]  法学検定試験、TOEIC・
TOEFL・英語検定試験、宅地建
物取引士、行政書士などの各種
検定試験、資格試験の受検を促
す。 

在学生ガイダンスにおいて、各種
検定・資格試験について広報したほ
か、情報ポータルを通じて、エクス
テンション講座の受講を推奨した。
また、法学部生が多く利用する校舎
に、各種試験のポスターを掲示した。 

法学検定試験は、119 名が受験した。 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 卒業論文の履修率と執筆率、内定獲得の延べ人数と実人数など、データを収集する。数値の評価を多角的におこな

う。 
[1-2] 留年、休学、退学減少のための努力を引き続きおこなう。はぐくみへの記入を精力的におこなう。学籍移動の状況

の可視化を通じた問題把握を教授会を中心におこなう。 
[1-3] 法学検定試験（とりわけスタンダード）、TOEIC・TOEFL・英語検定試験、宅地建物取引士、行政書士などの各

種検定試験、資格試験の受検を促す。 
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中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検
証する。

①進路決定状況
②資格等取得状況
③入学年度別学位授与率・４年間卒業率

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1]
①学位授与方針の適合するディベー
ト大会等を実施するとともに発展
を図る。

②学位授与方針に基づき教育の成果
があがるよう、資格取得、卒業、
就職の面で改善に努める。

①例年に従い、基礎ゼミナール対抗デ
ィベート大会を挙行した。

②昨年に引き続き法学検定試験スタ
ンダードに合格者 1 名を出した。

ディベート大会に計 5 ゼミが参加し
た。留学生チームからの参戦もあった。
天皇退位など時宜に即したテーマ設定を
おこない、同時に学生のプレゼンテーシ
ョン能力を研磨すべくパワーポイントを
作成させた。 
 法学検定試験ベーシック合格者 71 名、
法学検定試験スタンダード合格者 1 名

2017
年度

年次計画内容 
[2-1] 学位授与方針に適合する、ゼミ発表会やディベート大会等を計画・実施する。専門ゼミナール間の連携を模索す
る。その他、学位授与方針に基づく教育の成果があがるよう、資格取得、卒業、就職の面で改善を図る。

（10）社会情報学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を評価する。 
[1-2] 学生の自己評価、卒業時の評価を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移
②資格等取得状況
③学位授与率・４年間卒業率
[1-2] 
① 担任による卒業時の評価

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
2016
年度

[1-1] 学生の成績、資格等取得状況、
学位授与率を確認する。

学生の成績、資格等取得状況、学位授
与率を確認した。

①【資料 8、9】
②資格取得状況：社会調査士 5 名
③学位授与率 85.7％（内 2013 年度入
学生 100％）、4 年間卒業率 71.8%。 

[1-2] 卒業時についての担任による評
価の実施方針について確認する。

卒業時の担任による評価は実施しなか
ったが、教授会で常に情報共有を行った。 

卒業時の担任による評価は実施し
なかったが、教授会で常に情報共有
を行った。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検

証する。
①担任による卒業時の評価

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
卒業時についての担任

による評価の実施方針に
ついて確認する。

教授会での卒業判定の際、その妥当性につ
いて議論した。

卒業時の担任による評価は行わなかった。 

教授会での卒業判定の際、その妥当性につ
いて議論した。
卒業時の担任による評価は行わなかった。 

（11）大学院法学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の学習成果を適切に測定するための評価指標を開発
し、適用する。

①単位修得状況
②GPA 分布
③資格等取得状況
④学位授与率
⑤修了生進路状況

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 教育目標達成の観点から、学生の
学習成果を適切に測定するための評価
指標の開発を検討する。

[1-1] 院生の学習成果を適切に測定す
るための評価指標として、現行の修
士論文審査の各審査項目、各科目の
成績評価、法律資格の取得状況で十
分に行えていることを運営会議で確
認し、来年度研究科委員会で確認す
ることとした。

2017
年度

年次計画内容 
[1-1] 2016 年度では、院生の学習成果を適切に測定するための評価指標として、現行の修士論文審査の各審査項目、
各科目の成績評価、法律資格の取得状況で十分に行えていることを運営会議で確認したところであり、2017 年度は
そのほかに適切な指標がありうるか検討する。

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[1-1] あらかじめ学位授与方針を学生に明示し、明確な責任体制の下で審査を行い、適切
に学位を授与する。

①学位授与率

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 学位授与方針に基づき、明確な責
任体制の下で審査を行い、適切に学位を
授与する。

[1-1] 学位授与方針に基づき、主査、
副査の 2 名を基本に、一部の院生につ
いては専門委員を外部に委嘱する形で、
十分な時間をかけて適切に学位を授与
した。

①学位授与率、67％。

2017 年次計画内容
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年度 [1-1] 学位授与方針に基づき、明確な責任体制の下で審査を行い、適切に学位を授与する。 
 
 
（12）大学院臨床心理学研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 臨床心理士試験合格者数ならびに修了後の進路を把握する。 ①臨床心理士試験合格者数 

②修了後の進路 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 合格者数と進路、その経年変化を
把握する。 

計画に沿って遂行した。 
例年通り合格者数･進路について調査

し把握した。 

① 達成 
② 実施(就職先など) 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 合格者数と進路、その経年変化を把握する。 

 
中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[1-1] 単位修得状況と修士論文を総合的に把握する。 ① 単位修得状況 

② 修士論文評価(修論審査報告書) 
2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 単位修得状況と修士論文の適正な
質･量を把握する。 

計画に沿って遂行した。 
修了判定会議において、単位修得状況

を把握し、各院生に対して主査 1 名・
副査 2 名による審査報告書が提示され、
修士論文としての質･量がともに適正で
あることを把握した。 

① 達成 
② 達成 

2017
年度 

年次計画内容 
[1-1] 単位修得状況と修士論文の適正な質･量を把握する。 

 
 
（13）大学院地域社会マネジメント研究科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 教育目標達成の観点から、院生の学習成果を測定するため、修士論文の評価

や進路状況などからなる評価指標を開発し適用する。 
[1-2] 学生の進路状況を把握し、就職活動の支援を行う。 

[1-1] 
①入学年度別 GPA 分布・推移 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③修士論文の検証 
[1-2] 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 修士論文の評価や進路状況な
どからなる評価指標についての検
討を行う。 

今年度、検討は行ったが、まとめる
ことができなかった。 

 

[1-2] 
①キャリア支援課と協力して学部か

ら進学した院生等の職を持たない
学生の就職活動の支援を行う。 

②大学院での研究分野と関連した団
体や企業へ就職できるように活動
の支援を行う 

①今年度、就職する院生は 1 名である
が、特にキャリア支援課との協力を
おこなわずに就職活動をおこなっ
た。 

②1 名の院生は、指導教員と相談しな
がら大学院と関連した分野への就
職活動をおこなっている。 

①GPAは全体として低下傾向にあるが3を
上回っている。2016 年度生の 1 年次の
GPA は 3.1 であり、2015 年度生に比べ
て低下している。 

②今年度は社会人を除く修了生は 1 名であ
る。1 名について進路は決まっていない。 

③修士論文は必要な水準を充たしている。 
2017
年度 

年次計画内容 
[1-1]  修士論文の評価や進路状況などからなる評価指標についての検討を行う。 
[1-2]  
①キャリア支援課と協力して学部進学生等の職を持たない学生の就職活動の支援を行う。 
②大学院での研究分野と関連した団体や企業へ就職できるように活動の支援を行う。 

 

中期計画【計画２】（目標２に対応する計画） 達成度評価指標【指標２】 
[2-1] 学位授与方針が、教育目標の成果を評価できる内容であることを継続して検証す

る。 
①対照表による評価 
②進路決定状況（業種別等を含む） 
③資格等取得状況 

2016
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[2-1] 院生の修士論文の作成状況、進路
状況を見ながら学位授与方針が適切
なものであるかどうか検証する。 

修士論文から見て学位授与方針は適切
なものであるといえる。進路状況につい
ても今年度の修了生 2 名の内、社会人が
１名であり、社会人の再教育という教育
目標に合致している。 

①対照表から見て学位授与方針と教
育目標は十分に関連している。 

②社会人以外の 1 名について現在就
職活動中である。 

③特に資格取得者はいなかった。 
2017
年度 

年次計画内容 
[2-1]  院生の修士論文の作成状況、進路状況を見ながら学位授与方針が適切なものであるかどうか検証する。 
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